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1-1電 気通信事業等一

1電 気通信

1-1電 気通信事業等

(1)第 一種電気通信事業

資料1-1 第一種電気通信事業者の概要
平成8年3月31日 現 在

会 社 名
日本電信電話㈱

長

距

離

系

衛

星

系

地

域

系

第二電電㈱

日本テ レコム㈱

日本高速通信㈱

㈱ 日本サ テライ トシス

テムズ

宇宙通信㈱
ハoシ フィック・センチュリー・コーホ。レ

イト・アクセス・フ.ライへ"一 ト・リミテ

ット"(PCCA)

パ ン ・ア ム ・サ ッ ト

コ ー ポ レ ー ト

東京通信 ネッ トワーク

㈱

大阪 メデ ィアポー ト㈱

中部 テ レコ ミュニケー

シ ョン㈱

㈱ 四国情報通信 ネッ ト

ワーク

九州通信 ネ ッ トワー ク

㈱

北海道総合通信網㈱
中国通信 ネ ッ トワー ク

㈱

東北 インテ リジェン ト

通信㈱

北陸通信 ネ ッ トワー ク

㈱

エルシーブイ㈱

近鉄 ケーブルネ ットワ
ー ク㈱

㈱東 京テ レポー トセ ン

ター

ひ まわ りネ ッ トワー ク

㈱

㈱東 急ケーブルテ レビ

ジョン

武蔵野ケーブルテ レビ

㈱

㈱伊 豆急 ケーブル不ッ

トワー ク

役 務 の 種 類

電話 ・専用 ・電報

電信等

電 話 ・専 用

テ"シ"タルテ"一舛云送

電話 ・専 用

デジタルテ㌧ダ伝送

電話 ・専用

デジ舛テ㌧タ伝送

専 用

専 用

専 用

(国際電気通信)

専 用
(国際電気通信)

電 話

専 用

テ"ジタルテ㌧ ダ伝 送

専 用

そ の 他

テ"シ"タルテ㌧ タ伝 送

専 用

デジタルデータ伝送

そ の 他

専 用

テ㌔タ通信

そ の 他

専 用

専 用

専 用

専 用

そ の 他

専 用

そ の 他

専 用

専 用

専 用

テ"ジ タルテ㌧ タ伝 送

テ"シ"タ ルテ㌧ タ伝 送

テ"ジ タルテ㌧ ダ伝 送

専 用

業務区域(接 続対象地域)

全国

専 用

電 話

デシ"タル

専 用

電 話
デジタル

JR系

専 用

電 話

デジタル

46都道府県

47都道府県

46都 道府県

46都道府県

47都道府県

46都 道府県

45都道府県

46都道府県

47都道府県

46都 道府県

全 国

全 国
全 国

全 国

茨城 、栃木、群馬 、埼玉、千葉、

東 京、神奈川、山梨 、静岡各都県

大阪、京都、兵庫 、滋 賀、奈良、

和歌山、福井各府 県

愛知、岐阜、三重 、静 岡、

長野各県

香川、徳 島、高知、愛 媛各 県

福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、

宮崎、鹿児島各県

北海道

広島、岡山、山 口、鳥取、

島根各県

青森、岩手 、秋 田、宮城、山形 、

福島、新潟各県

石 川、富山、福井各県

諏訪市、岡谷市等7市 町村

生駒市、奈良市

港 ・品川 ・江東区の 一部

豊 田市、三好町

東京都渋谷区、目黒区、

横浜市青葉区、緑区等

東京都武蔵野市、三鷹市全域

伊豆半島東部(熱 海市、伊東市、

下田市等)

事業開始年月日

昭 和60.4.1

専 用
電 話

デジ舛

専 用

電 話

テ"シ"タル

JR系

専 用

電 話

デジタル

昭 和61.10.24

昭 和62.9.4

平 成7.ll.1

昭 和61.8.1

日召千062.9.4

平 成6.11.10

E召禾062.4.1

H召ラF061.11.ll

昭 和62.9.4

平 成7.10.1

平 成 元.4.16

平 成 元,7.8

中 華 人 民 共 和 国

平 成7.11.30

シンガ ホ.一ル共 和 国,香 港

平 成8.ユ.31

米 国

香 港

専 用

電 話

テ"ジタル

専 用

ISDN

テ"シ"夘レ

専 用

テ"ジ タ1レ

ISDN

平 成7.11。16

平 成8.3.29

昭 和61.ll.1

昭 和63.5.1

平 成7.10.ユ

昭 和62.3.1

平 成7.10.1

平 成7.10,1

昭 和63.6.1

平 成4.4.1
'〆841

専 用 平 成1.10.2

デ ー タ 平 成1.10.2

1SDN'.841

平 成 元.11.1

平 成2.5,1

平 成5,10.1

専 用:平 成6.6.ユ

ISDN6"841

専 用:平 成6.10.1

1SDN●L/8630

昭 和62.10.1

平 成7.1.1

平 成7.ll.1

平 成7.12。1

平 成9.4.1

平 成8.10.1

平 成8.10.1

(注)1

2

3

業務 区域(接 続対 象地域)に は県域 の・一部地域のみを対象 とす る場合を含む、、また、 開業予定地域 を含 む

下線 は事業開始予定年 月日.

中部 テ レコ ミュニ ケー ション(椥 のデ ジタルデー タ伝送役務 はパ ケ ッ ト交換 サー ビス。

351



一1電 気通信

会 社 名

国

際

通

信

携

帯

自

動

車

電

話

及

び

無

線

呼

出

し

等

携

帯

自

動

車

電

話

国際電信電話㈱

日本国際通信㈱

国 際 テ"シ"タル通 信 ㈱

エヌ・ティ・ティ

移 動 通 信 網 ㈱

エヌ・ティ・ティ北海道

移動通信網㈱

エヌ・ティ・ティ東北

移動通信網㈱

エヌ・ティ・ティ北陸

移動通信網㈱

エヌ・ティ・ティ東海

移動通信網㈱

エヌ・ティ・ティ関 西

移 動 通 信 網 ㈱

エヌ・ティ・ティ中 国

移 動 通 信 網 ㈱

エヌ・ティ・ティ四 国

移 動 通 信 網 ㈱

エヌ・ティ・ティ九 州

移 動 通 信 網 ㈱

日本移動通信㈱

北海道セルラー電話㈱

東北セルラー電話㈱

北陸セルラー電話㈱

関西セルラー電話㈱

中国セ ルラー電話㈱

四国セ ルラー電話㈱

九州セルラー電話㈱

沖縄セルラー電話㈱

㈱ ツー カーセルラー

東 京

1株)ッー カ ー セ ル ラ ー

東 海

㈱ ツーカーホ ン関西

㈱ 東京 デジタルホ ン

役 務 の 種 類

電話 ・専 用 ・電報

電信 ・デー タ通信等

電 話

専 用

そ の 他

電 話

専 用

テ㌧タ通信

そ の 他

電話(携 帯 ・自動車等)

無線呼出し

電話(携 帯 ・自動車)

無線呼出し

電話(携 帯 ・自動車)

無線呼出し

電話(携 帯 ・自動車)

無線呼出し

電話(携 帯 ・自動車)

無線呼出し

電話(携 帯 ・自動車)

無線呼出し

電話(携 帯 ・自動車)

無線呼出し

電話(携 帯 ・自動車)

無線呼出 し

電話(携 帯 ・自動車)

無線呼出 し

電 話

(携帯 ・自動車等)

電 話

(携帯 ・自動車)

電 話

(携 帯 ・自動車)

電 話

(携帯 ・自動車)

電 話

(携帯 ・自動車等)

電 話

(携帯 ・自動車)

電 話

(携帯 ・自動車)

電 話

(携帯 ・自動車)

電 話

(携帯 ・自動車)

電 話

(携帯 ・自動 車)

電 話

(携帯 ・自動車)

電 話

(携帯 ・自動車)

電 話

(携帯)

業務区域(接 続対象地域)

全 国

全 国

全 国

茨城 、栃木 、群馬 、埼玉、千葉、

東京 、神 奈川、山梨、新潟、

長野各都県

北海道

青森、岩手、宮城、秋田、山形 、

福島各県

富 山、石川、福井各県

岐阜、静岡、愛知、三重各県

滋賀、京都、大阪、兵庫 、奈 良、

和歌山各府県

鳥取、島根、岡山、広 島、

山 口各県

徳島、香川、愛媛 、高知各県

福岡、佐賀、長崎 、熊本、大分、

宮崎 、鹿児島、沖縄各県

茨城 、栃 木、群馬 、埼玉、千葉、

東京、神 奈川、山梨、長野、

岐阜 、静 岡、愛知 、三重各都県

北海道

青森 、岩手 、宮城、秋田、山形、

福 島、新潟各県

富 山、石 川、福井各県

滋 賀、京都、大阪、兵庫、奈良、

和歌 山各県

鳥取 、島根、岡山、広島、

山口各県

徳島、香 川、愛媛、高知各県

福岡 、佐賀、長崎、熊本、大 分、

宮崎、鹿児島各県

沖縄県

茨城、栃木、群馬、埼玉 、千葉 、

東京、神奈川、山梨 、長野 各都県

岐阜、静岡、愛 知、三重 各県

滋賀、京都、大 阪、兵庫 、奈良、

和 歌山各府県

茨城、栃木、群馬 、埼玉 、千葉、

東 京、神奈川、山梨 、長野各都県

事業開始年月日
日召矛060.4.1

専 用

電 話

ISDN

専 用

電 話

デー タ

FAX

ISDN

平成元

平成元

平成4
平成元

平成元

平成6

平成3

平成5

平成4

4

工O

l2

5

10

8

4

4

7

1

1

1

1

!

1

工

1

1

平 成5.7.1

平 成5.7.ユ

平 成5.7.1

平 成5.7.1

平 成5.7.1

平 成5.7.1

平 成5.7.1

平 成5.7.!

日召矛063。12.15

平 成2.8.8

平 成2.4.18

平 成2.9.28

平 成 元.7.14

平 成 元.12.8

平 成2.12.7

平 成 元.12.8

平 成4.10.20

平 成6,6.1

平 成6.7.7

平 成6.4.1

(注)業 務 区域には県域の 一部地域のみ を対象 とす る場合 を含 む 、また、開業予定地域を含む。

平 成6.4.1
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1-1電 気通信事業等一

会 社 名

携

帯

自

動

車

電

話

簡

易

型

携

帯

電

話

シ

ス

テ

ム

P

H

S

㈱ 東海デ ジタルホ ン

㈱ 関西デ ジタルホ ン

㈱ デジタルッー カー

中国

㈱ デジタルッー カー

九州

㈱ デジ タルッーカー

東北

㈱ デジ タルッーカー

北 海道

㈱ デ ジタルツーカー

北 陸

㈱ デジ タルツーカー

四国

㈱アステル北海道

㈱アステル東北

㈱アステル東京

㈱アステル北陸

㈱ アステル中部

㈱アステル関西

㈱ アステ ル中国

㈱ アステ ル四国

㈱ アステル九州

㈱アステル沖縄

テ"で一テ"イーアイ北 海 道

ポ ケ ッ ト電 話 〔掬

テ"イーテ"イーアイ東 北

ポ ケ ッ ト電 話 ㈱

テ"イーテ"イーアイ東 京

ポ ケ ッ ト電 話 ㈱

テ"イーテ"イーアイ北 陸

ポ ケ ッ ト電 話 ㈱

テ"イーテ"イーアイ東 海

ポ ケ ッ ト電 話 ㈱

テ旨一テ旨一アイ関西

ポケ ッ ト電話㈱

デ イーテ"イーアイ中 国

ボ ケ ソ ト電 話 ㈱

デ イーデ イーアイ四 国

ポ ケ ッ ト電 話 ㈱

テ"什 テ"イーアイ九 州

ボ ケ ソ ト電 言刮掬

エヌ・ティ・ティ北 海 道

パ ー ソ ナ ル 通 信 網 ㈱

役 務 の 種 類

電 話

(携 帯 ・自動車)

電 話

(携帯 ・自動車)

電 話

(携帯 ・自動車)

電 話

(携帯 ・自動車)

電 話

(携帯 ・自動車)

電 話

(携帯 ・自動車)

電 話

(携帯 ・自動車)

電 話

(携帯 ・自動車)

電 話

(携帯)

電 話

(携帯)

電 話

(携帯)

電 話

(携 帯〉

電 話

(携帯)

電 話

(携帯)

電 話

(携帯)

電 話

(携帯)

電 話

(携帯)

電 話

(携帯)

電 話

(携帯)

電 話

(携帯 〕

電 話

(携帯)

電 話

(携帯)

電 話

(携葡

電 話

(携帯)

電 話

(携帯)

電 話

(携帯)

電 話

(携帯)

電 話

(携帯)

業務区域(接 続対象地域)

岐 阜、静岡、愛知、三重各県

滋賀、京都、大阪、 兵庫、奈良、

和歌 山各府県

鳥取 、島根、岡山、広島、

山口各県

福岡、佐賀、長崎、熊 本、大分、

宮崎 、鹿児島、沖縄各県

青森、岩手、宮城、秋田、山形 、

福島、新潟各県

北海道

富山、石 川、福井 各県

徳島、香 川、愛媛 、高知各県

北海道

青森 、岩手、宮城、秋田、山形、

福島、新潟各県

茨城 、栃木、群馬、埼玉、千葉、

東京、神 奈川、山梨、静岡各都県

石川、富 山、福井各県

長野、岐阜、静岡、愛知、

三重各県

滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、

和歌山各府県

広島、岡山、 山口、鳥取、

島根各県

徳島、香 川、愛媛 、高知各県

福岡、佐賀、長崎 、熊本、大分、

宮崎、鹿児島各県

沖縄県

北海道

青森、岩手 、宮城 、秋 田、山形、

福島各県

茨 城 、 栃 木 、 群 馬 、 埼 玉 、 千葉 、

東 京 、 神 奈 川 、LLI梨 、 新 潟 、

長 野 各 都 県

富山、石川、福井 各県

岐阜、静岡、愛 知、 三重各県

滋賀 、京都、大阪 、兵庫 、奈良、

和歌山各府県

鳥取 、島根、岡山、広 島、

山口各県

徳島 、香川、愛媛 、高知 各県

福岡、佐賀、長崎 、熊本 、大分、

宮崎、鹿児島、沖縄 各県

北海道

事業開始年月日

平 成6.7.26

平 成6.5.16

平 成8。10。1

平 成8.1.5

平 成9.4.1

平 成9.7,1

平 成9.5.ユ

平 成9.7.1

平 成8.3.31

平 成8.4.1

平 成7.10.1

平 成8.6.30

平 成8.4.ユ

平 成7。10.1

平成7ユ2.1

平 成7.10.16

平 成7.12.8

平 成8。1.31

平 成7.7.1

平 成7.10.20

平成77.1

平 成7.10.20

平 成7.10.20

'Tそb文7
.10。20

平 成7.1020

平 成7.1〔L20

平 成7.10.2Q

平 成7.7.1

(注)業 務 区域には県域 の一部地域のみ を対 象とす る場 合を含む 、また、開業 予定地域を含む
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一1電 気通信

会 社 名

簡
易
型
携

帯
電
話
シ

ろ
ア

ム

P

H

邑

簡

易

陸

上

移

動

無

線

電

話

C

R

P

空

港
無

線
電

話
テ

レ

タ

[

ナ

ル

無

線

呼

出

し

エヌ・ティ・ティ東 北

パ ー ソ ナ ル通 信 網 ㈱

エヌ・ティ・ティ中 央

パ ー ソ ナ ル 通 信 網 ㈱

エヌ・ティ・ティ北 陸

パ ー ソ ナ ル 通 信 網 ㈱

エヌ・ティ・ティ東 海

パ ー ソ ナ ル 通 信 網 ㈱

エヌ・ティ・ティ関 西

パ ー ソ ナ ル 通 信 網 ㈱

エヌ・ティ・ティ中 国

パ ー ソ ナ ル 通 信 網 ㈱

エヌ・ティ・ティ四 国

パ ー ソ ナ ル 通 信 網 ㈱

エヌ・ティ・ティ九 州

パ ー ソ ナ ル 通 信 網 ㈱

十勝テ レホ ンネッ トワ
ーク㈱

釧路テ レコム㈱

㈱テレコム青森

㈱ テ レコム八戸

長岡移動電話システム

㈱

テ レネッ ト遠州㈱

アビコム ジ ャパ ン㈱

関西国際空港情報

通信ネットワーク㈱

日本 シテ ィメディア㈱

関西 シテ ィメデ ィア㈱

北 海 道 テレメッセージ ㈱

東 北 テレメンセージ ㈱

茨 城 テレメッセージ ㈱

栃木テ レサー ビス㈱

群馬テ レサー ビス㈱

東 京 テレメンセージ ㈱

㈱山梨テレ通信

㈱ 新潟テ レサ ー ビス

噛 長 野 テレメノセージ

富山へ㌧ジ汐 サービ ス㈱

役 務 の 種 類

電 話

(携帯)

電 話

(携帯)

電 話

(携帯)

電 話

(携帯)

電 話

(携帯)

電 話

(携帯)

電 話

(携帯)

電 話

(携帯)

電 話

(携帯 ・自動車)

電 話

(携帯 ・自動車)

電 話

(携帯 ・自動車)

電 話

(携帯 ・自動車)

電 話

(携帯 ・自動車)

電 話

(携帯 ・自動車)

電 話

(携帯 ・自動車)

電 話

(携帯 ・自動車)

デ ジ タルデー タ伝送

(携帯 ・自動 車)

デ ジ タルデー タ伝送

(携帯 ・自動 車)

無線呼出 し

無線呼出し

無線呼出し

無線呼出し

無線呼出し

無線呼出し

無線呼出し

無線呼出し

無線呼出し

無線呼出し

業務区域(接 続対象地域)

青森、岩手、宮城、秋 田、山形、

福島各 県

茨城、栃木、群 馬、埼玉、千葉、

東京、神奈川、山梨、新潟、

長野各 都県

富山、石川、福 井各県

岐阜 、静岡、愛 知、三重 各県

滋賀、京都 、大 阪、兵庫 、奈良、

和歌 山各府県

鳥取 、島根 、岡山、広 島、

山口各県

徳 島、香 川、愛媛、高知各県

福 岡、佐賀 、長崎、熊本 、大分 、

宮崎、鹿児島、沖縄各県

帯広市及びその周辺

釧路市及びその周辺

青森市及びその周辺

八戸市及びその周辺

長岡市及びその周辺

浜松市及びその周辺

羽田空港

関西国際空港

東京23区 及びその周辺

大阪府 、京都府 、兵庫 県、奈良県

北海道
青森 、岩手 、宮城 、秋田、山形 、

福島各 県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉 、千葉 、東 京、神 奈川各都 県

山梨県

新潟県

長野県

富山県
1注)1

2

-354

事業開始年月日

平 成7。10.1

平 成7.7.1

平 成7.10.1

平 成7.10.1

平 成7.10.1

平 成7.10.1

平 成7,10.1

平 成7.10.1

平 成 元.11.28

平 成2.11.1

平 成2.8.30

平 成5.7.1

平 成5.7.1

平 成5.7.!

平 成5。9.1

平 成6.4.1

平 成 元.12.20

平 成9.4.1

昭 和62.10.1

日召禾062.12.21

平 成2.2.28

平 成 元.8.1

昭 和63.11.1

昭 和62.10.1

昭 和63.ユ0.13

昭 和63.4.1

昭 和63.4.1

日召禾063.3.17

業務区域 には県域 の 一都 地域のみ を対 象 とす る場 合を含む。 また、開業予定 地域 を含む。

青森テレメノセージ〔椥、岩手テレメンセージ㈱、宮城テレメッセージ㈱ 、秋田テレメッセージ㈱ 、山形テレメッセージ㈱ 及 び

福 島テレメノセージ㈱ は、平成5年7月 合併 し、社名を東北テレメソ哲 ジ㈱ と した。



1-1電 気通信事業等一

会 社 名

無

線

呼

出

し

石 川 テレメッセーシ"㈱

宇畠井 テレメッセーシ"(掬

静 岡 テレメッセージ ㈱

中 部 テレメッセージ ㈱

関 西 テレメッセージ ㈱

山 陰 テレメッセージ ㈱

㈱ 岡 山 テレメッセージ

㈱ テレメッセージ 広 島

山 ロ テレメッセーシ"(株)

㈱ 徳 島 テレメッセージ

香 川 テレメッセーシ"㈱

愛 媛 テレメッセージ ㈱

高 知 テレメッセージ ㈱

九 州 テレメッセージ ㈱

佐 賀 テレメッセージ ㈱

長 崎 テレメッセージ ㈱

㈱ 九 州 ネットワークシステム

大 分 テレメッセージ ㈱

㈱ 宮 崎 テレメッセージ

㈱鹿児島テ レコール

(株)2中縄 テレメッセーシ"

役 務 の 種 類

無線呼出し

無線呼出 し

無線呼出 し

無線呼出 し

無線呼出 し

無線呼出し

無線呼出し

無線呼出し

無線呼出し

無線呼出し

無線呼出し

無線呼出し

無線呼出し

無線呼出し

無線呼出し

無線呼出し

無線呼出し

無線呼出し

無線呼出し

無線呼出し

無線呼出し

業務区域(接 続対象地域)

石川県

福井県

静岡県

岐阜、愛知、三重各県

滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、

和歌山各府県

鳥取、島根各県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

事業開始年月日

平 成2.9.ユ0

昭 和63.3.1

昭 和63.3.25

昭 和62.ユ0.1

昭 和62.10.1

平 成2.8.1

昭 和62.10.28

昭 和62.10.28

昭 和63.10.1

平 成2.6.1

昭 和63.12.21

昭 和63.3,1

平 成2.7,1

昭 和63.2.22

昭 和63.3,1

昭 和63.6.ユ

昭 和62.9.1

平 成2.4.1

平 成2.11.ユ

昭 和63.12.1

昭 和63.12.25

(注)業 務区域には県域の一部地域のみを対象とする場合を含む。また、開業予定地域を含む。

資料1-2加 入電話契約数の推移
(単位:契 約 、

区別
年度末

加入電話合計

2

54527820

3

56259804

4

57,652332

5

58,830075

6

59935,770

7

(9月 末)

60,775287

(注)新 第一種電気通信事業者分を含む。

資料1-3 加入電話 トラピックの推移

区別

年度

通話回数
(百万回)

通話時間
(万時間)

区 域 内
100kmま で

100㎞ 超

合 計
区 域 内
100kmま で

ユ00km超

合 計

2

50,030

18,766

6,266

75062

206236

102,625

37,140

346,001

3

50,800

19,561

6,5!1

76,873

213,019

108,834

39,310

361,163

4

50,391

20,182

6676

77,250

214037

1!3,268

41,263

368,566

5

51,282

21,143

7,017

79443

218,138

ll7,937

43,316

379,391

6

52,860

22,786

7,6ユ4

83,261

222,668

124,919

46,510

394,095

355一



一1電 気通信

資料1-4加 入電話の都道府県間通話の交流状況
(通話回数)

発信

総発信量

北 海道

3,721

青 森 県

760

岩 手 県

690

宮 城 県

1,576

秋 田 県

644

山 形 県

700

福 島 県

1,172

茨城県

1,577

栃 木 県

ユ,110

群 馬 県

1,159

埼玉県

3,474

千 葉 県

3,109

東 京 都

ユ2,846

神 奈 川県

4,986

新 潟 県

1,350

富 山 県

630

石 川 県

750

福 井 県

514

山 梨 県

557

長 野 県

1,252

岐 阜 県

1,158

静岡県

2,352

愛 知 県

4,585

三 重 県

1,040

着信都道府県

1位

北 海道

3,530

青 森 県

670

岩 手 県

580

宮 城 県

1,295

秋 田県

559

山形 県

606

福 島県

99ユ

茨 城県

1,235

栃 木 県

877

群 馬 県

933

埼 玉 県

2,388

千 葉 県

2,253

東 京 都

9,380

神 奈 川県

3,672

新 潟 県

1,ユ85

富 山県

529

石 川県

624

福 井 県

434

山 梨 県

457

長 野 県

1,064

岐 阜 県

905

静 岡 県

2,0ユ6

愛 知県

3,868

三 重 県

848

2位

東京都

76

宮城県

21

宮城県

33

東京都

63

東京都

18

宮城県

29

宮城県

52

東 京 都

127

東京都

75

東京都

71

東 京 都

648

東京 都

495

神 奈 川県

813

東京 都

814

東京都

59

石川県

31

富 山県

26

石 川県

ユ9

東京都

45

東京都

65

愛 知 県

155

東 京 都

101

岐 阜 県

】42

愛知県

88

3位

神 奈川県

15

東京都

19

東京都

20

福島県

40

宮城県

15

東京都

22

東京都

47

千葉県

55

埼玉県

33

埼 玉県

47

千 葉 県

77

埼 玉県

75

埼 玉県

646

千 葉 県

73

埼 玉県

ユ3

東 京都

15

福 井県

17

大 阪府

15

神 奈 川県

12

新 潟県

ig

東京都

21

愛知県

70

東 京 都

ll7

大 阪 府

29

4位

大阪府

13

岩手県

12

青森県

1ユ

岩手県

32

山形県

12

神奈川県

6

神奈川県

12

埼 玉 県

41

茨城県

29

栃木県

29

神奈川県

72

神奈川県

69

千葉県

506

埼 玉 県

71

神 奈 川県

12

大 阪 府

11

大 阪 府

ユ7

東京都

9

埼玉県

9

愛 知 県

18

大 阪 府

16

神 奈 川県

49

大 阪 府

81

東 京 都

17

5位

千葉県

10

北海道
6

山形県

9

山形県

28

岩手県
7

福島県

5

茨 城 県

10

栃木県

34

群馬県

29

新 潟 県

16

群 馬 県

52

茨城県

57

大阪府

211

静 岡 県

50

長 野 県

10

愛知県

9

東 京 都

16

愛知県

7

静岡県

7

神 奈 川県

ユ4

三重県

7

大阪 府

18

三重 県

80

岐阜県

7

6位

埼玉県
9

秋田県

6

秋田県

6

青森県

17

青森県
7

埼玉県
4

埼 玉 県

ユ0

神 奈川県

21

神 奈 川県

13

神 奈 川県

12

茨城県

34

大阪府

ユ9

茨 城県

121

大阪府

34

大阪府

8

新潟県
5

愛 知 県

13

京都府

6

長野県

6

埼 玉 県

11

滋賀県

5

埼 玉 県

12

静 岡 県

64

奈良県

6

7位

宮城県
8

神奈川県

5

神奈川県

5

秋田県

15

神奈川県

5

新潟県
4

栃木県
7

福 島 県

1ユ

千葉県

9

千葉県
8

栃木県

30

愛知県

10

愛 知 県

106

愛知県

24

千葉県

7

福井県
4

京都府
4

富山県

4

千葉県

3

大阪府

8

静岡県

5

千 葉 県

10

神奈川県

26

神奈川県

4

8位

愛知県
7

埼玉県
3

埼玉県
4

神奈川県

12

埼玉県
3

秋田県

4

千葉県
7

大阪府
7

福島県

6

長野県

7

大阪府

20

静 岡県

10

静 岡県

98

茨 城 県

21

群馬県

7

神奈川県

3

神奈川県

4

滋賀県

3

大阪府

2

群馬県

7

神奈川県

4

山梨県

8

長 野 県

21

京都府
4

9位

青森県
7

千葉県
3

千葉県
3

埼玉県

10

千葉県
3

千葉県
3

山形県
5

群馬県

6

大阪府

5

茨城県
6

新潟県

13

北海道

10

栃木県

73

北海道

16

愛知県
5

岐阜県
3

新潟県
3

兵庫県
3

愛知県
2

千葉県

7

長野県

4

長野県

6

兵 庫 県

15

兵庫県

4

10位

静岡県
3

大阪府
2

福島県
3

北海道

8

北海道

2

大阪府
2

新潟県
4

愛知県
4

宮城県
4

大阪府
5

静 岡 県

13

栃木県

10

北海道

70

長野県

15

富山県

5

長野県

2

兵庫県
3

神奈川県

2

茨城県
1

山梨県

7

京都府
4

岐阜県
5

京都府

13

和歌山県

4
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1-1電 気通信事業等一

滋賀県

658

京 都 府

1,695

大 阪 府

8,140

兵 庫 県

2,757

奈 良 県

702

和歌山県

629

鳥取県

345

島 根 県

391

岡 山 県

1,229

1位

滋 賀県

481

京都 府

ユ,282

大 阪府

6,490

兵庫 県

2,151

奈 良 県

493

和歌山県

523

鳥取県

281

島根 県

327

岡 山 県

1,031

広 島県

1,928

山 口県

889

徳 島県

462

広 島 県

1,638

山 口 県

746

徳 島 県

393

香川県 香川県

658535

愛媛県

896

愛 媛 県

778

高知県 高知県

490435

福岡県

3,718

佐 賀 県

446

長 崎 県

896

熊 本 県

1,139

大分県

788

宮 崎 県

732

鹿児 島県

1,077

沖縄県

885

福岡県

3,178

佐 賀 県

354

長 崎 県

779

熊 本 県

993

大 分 県

684

宮 崎 県

644

鹿 児島県

956

沖 縄 県

842

2位

京都府

62

大 阪府

181

兵 庫 県

378

大 阪 府

356

大 阪 府

124

大阪府

62

島根県

17

広 島県

17

広 島県

51

大阪府

46

広島県

49

香川県

20

大阪府

24

香川県

27

香 川 県

ll

東京都

66

福岡県

56

福 岡 県

53

福岡県

63

福岡県

47

福 岡 県

21

福 岡 県

29

東京都

12

3位

大阪府

52

滋賀県

53

東京都

224

東京都

51

京都府

24

東京都
7

大 阪府

ll

鳥取県

13

大阪府

40

岡山県

41

福 岡 県

3ユ

大阪府

15

愛 媛 県

19

大阪府

20

大阪府

10

熊 本 県

6ユ

長崎県

!2

佐 賀 県

13

東 京 都

13

熊 本 県

1ユ

鹿児島県

19

宮崎県

18

福岡県

8

4位

東 京都

11

東京都

35

京都府

179

京都府

31

東京都

ユ0

京都府
6

広島県

9

大阪府
9

東京都

工9

山口県

4ユ

大阪府

12

東京都
6

徳 島 県

15

東 京都

12

愛媛県
8

佐 賀 県

53

東京都

5

東 京 都

10

鹿児島県

10

東京都

9

熊 本 県

1ユ

熊本県

16

大阪府

5

5位

愛知県

8

兵庫県

30

奈良県

132

岡山 県

17

兵 庫 県

10

兵庫県
5

岡山県

6

東京都
5

兵庫 県

18

東京都

35

東京都

12

兵庫県
5

東 京都

12

広 島 県

11

東京都
6

大阪府

50

大阪府

3

大阪府

7

大阪府

9

大阪府

6

東京都
8

東 京 都

ユ3

神奈川県

3

6位

兵庫県

6

奈 良県

18

愛知県

78

愛知県

14

三重県

7

奈良県

5

兵庫県
5

山口県

3

香 川県

10

福 岡県

16

島根県
3

愛媛県
4

岡山県

9

高知県

8

徳島県

3

長 崎 県

46

熊本県

3

熊本県

6

宮崎県

7

宮崎県

4

大阪府

6

大 阪 府

11

鹿児島県

2

7位

岐阜県

5

愛 知 県

12

和歌山県

66

神奈川県

12

和歌山県

5

三重県

4

東京都
5

岡山県

3

鳥取県
6

島根 県

ユ6

兵庫県
3

高知県

3

高知県

8

兵庫県

6

兵庫県

2

大 分 県

45

神奈川県

1

神奈川県
3

大分県

7

神奈川県

2

大分県

4

神奈川県

4

愛知県

2

8位

三重県

3

神奈川県

7

滋賀県

53

広島県

11

愛知県

4

愛知県
2

京都府
2

兵庫県
2

福岡県

5

兵庫 県

12

岡山県

3

岡山県

2

兵庫県

6

徳島県

4

広島県

2

山 口 県

34

大分県

1

愛知県
2

長崎県

6

広島県

2

神奈川県

2

愛知県

3

埼玉県

1

9位

福井県

3

福井県
6

福岡県

45

福岡県

9

滋賀県

3

神奈川県

2

神奈川県

1

福岡県

2

愛知県
5

愛 媛 県

11

神奈川県

3

広島県

2

広島県

5

岡山県

4

岡山県

2

鹿児島県

27

愛知県

1

兵庫県
2

神奈川県

3

鹿児島県

2

愛知県

2

兵庫県

3

千葉県

1

10位

神奈川県

3

福岡県

5

広 島 県

41

奈良県

9

神奈川県

2

千葉県
1

愛知県
1

京都府
1

京都府
5

愛知県

7

愛知県
2

愛知県

1

福岡県

3

福岡県

3

神奈川県

1

宮崎県

20

鹿児島県

1

鹿児島県

2

佐賀県

3

長崎県

2

兵庫県

1

沖縄県

2

兵庫県

ユ

(注)総 発 信量の単位 は百万 回。
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■■■1電 気通信

資料1-5種 類別公衆電話数の推移

(単位:台)

区別

年度末

街頭公衆電話

店頭公衆電話
合 計

2

726,343

(641,393)

106,394

832,737

3

749,022

(695,151)

82,102

83ユ,124

4

770β63

(743,8ユ6)

57,045

827,408

5

786,123

(776,375)

35,168

821,291

6

801,934

(801,909)

40

801,974

7

(9月 末)

801,114

(801,096)

21

801,135

(注)()内 は 、 カー ド公衆電話の再掲である。

資料1-6船 舶電話契約数の推移
(単位:契 約)

区別

又

契 糸・

2

2ユ,194

3

22,082

4

22,830

5

23,067

6

22,861

7

(9月 末)

22,688

資料1-7航 空機公衆電話数の推移
(単位:台)

区別
又

几工 松 ク=二 言

2

ユ32

3

ユ49

4

185

5

207

6

222

7

(9月 末)

230

資料1-8一 般専用サー ビス回線数の推移

区別
年度末

帯

域
品

目

符

号
品
目

由

利
用

目

的

利
用

3.4kHz

3.4kHz(S)

音 声 伝 送
音 楽 放 送
AM放 送
FM放 送

そ の 他

小 計
50b/s

2400b/s
4800b/s

9,600b/s
そ の 他

小 計
合 計

2

333,591

7,451

293,873

201

448

32

1699

637295

220468

5,483

7185

24,847

16,020

274,003

911298

(注)1

2

3

3

356,779

8,294

305,237

202

469

34

1322

672337

239184

5

8

32

16

302

974

068

747

595

583

177

5ユ4

(単 位 回糸泉)

4

366,889

8,634

31ユ,347

2ユ1

461

32

959

688

255

5

8

38

16

324

533

949

420

831

201

029

430

1,012963

5

375,123

8,655

306,619

207

422

32

744

69!802

270558

5,686

8596

42,925

16,396

344,161

1035,963

NTTと 新 業 者 との合計値 であ る。

エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・デー タ通信㈱の分離 によ りNTTと エ ヌ

が含 まれてい る。

6

384,08ユ

8,625

298,967

199

392

28

379

692,67ユ

273,272

5759

8

45

14

346

1,040

651

970

045

697

368

7

(9月 末)

388,984

8,701

298,247

196

392

28

422

696970

264103

5,934

8666

46,615

11,831

337,!49

ユ034119

テ ィ ・テ ィ ・デー タ通 信㈱ との契約数

帯域品 目の48kHz、240kHz及 び 符号 品 目の100-1,200b/sは 、2年 度か ら 「その他」 に含めている。
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1-1電 気通信事業等一

資料1-9高 速デジタル専用線サービス等の回線数の推移
(単位 回線)

区別

年度末

高速デジタル伝送
サービス

超高速デジタル

伝送サービス

衛星デジタル専用

線サービス

64kb/s

!28kb/s

192kb/s

256kb/s

384kb/s

512kb/s

768kb/s

lMb/s

1,5Mb/s

2Mb/s

3Mb/s

4.5Mb/s

6Mb/s

小 計
32Mb/s
ユ50Mb/s

6.4kb/s

192kb/s

384kb/s

768kb/s

1.5Mb/s

6Mb/s

衛星ビデオ通信サービス

テレビジョン放送 中継(端 末 回線数 〉

映 像 伝 送 サ ー ビ ス

無 線 専 用 サ ー ビ ス(契 約 数)

2

2,645

4

1,548

8

2,!67

8

2,295

5

1,793

1

474

5

422

11,375

0

0

4

0

0

4

2

680

ユ,740

513

3

4,647

173

1,828

105

2,522

92

2,567

52

2,ll7

2

568

23

499

15,195

1

0

4

O

2

4

5

703

2,076

501

4

7,626

516

2,23ユ

281

2,850

234

2,704

162

2,322

1

645

44

529

20,145

2

0

4

2

0

0

6

719

2,419

496

5

ll,770

1,460

2,501

590

2,934

434

2,727

287

2,389

1

657

79

606

26,435

2

1

0

2

2

0

0

6

734

2,779

491

6

21,823

3,386

2,746

963

3,022

723

2,694

512

2,502

4

750

ll3

709

39,947

3

1

0

2

2

0

0

7

742

2,457

488

7

(9月 末)

31,053

5,042

2,923

1,229

3,071

918

2,647

584

2,754

6

794

ユ37

7ユ3

51,871

7

ユ3

0

0

2

0

0

8

747

2,515

488

(注)NTTと 新 事業者 との合計 値である。

資料1-10回 線交換サー ビス及びパ ケッ ト交換サ ービスの契約数の推移

(単位 契約)

区別
口

線

交

換

サ

i

ヒ

ス

ノく

ケ

ツ

ト

交

換

サ

1

ビ

ス

200b/s

300b/s
1,200b/s
2,400b/s

4,800b/s
9,600b/s
48kb/s

口 言

200b/s

300b/s

!,200b/s

2,400b/s

4,800b/s

9,600b/s

48kb/s

ロ 面

2

ユ4

0

9

101

1,482

6,481

771

8,858

106

107

ζ14,859)

14,927

ζ174,060)

174,375

(1,306)
10,339

!1,019

25,698

2,222

190,331

238,687

3

14

0

7

99

1,289

6,360

679

8,448

170

171

(9,820)
9,847

ζ276,400)

276,626

/1,798>
9,933

8,962

27,317

2,843

288ヲ188)

335,699

4

2

0

0

67

1,081

5,934

443

7,527

247

247

18,105)
8,113

ζ329,148)

329,295

(1,908)
8,393

7,277

26,358

3,394

339,408

383,077

5

3

0

6

28

610

5,267

378

6,292

253

253

15,797)
5,805

ζ363,246)

363,388

ll,537)
6,678

6,282

24,104

4,033

370,833)
410,543

6

2

5

0

21

231

4,388

301

4,948

286

286

16,248)
6,252

ζ402,293)

402,433

ll,912)
7,431

5,767

21,334

3,976

410,739

447,479

7

(12月 末)

1

5

0

21

206

4,080

280

4,593

546

546

18,076)
8,079

(417,408)
417,426
/2,652)
7,888

4967

19856

4,290

428,682

463,052

(注)パ ケ ッ ト交換サー ビスにつ いては、昭和60年4月 か ら電話網接続 のサー ビス(第2種 〉が開始 され、()

内 は 第2種 サ ービスの再掲 である.
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1電 気通信

資料1-11国 際電話 トラピックの推移

区別

年度

通信回数
(百万回)

通信分数
/百万分)

発信

着信

発信

着信

発着信分数差

元年度

166.8

(28.8%)

152.6

〔23.7%)

701.4

(31.0%)

653.9

(20.0%)

47.5

(一)

2年度

206.4

(23.7%)

176.1
(15.4%)

937.4

(14.2%)

746.7
(14.2%)

190.7

(301,5%)

3年度

246.4

(19.4%)

ユ98,9

(12.9%)

1,160.5

(23.8%)

836.8

(12.ユ%)

323.7

(69,7%)

4年度

267.7

(8.6%)

213.7

(7.4%)

1,283.5

(10.6%)

89ユ.5

(6.5%)

392.0

(21.ユ%)

5年度

291.8

(9.0%)

234.7

(9,8%)

!,411.2

(9.9%)

98!。2

(10.1%〉

430.0

(-9.7%)

6年度

324.0

(11.0%)

275.4

(17,3%〉

1,524,8

(8.0%)

1,140.6

(16.2%)

384.2
(-10.7%)

(注)()は 前 年度伸 び率。

資料1-12国 際専用回線数の推移
(単位 回線)

区分

年度

総 計

音声級回線数

電

信

級

回

線

12.5b/s

25b/s

50b/s

75b/s

lOOb/s

l20b/s

小 計

中速符号伝送用回線

高速符号伝送用回線

元

1,554

767

20

31

158

127

9

48

393

22

372

2

1,632

645

(7ユ)

13

15

157

120

10

47

362

35
(15)

590
(162)

3

ユ,664

539
(69)

9

12

140

89

9

41

300

39
(14)

786

(239)

4

1,654

435

(64)

8

7

139

68

6

40

268

33

(10)

918

(298)

5

ユ,676

328

(70)

6

7

133

59

6

34

245

35

(8)

1,068

(329)

6

1,644

285

(87)

3

6

129

45

4

25

212

24

(6)

1,123

(378)

(注)1「 音 声級 回線数」 には、音声伝送用 回線 を含 む。

2(〉 内 は、新電気通信事業者の再掲 である。

3約 款外役務回線 を含む。
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1-1電 気通信事業等一

(2)第 二種電気通信事業

資料1-13特 別第二種電気通信事業者の概要

会 社 名

(株)イ ン テ ッ ク

富士通(株)

(株)日本総合研究所

日本電気(株)

(株)日 立 情報 ネッ トワー ク

共同 ヴァン(株)

日 本 イ ー エ ヌ エ ス ・エ ィ テ ィ ア ン ドテ 召 株)

沖電気工業(株)

ネ ッ トワー ク情報サー ビス(株)

エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・イ ン タ ー ネ ッ ト(株)

日本通信 ネ ッ トワー ク(株)

国 際 ヴ ァン(株)

(株)野村総合研究所

日本 ア イ ・ ピー ・エ ム(株)

(株)日本経済新聞社

(株)東 洋 情報 システ ム

(株)ア イネス

エ ヌ ・ア イ ・ア ン ド ・シ ー ・イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル(株)

エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・デ ー タ 通 信(株)

三菱電機情報 ネッ トワー ク(株)

(株)電 通 国際情報サ ービス

(株)リ ク ル ー ト

(株)東 芝

バ イ テ ル ・ジ ヤパ ン(株)

(株 旧 本 スプ リン ト

日本ユニシス情報 システ ム(株)

新日鉄情報通信システム(株)
(株)大和総研

日本デ ィジ タル イクイップメン ト(株)

フ ァス トネ ント(椥

松下電器産業(株)

日 本 ケ ー ブ ル ・ア ン ド ・ワ イ ヤ レ ス ・シ ー エ ス エ ル(株/

コ ン サ ー ト ジ ャパ ン(株)

日 本 フ ァ ッ ク ス イ ン ター ナ シ ョ ナ ル(株)

(株)ケ イデ ィデ ィテ レサーブ

ドイッテ レコム蛛)

ソシエテ・アンテルナショナル・ト"・テレコミュニカシオン・アエロノーティク

/株)イ ン タ ー ネ ノ ト イニ シ ア テ ィ ブ

(株)ト ヨ タ デ ジ タ ル ク ル ー ズ

テ ル ス トラ ・コ ー ポ レー シ ョ ン リ ミテ ッ ド

ア イ テ ィ ジ ェ ー ・イ ン テ リ ジ ェ ン トテ レ コ ム(株)

(株 咽 立情報 システ ムズ

ク ラ ル ・ニ ノセ イ(株)

東 京 インター ネッ ト(株)

(株)ア トソ ン

星菱通信/椥

ティー ・エム ・アイ・テレメテ"イ ア ・イノダーナショナル・ホ ンコン ・リミテ ノト"

(株)ア シ ア ・ イ ン タ ー ネ ソ ト ・ホ ー ル デ で ン グ

サ タ ー ン グ ロ ー バ ル ネ ソ トワ ー クサ ー ビ ス ジ ャパ ン 〔株)

日商岩 井〔株}

電気通信役務の種類

音 声 、 画 像 、 デ ー タ 、 複 合

音 声 、 画 像 、 デ ー タ 、 複 合

画 像 、 デ ー タ

音 声 、 画 像 、 デ ー タ 、 複 合

音 声 、 デ ー タ 、 複 合

音 声 、 画 像 、 デ ー タ 、 複 合

音 声 、 画 像 、 デ ー タ

音 声 、 画 像 、 デ ー タ

音 声 、 画 像 、 デ ー タ

デ ー タ

音 声 、 画 像 、 デ ー タ

画 像 、 デ ー タ

デ ー タ

デ ー タ

画 像 、 デ ー タ

画 像 、 デ ー タ 、 複 合

デ ー タ

画 像 、 デ ー タ

デ ー タ 、 複 合

音 声 、 画 像 、 デ ー タ 、 複 合

デ ー タ

音 声 、 画 像 、 デ ー タ 、 複 合

デ ー タ 、 複 合

デ ー タ

画 像 、 デ ー タ

画 像 、 デ ー タ 、 複 合

音 声 、 画 像 、 デ ー タ 、 複 合

デ ー タ

デ ー タ

画 像 、 デ ー タ

音 声 、 画 像 、 デ ー タ 、 複 合

音 声 、 画 像 、 デ ー タ

音 声 、 デ ー タ

画像
デ ー タ

音 声 、 画 像 、 デ ー タ 、 複 合

画 像 、 デ ー タ

デ ー タ

音 声 、 デ ー タ

画像

デ ー タ

デ ー タ

画像

音 声 、 画 像 、 デ ー タ

デ ー タ

複合

画 像 、 デ ー タ、 複 合

デ ー タ

複合

画像

8年31J31日 現 在50社 の ち国際VAN37社)

資料1-14一 般第二種電気通信事業者の電気通信役務別企業数
(7年 度末現在)

役 務

企 業 数

音声伝送

1,645社

画像伝送

386社

テ ー タ伝送

1,327社

複 合

368社

合 計

3,726社

(注)複 数役務の届出事業者があるため、合計が事業者数計を超えている 、

3∈到一



一1電 気通信

資料1-15一 般第二種電気通信事業者の業種別分類
(7年 度末現在)

従来からオン
ラインの受諾

計算サービス
などを行って
いる情報通信

業者

437社

卸売業、倉庫

業など流通関
係の業務に携
わっているも
の

10!社

宅配貨物な
どを扱って
いる運送会

社

19社

出版、広告関
係の会社

47社

電 子機器 の製

造 、販売、 ソ

フ トウェアの

開発

298社

総合商社

17社

そ の 他

2165社

計

3084社

(注)外 国企業の参入動向については、子会社 を通 しての参入(出 資)
携による参入を行っている企業が10社 程度ある。

、日本企業 との合弁、業務提

資料1-16一 般第二種電気通信事業者の適用業務別分類
(7年 度末現在)

小売店 と問屋間の受発注データ等の伝送 ・交換を行うもの(流 通業務関係)

宅配貨物の輸配送情報等の伝送 ・交換を行うもの(運 送業務関係)

信販会社 と加盟店間の売上データ等の伝送 ・交換やクレジット会社相互間の資金決済情報の

伝送 ・交換をおこなうもの(金 融業務関係)

いわゆるボ イスメールサ ービスを提供する もの

パ ソコン間を結ぶ電子 メール、伝言板サー ビス等 を提供す る もの

専用線の単純再販を行 うもの

その他

293社

38社

47社

903社

828社

187社

1,805社

(注)1社 で2以 上の業務 を行 っている場 合は、それぞれ に計 上 してい る。

資料1-17 一般第=種 電気通信事業者の本社所在地都道府県別分類

(7年 度末現在)
都道府県名

北海道

青森県

岩手県

宮城県
秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県
群馬県

埼玉県

千葉県

東京都
神奈川県

新潟県

富山県

事業者数
108

18

19

28

14

16

36

29

24

34

88

58

950

138

38

21

都道府県名

石川県

福井県
山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県
三重県

滋賀県
京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県
鳥取県

島根県

事業者数
45

22

18

42

50

68

154

28

12

76

362

73

23

21

10

14

都道府県名

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県
愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県
大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県
合計

事業者数
41

51

14

11

28

36

15

102

10

24

31

16

17

27

24

3084

(3)有 線放送電話事業

資料1-18有 線放送電話施股数、端末股備数及び利用者数の推移

年 度 末
2

3

4

5

6

施 設 数
544(2)

495(3)

463(D

4ユ9(3)

399(1)

端 設備数
1241272

1129447

ユ076812

994828

940983

利 用 者 数
118

107

102

94

90

(注)1有 線放送電話は、放送と通話の二つの機能 を兼ね備えたメディアであ り、農山漁村地域に
おいて簡易な情報伝達手段として利用されている。

2施 設数中の()内 は、各年度における新設施設数の再掲である。
3利 用者数の単位は万人である。
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1-1』 電気通信事業等一

資料1-19都 道府県別有線放送電話施股数及び端末設備数

都道府県

北 海 道

青

岩

宮

秋

山

福

茨

栃

群

埼

千

東

山

新

長

富

石

福

岐

静

愛

神 奈 川

森

手

城

田

形

島

城

木

馬

玉

葉

京

梨

潟

野

山

川

井

阜

岡

知

重

施設数

2

1

14

4

2

7

ユ0

4

2

ユ3

6

2

2

5

7

14

62

2

3

6

14

20

12

5

(6年 度末現在)

端末設備数

2,676

1,377

35,751

7,041

3,277

14,445

12,286

6,693

3,377

21,473

6,660

4,584

4,047

9,100

7,146

27,235

194,553

1,329

4,429

11,899

33,102

63,755

39,360

14,319

都道府県

滋 賀

京 都

大 阪

兵 庫

奈 良

和 歌 山

鳥

島

岡

広

山

徳

香

愛

高

福

佐

長

熊

大

宮

沖

鹿 児 島

取

根

山

島

口

島

川

媛

知

岡

賀

崎

本

分

崎

縄

合 計

施設数

23

8

1

2ユ

2

12

1

18

1ユ

9

21

9

12

!3

4

3

0

1

6

1

0

2

2

399

端末設備数

70,455

ユ1,137

386

56,447

2,915

26,094

1,923

64,911

12,984

22,57ユ

31,271

14,644

37,826

20,879

7,152

8,127

0

487

12,722

1,096

0

3,005

4,007

940,983

(4)電 気通信に関する資格制度

資料1-20電 気通信主任技術者試験の合格者数
下段は合格率(%〉

第一種伝

送交換主

任技術者

第二種伝

送交換主

任技術者

線路主任

技 術 者

合 計

3年 度

第1回

760

21%

72

14%

197

16%

1,029

19%

第2回

774

20%

66

!3%

271

19%

1,!11

ユ9%

4年 度

第1回

694

19%

69

15%

298

25%

1,061

20%

第2回

481

13%

48

12%

ユ68

14%

697

13%

5年 度

第1回

377

12%

52

11%

153

16%

582

13%

第2回

639

21%

49

12%

244

27%

932

21%

6年 度

第1回

390

14%

56

12%

143

16%

589

14鴨

第2回

413

14%

30

7%

153

18%

596

14%

7年 度

第1回

488

19%

61

17%

120

16%

669

18%

第2回

407

16%

34

11%

125

17%

566

15%

363一



一1電 気通信

資料1-21工 事担任者試験の合格者数

下段は合格率(%)

アナログ

第1種
アナログ

第2種
アナログ

第3種
デジタル

第1種
デジタル

第2種
総 合 種

合 計

2年 度

第1回
1,606

23%

1,658

14%

3,625

ユ6%

2,999

19%

148

10%

ユ0,036

17%

第2回
1,319

23%

1,378

16%

3,225

18%

2,655

18%

126

10%

8,703

18%

3年 度

第1回
ユ,635

27%

1,378

14%

2,835

15%

3,861

23%

103

7%

9,8ユ2

18%

第2回
1,626

28%

1,444

17%

3,462

2!%

4,018

25%

170

14%

10,720

23%

4年 度

第1回
1,795

28%

1,456

ユ4%

3,286

19%

3,233

19%

ユ32

ユ0%

9,902

19%

第2回
1,489

26%

1,ユ66

14%

2,688

ユ7%

3,032

20%

106

10%

8,48ユ

19%

5年 度

第1回
1,205

20%

1,201

14%

2,5!9

16%

2,894

18%

104

9%

7,923

ユ7%

第2回
1,373

23%

1,070

ユ4%

2,451

16%

2,690

18%

ll9

10%

7,703

17%

6年 度

第1回
1,560

25%

1,965

19%

3,937

25%

2,894

16%

137

9%

10,493

20%

第2回
1,519

26%

2,310

24%

4,761

32%

3,405

19%

201

15%

12,196

24%

7年 度

第1回
1,767

36%

2,542

28%

5,015

36%

3,934

23%

240

17%

270

10%

13,768

28%

1-2自 営電気通信

資料1-22航 空交通管制業務用自営電気通信の利用状況

区別

移 動
業務用

固 定

業務用

概 要
地上の管制機関が航行中の航空機に

対 し、航空機相互間の安全間隔の設定

、離着陸及び進入降下の指示、レーダ

による誘導等を行うもの。

航空路管制機関が自己の管制空域を

飛行する航空機を隣接する管制機関へ

移管するため隣接管制機関との問で行

うもの。

国 内 用

東京、福岡、札幌及び

那覇の各航空交通管制部

、関西広域 ターミナルレ
ーダシステム並びに各空

港の管制機関の設定。

東京、福岡、札幌及び

那覇の管制機関相互に設

定。

国 際(又 は洋上)用

新東京国際空港及び那覇空港の各管

制機関に設定。

設定 な し。

(注)航 空交通管制業務用通信は、航行中の航空機の衝突を防止 し、航空交通の秩序正 しい流れを保つために

行われる通信である。

資料1-23飛 行場情報提供用通信及び航空路情報提供用通信の利用状況

区 別

音

声

系

デ

7

タ

系

飛行場情報

提供用通信

(ATIS)

航空路情報

提供用通信

(AEIS)

ATIS

AEIS

概 要

航空機が特定の空港で離着陸する際に必要な風

速、風向、視程、飛行場の状態、航空保安用施設

の運用状況、使用滑走路等の情報を連続 して提供

するもの。

飛行中の航空機(飛 行場に離着陸 しようとする

航空機を除く。)に 対 して気象情報等航行の安全

に必要な情報を提供するもので、航空機から要求

された情報及び当該機に必要と思われる情報を提

供 し対空送受信を行うものと、連続的に情報の提

供のみを行う対空送信を行うものとがある。

上記の飛行場情報 ・航空路情報 を、航空機か ら

の要求 に基づいて、デー タ通信 によって提供す る

もの。

無線局の種別

特別業務の局

航空局

(対空送受信)

特別業務の局

(対空送信)

航空局

施 設 数
6年度末

23

26

6

41

7年度末

23

26

6

43
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資料1-24航 空運送事業用通信の利用状況

区 別

固

定

通

信

系

移

動

通

信

系

星

系

定期航空運送事業者の

業務用通信

航空運送事業用の運航

管理通信

航空機使用事業等の業

務用通信

空港内における陸上移

動通信

航空運送事業用の運航

管理通信

概
国内路線

国際路線

要
定期航 空運送事業者 は、本社 、支店 、営業所及び旅行代理 店の各

部門の端末機 と計算機セ ンターの大型 コンピュー タとを専用線 で結

ぶデー タ通信 システムを導 入し、座席予約、運行情 報、 フライ トプ

ラン、気象情報等の各情報 を伝送す るほか、資材管理や営業統計 の

分析等に も利 用 してい る1

海 外の国際路線就航機の乗 り入れ地等 については、国際電気通信

回線又は、SITA(国 際 航空通信共同体)の 回線 を利 用 して、テ レタ

イプ系 を含めたデータ通信網 が形成 されている.

航 空運送事業者は、国内で は、 自己の事業用 と してそれぞれ航空局、航空機局 を

開設 し、VHF帯 の周波数 を用いて音声又はデー タに よる運行管理通信 を行 ってい

る。 また、国際間では外国企業の無線 局を介 してVHF帯 及 び短波帯の周波数に よ

り行 ってい る。

なお 、新東京国際空港 及び那覇空港におい ては、航 空局 の免許 を受けた電気通信

事業者 から通信サー ビスを受け ることによ り運行管理通信 を行 っている。

警察庁、海上保安庁等の国の機関は治安維持、捜索救難等を目的として、また、各

種の航空機使用事業者等は広告宣伝、農薬散布、写真撮影、報道取材等を目的とし

てそれぞれ航空機を運行 してお り、いずれも航空局及び航空機局を開設 し、通信を

行っている。

航空運送事業者 や航空関係機関等 は、航空機の整備 、駐機場の管理、搭乗者の誘

導 、積載物の取扱 いその他空港の管理運営等 に関する通信 を行 うことを 目的 として

、管理部門(主 として基地局)と 作業現場(移 動 局)と の間等で移動 通信 を行って

いる。

なお 、新東京国際空港 、東京国際空港 及び関西国際空港で は、マ ルチ ・チ ャンネル

・アクセ ス方式(MCA)で 、 また、那覇 、大阪及び、名古屋空港等の12空 港 では、

1周 波単信方式 によ り電気通信事業者の空港無線電話サー ビスを受ける ことによっ

て移動通信 を行っている。

航空運送事 業者 は、インマルサ ッ ト衛星 を利用 して、長距離国際路線 の運行管理

通信 を行 っている。 なお、 この通信 は、航空地球 局及び航空機地球局の免許を受け

た電気通信事業者(KDD)か ら航空衛星通信サー ビス(デ ー タ通信 及び電話サ ー

ビス)を 受 けることに より行 われている 、

資料1-25船 舶に開設された海上移動業務用無線局等の数

区 別

商船(特定船舶局を除 く。)

漁船(特定船舶局を除 く。)

特定船舶局(マ リンVHF局 を除 く。)

船 舶 地 球 局

無 線 航 行 移 動 局

遭 難 自 動 通 報 局

マ リ ンVHF局

5年度末

6,120

7,856

71,980

1,339

8,7ユ5

262

976

6年度末

6,053

7,224

69,997

1,373

9,413

200

1,991

増 減 率(%)

一15

一8

一3

15

8

一24

104
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資料1-26海 上運送事業用通信の利用状況

区 別

外航海運用

通信

内航海運用

通信

概 要

ユ992年2月からは、モールス電信に代えて衛星通信やデジタル通信技術等を利用し、迅速で効果的

な捜索援助活動を目指 した 「海上における遭難及び安全に関する世界的な制度(GMDSS)」 が導

入されてお り、インマルサ ット・システムのほか、中短波帯から超短波帯の無線電話、衛星測位シ

ステム(GPS)、 レーダー、ファクシミリ受信機等の各種の無線設備 を備え、航行の安全等の通

信を内外の海岸局と行 うとともに、気象、海象等必要な情報を受信 している。

日本周辺海域を航行する内航船舶は、沿岸無線電話やVHF無 線電話により通信を行っている。ま

た、A2海 域を航行する船舶等は、GMDSSを 導入する傾向にある。

資料1-27漁 業用通信(船 舶局)の 利用状 況

区 別

沿岸漁業

及び沖合

漁業

遠洋漁業

概 要

沿岸漁業に従事する小型漁船には、主 として27囲z帯 の周波数を使用するDSB(両 側波帯通信方式)

の無線電話設備が設置されている。また、沖合漁業に従事する漁船には、中短波帯から27MHz帯 の周

波数を使用するSSB(単 側波帯通信方式)の無線電話設備が設置されている。いずれの船舶にもGP

S受 信機等の近受信機等の近代的な無線設備が設置 される傾向にある。

1992年2月 からは、モールス電信に代えて衛星通信やデジタル通信技術等を利用 し、迅速で効果的な

捜索援助活動を目指 したGMDSSが 導入されおり、インマルサット・システムのほか、GPS受 信機

や僚船相互間及び所属海岸局との間で通信を行 う中短波帯から超短波帯の無線電話等が設置 されてい

る。近年はインマルサ ット・システムを利用するものが増大 してお り、特にインマルCシ ステムを利

用 した船位 ・漁獲量通報システムが開発 される。

資料1-28警 察用自営電気通信の利用状況

区 別

固定通信

衛星通信

移動通信

交通情報
通 信

国際警察
通 信

その他

概 要
警察通信網は、警察庁一管区警察局一都道府県警察本部間の幹線系マイクロウェーブ回線及び都道
府県警察本部一警察署一交番 ・駐在所間の専用回線等により構成 されている。 これらの内、重要回線
については2ル ー ト化を行い、災害時における通信の確保に万全 を期 している。

警察では、災害発生時や大規模警備 などにおける通信の確保や現場映像の伝送に衛星通信 を利用 し
ている。警察庁、各管区警察局及び各道府県警察本部に固定形地球局を、また、各管区警察局に車載

形地球局を整備 し、運用している。

移動通信系 には、車載通信 系、WIDE(WirelessIntegratedDigitalEquipment)通 信 系 、携

通信系、署活系等、用途 に応 じた通信系 を運用 してお り、 これ らのほ とん どが、妨 害に強 く、高い秘

匿性があ り、デー タ通信等 に優れ たデ ジタル方式 を採用 している。

カーラジオを通 じて車両の ドライバーに道路交通情報を提供する路側通信システムを、経路選択が可

能な特定区間において運用 している。

国際間の犯罪情報の交換を迅速に行うため、国際刑事警察機構(ICPO)専 用通信網に加入 し、短波
による自営通信回線及び電気通信事業者の回線 を利用して世界中の同機関加盟各国と通信を行ってい

る。

警察電話は、全国の警察機関の間を結ぶ専用システムであり、警察活動を支える重要な情報連絡手段
であることから、交換機の高度化、良好な通話品質の確保、回線網の増強、重要回線の2ル ー ト化を推
進 している。
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資料1-29水 防 ・道路用通信の利用状況

区別

固 定

通信系

衛 星

通信系

移 動

通信系

路 側

通 信

その他

概 要

建設省では、マイ クロ波 を利用 した多重無線通信回線網 によ り建設本省 と施設等機関、8地 方建設局

及 び北海道開発局 、沖縄総合事務所並 びに工事事務所 、ダム管理所 、出張所 、都道府 県な ど約900か 所 を接続

してい る。

このほか、洪水予報、水防警報、道路管理 に必 要な水位 ・雨量情報等 を伝送 ・収集するためのテ レメー タ

用無線局及び ダムの放流警報 を通報するためのテ レコン トロール用無線 局 としてVHF・UHF帯 に よ

り約5,500局 を運用 している。

建設省では民間通信衛星を利用することにより、建設本省、地方建設局、北海道開発局及び沖縄総合

事務所の固定型地球局や車載型地球局等を結んで、多重無線通信回線網のバ ノクアップ及び災害現場か

らの画像伝送を行っている。

建設省では、約15,000局 の移動系無線 局を運用 してお り、新 たな移動通信 システムと して、MCA方

式 を採用 して多重無線通信 回線網 と統合的に運用す る建設省陸上移動通信 システム(K-COSMOS)の 整備 を

進めている。

建設省及 び公団等 の道路管理者 は、路側通信 システムを設置 ・運用 し、カー ラジオを通 じて道路情報 を

提 供 してい る。

建設省では、洪水予報、水防警報及び道路管理に必要な降雨雪状況を広域かつ面的に把握するため、レ
ーダ雨雪量計として5GHz帯 の無線局23局 を運用している。

(注)建 設 省では、河川、ダム及 び道路の維持管理や災害 に係 わる情報 を伝送す るため、水防 ・道路用無線 局を開

設 している。

また、通信需要 の増加 とニーズの多様化に対す るため、通信回線 のデジ タル化 を図る とともに、災害時 の情

報収集や 円滑な管理 のため に画像伝送システムの整備 を行 っている。

資料1-30中 央防災無線網の利用状況

区別

固 定

通信系

衛 星

通信系

移 動

通信系

画 像

伝送系

概 要

国土庁を中央局とし、指定行政機関、指定公共機関等の関係機関相互間を40GHz帯 の周波数を

中心として多重無線で構成する固定通信回線であり、非常災害時等における防災情報の収集 ・伝達

手段の確保を目的としている。

現在、54の 関係機関において、固定局36局 に電話及びファクシミリを設置 し、運用を行ってお り

、国土庁から関係機関への一斉指令通信、各機関からの電話及びファクシミリによる通信が可能で

ある。

国土庁災害対策本部、立川災害対策本部予備施設及び地方の指定公共機関に設置 した地球局並び

に可搬型地球局を通信衛星を介 して本通信系を構成 してお り、電話及びファクシミリによる通信が

可能である。また、可搬型地球局からは、災害対策本部へ被災状況の画像を伝送することが可能で

ある。

国土庁と移動中の自動車との電話回線の確保、非常災害対策要員連絡用、固定通信系のバックァッ

プ等の利用を目的とした複信方式の電話であ り、東京及びその周辺地域がサービスエ リァである。

近距離被災地からの被害状況を国土庁又は立川災害対策本部予備施設へ画像伝送するものであ り

、送信設備は専用の車両に搭載されている。

(注)各 通信 系は中央防災無線網 として有機的に接続 されてお り、固定、衛星及び移動の各通信系に接続 された端

末装置(電 話、ファクシ ミリ)相 互間は、国土庁等 に設置 された電子交換機 を介 して電話及び ファクシ ミリが可

能 となっている。
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資料1-31消 防防災用通信 の利用状 況

区別

消防防災無線

網

消防 救急業

務用無線網

概 要

消防庁 と都道府県を結ぶ無線通信網であ り、地上通信系及び衛星通信系で講成 されている。地上

通信系は、消防庁と47都道府県 とを地上系マイクロ回線で結び、電話及びファクシミリによる通信

のほか、消防庁の指令台からは電話及びファクシミリの両方について、全都道府県に対する一斉送

信、地域ブロック別一斉送信、任意の県に対する一斉送信を行うことができる。

また、衛星通信系は、全国の地方公共団体により構成される地域衛星通信ネットワークを活用 し

、電話及びファクシミリによる個別通信、都道府県への一斉指令通信を行うことができるほか、デ
ータ通信、デジタル映像及びアナログ映像の伝送も可能なものである。この衛星通信系は、現在全

国構築化に向け整備段階にあり、平成7年ll月 末現在、消防庁及び25都道府県の間で運用 されてい

る。

消防本部、消防署に基地局を設置し、消防及び救急自動車等の移動局 との間で消防 ・救急活動上の

指揮 ・命令並びに情報の収集、伝達を行っている。

資料1-32防 災行政用無線網の利用状況

区 別

年 度

都 道 府 県 防 災 行 政 用 無 維
政令 指 定 都 市 防 災 行 政 用 無 線
市 町 村 防 災 行 政 用 無 線
地 域 防 災 無 線 シ ス テ ム

元

42

9

2,417

15

2

44

10

2,502

38

3

45

ll

2,561

57

4

46

12

2,627

78

5

47

12

2677

90

6

47

12

2729

99

7

(9月 末)

47

12

2,733

104

(注)1計 数は防災行政用無線局を設置 している地方公共団体数であり、一部運用中の場合を含む。
2防 災行政用無線には都道府県が開設するもの、政令指定都市が開設するもの及び市町村が開設するものが

ある。いずれも防災関係業務に利用するのみならず、平常時には一般行政事務に利用することが認められ
ている。
3地 域防災無線システムとは、市町村に置かれる災害対策本部の下に、生活関連機関及び防災関係機関を結
ぶ、移動系高機能通信システムである。

4都 道府県防災行政用無線については、衛星系のみを整備 した都道府県も含むものである。

資料1-33旅 客会社等の鉄道事業用通信の利用状況

区別

移動

通信
シス

テム

衛星
通信
シス

テム

罧
列車無線

線
、謙

線
防護無線

在来線列
車無線

幹糸列車の運転に必要な運転指ラ、旅客営業に関する 夜客指下、業務通信、電蜀通信業務
の通信を行うため、指令所と乗務員、乗務員と駅等の関係機関、乗客と一般加入電話との間で

使用されている。
列 の罷 、 、女 に関 る侑 連絡用。

操車場 の構内作業員相互間の業務連絡用。
道 の 、 口 の ・ の 連

,,。

糸路 に 、常 が発生 した場合 に、車上、踏切又は携 帯用の装置か ら電 波 を発 寸し、対 ・、1ッ

行列車 を停止 させ るための もの。

日下 か ら 列 個 別 に"ひ し、 、 に ・し て 旦 日示 連 絡 行 っ の 。

東 日本旅客鉄道株式会社及び東海旅客鉄道株式会社では、民間衛星を利用 して1新 幹線地震検知システ
ム、②非常災害時における地上回線バックアップ、③被災地 ・事故現場との回線設定を実施するために、

東京、静岡、仙台、新潟及び三浦半島に固定型地球局を、静岡に車載型地球局を配備 している。

謝



1-3電 波利用

資料1-34電 気 ・ガス ・水道事業用通信の利用状況

区別

電気事業用
通 信

ガス 業用

通 信

水道 業用
通 信

概 要
電気 業者では、電力の女定供給 を行 っため、 店、支店、電気所 の間に無線又は有
線による通信回線を設置 し、電力系統の運用 ・保護及び給電指令に必要な情報伝送を行っ
ている。

また、全国的な電力の需給調整を行うため、中央電力協議会が設置され、同協議会の中

央給電連絡指令所 と電力各社間に無線による通信回線 を設置し、電力融通、需給調整等電
力の広域運営に必要な情報伝送を行っている。
無線による電気事業用通信回線のうち、固定通信系としては、本店 と支店間等にマイク
ロウェーブによるデジタル多重無線通信回線網を構成 し、移動通信系 としては、送電線、

配電線等の保守、点検用にVHF帯 、UHF帯 の移動通信網を構成 しており、現在デジタ
ル化に取 り組んで入る。

ガス事業者では、施設の維持及び緊急時の処理等を行うため、移動通信系の無線局を導

管管理事業所、支社等に配置 している。

水道事業者は、無線回線(固定通信系及び移動通信系〉を設置 している。固定通信系は、
取水、浄水、送配水等の情報伝送に使用されている。

1-3電 波利用

(1)周 波数管理

資料1-35周 波数帯別の代表的な用途

周波数

波 長

名 称

代表的
な用途

3kHz30kHz …kH・3撫 、30囲 ・3・0囲 ・3
,1臨30GH・300GH・3,瀦Hz

100km10㎞ lkm 100皿 10m 1m 10cm lcm 1㎜ 0.1㎜

VLF

超 長 波

オメガ

(無線航行)

LF

長 波

船舶 ・航空

機用ビーコ

ン

デッカ

(無線航行)

MF

中 波

船舶 ・航空

機用ビーコ

ン

ロラン

(無線航行)

中波放送

儲 ラジオ〉

船舶通信

HF

短 波

船舶 ・航空

機通信

短波放送

国際放送

市民ラジオ

VHF

超 短 波

航空管制通

信

テレビジョ

ン放送

FM放 送

無線呼出し
沿岸無線電
話

各種陸上移
動通信

UHF

極超短波

テレビジョ

ン放送

航空機電話

携帯 ・自動

車電話

簡易型携帯

電話(PHS)

コー ドレス

電話

道路交通情

報通信シス

テム(>ICS)

各種陸上移
動通信

無線レ脳

SHF

マイクロ波

衛星通信

各種レーダ

衛星放送

電気通信事
業 ・公共業
務用マイク
ロ波中継

放送番組中

継

無線LAN

既に広く利用が進んでいる周波数帯
(既利用周波数帯)

EHF

ミ リ 波

自動 車 レー

ダー

衛星通信

各種レーダ

サブミリ波

光 領 域

周波数帯

光通信システム

利用が進んでいない周波数帯
(未利用周波数帯)

(注)マ イ ク ロ波 、準 マ イ ク ロ波 、 ミリ波 、準 ミリ波等 の 周 波数 帯 の呼 称 に つ いて は 、統 一 され た定 義 はな い が 、 そ れ ぞれ

次 の程 度 の 範 囲 の周 波 数 の 電波 を指 して 用い られ る こ とが 多 い、

準 マ イク ロ波:1～3GHzマ イ ク ロ波:3～10GHz準 ミ リ波:10-30GHzミ リ波:30GHz-300GHz
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資料1-36国 別衛星数及び静止衛星軌道位置数一覧表

(7年12月 現在)

主管庁名

米国
ロシア

INTELSAT

日本
オ ー ス トラ リ ア

フラ ンス

ESA(フ ラ ンス

イギ リス

EUTELSAT(フ ラ ンス)

INMARSAT(イ ギ リス)

ブ ラジル

中国
トンガ

カナ ダ

ドイツ

イ ン ド

メキシコ

ASETA(ヴ ェ ネズエ ラ)

ARABSAT

(サ ウデ ィ ・ア ラビア)

イ タリア

イラ ン

パ プ ア ・ニ ュ ー ギ ニ ァ

タイ

トル コ

ベ ル ギ ー

イラク

INTERSPUTNIK

(ロ シ ア)

ア ルゼンティン

サ ウ デ ィ ・ア ラ ビ ァ

コ ロ ン ビ ア

キ ュ ー バ

イン ドネシア

イスラエル

韓国
パ キスタン

セ イシェル

スペ イン

アイル ラン ド

NOTELSAT

(ス ウ ェ ー デ ン)

ス イス

アラブ首長国連邦
ノ ー ル ウ ェ ー

マル タ

ト リ ニ ダ ー ド トバ ゴ

ギ リシャ

マ レイシァ

シンガポ ール

ベ ラ ル ー シ

ガ ー ナ

香港
カザ フスタン

ルクセ ンブル グ

フ ィ リ ピ ン

ウクライナ

合計

衛星数
登録数
68

80

35

20

16

8

7

4

ll

2

2

8

3

5

2

6

3

0

2

1

3

0

0

4

1

0

0

0

0

0

0

4

0

2

0

0

1

0

1

0

0

0

0

0

0

2

0

0

0

0

0

1

0

0

302

計画数
162

103

71

15

14

25

12

63

23

24

26

21

9

10

16

20

7

3

5

8

3

4

21

4

2

3

3

7

6

2

2

19

3

0

2

2

3

0

ユ

0

12

1

2

1

1

8

6

13

1

1

1

10

6

13

800

計
230

183

106

35

30

33

ユ9

67

34

26

28

29

12

15

18

26

10

3

7

9

6

4

21

8

3

3

3

7

6

2

2

23

3

2

2

2

4

0

2

0

12

1

2

1

1

10

6

13

1

1

1

ll

6

13

1102

RB資 料 に より作成

(注)登 録数はRBへ の 登録数 、計画数は事前公表 慢び調整.

静止衛星軌道位置数
登録数
44

37

17

12

4

5

7

4

7

2

2

5

3

5

2

3

3

O

2

1

3

0

0

2

1

0

0

0

0

0

0

4

0

2

0

0

1

0

1

0

0

0

0

0

0

2

0

0

0

0

0

1

0

0

182

計画数
71

22

14

4

1

12

10

37

10

13

ll

!6

4

1

12

4

3

3

3

7

3

2

10

2

2

3

3

5

6

2

2

12

3

0

2

2

0

0

1

0

10

1

2

1

1

6

6

13

1

1

1

9

6

5

381

計
115

59

31

16

5

17

17

41

!7

15

13

21

7

6

14

7

6

3

5

8

6

2

10

4

3

3

3

5

6

2

2

16

3

2

2

2

1

0

2

0

ユ0

1

2

ユ

1

8

6

13

1

1

1

10

6

5

563

一370



1-3 電波利用一

資料1-37静 止衛星軌道の利用状況
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` ●
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PNGパ プ ア

ニ ュー ギニ ア

一A3(G>124 .7E△ORIENT-1,2(G/125E
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一
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(1996年3月 現 在)

● 通告済

△ 事前公表段階

○ 国際調整中

圖 運用中

近 く打ち上 げ

14バ1-12
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6/4
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■■■■1 電気通信

(2)電 波監視等

資料1-38無 線局数の推移

無線局
種類

年度末

45

50

55

60

61

62

63

元

2

3

4

5

6

総
計

712,558

1,32ユ,875

1,982,785

3,813,604

4,155,554

4,48!,283

4,954,570

5,611,222

6,468,2工1

7,574,478

8,292,624

8,392,055

10,833,755

固
定

局

12,801

20,081

29,243

37,764

41,758

43,670

46,313

49,420

5ユ,662

55,874

58,350

57,919

63,280

航
空

固

定
局

43

52

49

36

30

31

30

30

29

29

29

29

28

放
送

局

4,325

7,523

12,052

24,20ユ

28,957

29,311

31,683

32,175

36,407

37,503

38,098

38,676

39,344

放

送
試
験

局

ユ

1

6

12

12

12

0

0

0

0

0

0

海
岸
局

991

1,156

1,338

1,438

1,429

1,421

1,387

1,380

1,385

1,421

1,428

1,447

1,455

航
空
局

35ユ

532

782

960

1,030

1,ユ00

1,148

ユ,237

1,398

1,595

ユ,791

1,910

ユ,929

基
地
局

14,392

23,158

34,088

47,899

52,251

56,766

64,009

73,197

83,650

90,957

90,058

77,610

76,985

携
帯
基
地

局

1,009

1,592

2,133

2,422

2,524

2,6ユ2

2,754

2,815

2,898

2,950

3,009

3,086

3,069

無
線
呼
出

局

70

904

1,780

2,622

2,626

2,918

3,262

3,522

3,826

3,822

3,840

3,859

3,639

陸
上

移
動
中

継
局

14

19

203

1,018

2,920

7,300

12,611

18,040

266

341

船
舶

局

37,250

50,725

73,084

84,915

86,713

89,639

89,434

92,701

91,975

92,328

90,618

86,932

85,265

遭
難

自
動
通

報
局

7,528

3,613

1,891

996

815

686

557

477

406

352

325

262

167

船
上

通
信

局

1,403

2,250

2,344

2,306

2,360

2,396

2,473

2,552

2,671

2,741

3,039

航
空

機

局

884

1,148

1,419

1,627

1,711

1,8ユ9

1,978

2,238

2,424

2,558

2,550

2,564

2,406

無

線
測
位

局

27,128

28,515

33,211

33,397

35,414

21,957

25,020

27,745

29,589

31,268

23,042

19,516

21,907

無線局
の種類

年度末

45

50

55

60

6ユ

62

63

元

2

3

4

5

6

地

球
局

2

2

3

114

129

153

192

569

855

,070

,272

,340

,337

V

S

A

T

制

御

地

球

局

6

10

10

31

37

V

S

A

T

地

球

局

1,066

ユ,157

2,597

3,227

3,793

航
空

地
球
局

1

2

4

3

4

航
空

機
地
球

局

1

10

18

ユ7

34

海

岸
地
球
局

3

2

2

1

2

船

舶
地
球
局

450

573

652

739

936

,090

,206

1,342

,339

,380

基
地

地
球
局

1

1

陸
上
移

動
地
球

局

ユ89

352

宇
宙
局

人
工

衛
星
局

46

48

50

46

49

55

56

60

68

75

放

送
衛
星
局

4

7

8

13

ユ2

13

放
送

試
験
衛
星

局

2

4

4

4

2

2

2

非
常
局

ユ51

35

60

60

60

60

59

57

32

21

実
験
局

,128

1,860

,063

,742

,682

1,643

1,658

1,703

1,605

1,140

820

,182

,499

実
用

化
試
験

局

7

7

2,966

7,490

5,673

142

66

20

144

714

1,227

999

75

ア

マ

チ

ユ

ア

局

136,914

320,304

485,530

703,204

749,414

825,153

916,904

1,027,101

1,101,431

1,203,226

1,283,185

1,325,527

1,364,316

構
内
無
線

局

6

175

993

1,591

,018

,027

1,741

,562

,214

気
象
援
助

局

616

709

799

710

705

601

599

605

598

569

40

81

422

標
準
周

波
数
局

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

特
別

業
務
の

局

11

15

28

72

110

132

ユ53

202

283

339

361

391

40

陸
上
移

動
局

196,447

357,752

572,654

944,439

1,066,196

1,196,738

1,452,115

1,916,022

,580,562

,496,692

,097,763

,051,440

,769,664

携

帯
局

10,708

21,124

26,766

32,261

34,369

37,181

41,647

49,055

51,699

55,134

58,905

58,387

55,081

簡
易

無
線
局

258,801

480,966

699,441

1,871,466

,037,951

,164,147

,268,429

,321,053

,410,332

,473,261

,505,991

1,641,038

1,325,16ユ

一372



器

1

資料1-39利 用分野別無線局数

利用分野

無線局の種類

合 計
電 気 通 信 業 務
陸 上 運 輸
海 上 水 上 運 輸
航 空 運 輸
新 聞
放 送
漁 業
ガ ス

電 気
上 下 水 道

港 務
港 湾 工 事

水 防 ・水 利 ・道 路
土 木 ・ 建 設

鉱 業
金 融 保 険

製 造 販 売
農 業
林 業
消 防
救 急 ・ 医 療
気 象

防 災 行 政
地 方 行 政
公 害 対 策
警 備
宇 宙 開 発 研 究
教 育
上 記 以 外 の 国 家 行 政
ア マ チ ュ ア
ス ポ ー ツ ・ レ ジ ヤ ー

パ ー ソ ナ ル

MCA(含 専 用MCA)

そ の 他

合
計

10,833,755

5,891,482

507,038

7,009

7,858

4,805

61,238

83,308

15,902

54,546

12089

ll,603

5,914

36,832

258,865

2592

6,192

435,525

31,424

9,059

87,347

6,031

1,225

102,706

5,240

1,202

35,071

191

5,378

156,862

1364316

10,636

622,797

826,658

164,814

固
定
局

63280

5,036

582

23

68

50

ユ,225

270

838

3,938

900

25

48

13,687

24

55

3

29

1,248

112

3,951

37

220

18,872

74

706

1,778

16

32

4,596

0

17

0

0

4820

航
空

固
定
局

28

0

0

0

14

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

14

0

0

0

0

0

放
送
局

39344

0

0

0

0

0

39,344

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

放
送
試
験
局

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

海
岸
局

1,455

19

2

202

0

0

0

741

0

0

0

37

0

ユ

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

ユ

0

0

2

2

229

0

196

0

0

23

航
空

局

!929

50

0

0

1,436

37

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

O

l

O

O

43

0

0

1

0

0

0

0

6

342

0

0

0

0

13

基
地

局

76,985

5,932

17,121

21

252

5ユ6

511

31

720

3,181

73ユ

158

ユ11

2,230

2,812

44

433

5,597

954

491

3,125

158

72

3,615

201

23

953

1

215

3,021

0

30

0

20,034

3511

携
帯
基
地
局

3069

219

13

24

4

387

448

104

10

555

7

25

23

209

6

3

0

12

0

0

144

54

1

121

0

1

0

3

20

527

0

1

0

0

ユ48

無
線
呼
出
局

3,639

ユ,325

ユ3

0

0

1

0

0

2

8

1

0

0

0

4

2

8

538

2

0

6

373

0

0

4

0

1

0

1ユ

21

0

2

0

0

1,317

陸
上
移
動
中

継
局

341

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

72

0

0

0

0

0

0

0

0

0

220

49

船
舶
局

85265

2

0

4,233

0

0

0

73,093

0

0

0

638

29

0

7

7

0

3

0

0

18

0

6

0

47

1

0

0

111

523

0

6,227

0

0

320

遭
難
自
動
通
報
局

167

0

0

9

0

0

0

2

0

0

0

1

4

0

2

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

8

0

0

141

船
上

通
信
局

3039

0

0

0

0

0

0

0

2

0

0

2,850

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

187

航
空
機
局

2406

0

0

0

2,14ユ

25

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

26

0

0

3

0

0

0

0

40

157

0

0

0

0

14

無
線
測
位
局

2L907
25

461

203

4ユ8

6

40

3,651

0

43

ユ

94

138

93

12

0

1

83

5

0

2

0

36

8

18

1

27

2

110

5,986

0

134

0

0

10,309

地
球
局

1337

861

4

0

0

0

322

0

6

30

0

0

0

9

0

0

0

3

0

0

2

0

23

0

0

0

6

9

0

17

0

0

0

0

45

V
S
A
T

制
御
地
球
局

37

37

0

0

0

0

0

0

0

0

0

O

O

O

O

O

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

V
S
A
T

地
球
局

3,793

3,793

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

一

1
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■
窒

(7年3月 末 現 在)

利用分野

無線局の種類

合 計
電 気 通 信 業 務
陸 上 運 輸
海 上 水 上 運 輸
航 空 運 輸
新 聞
放
漁
ガ

電

送
業
ス

気
上 下 水 道

港 務
港 湾 工 事

水 防 ・水 利 ・道 路
土 木 建 設
鉱 業
金 融 保 険
製 造 販 売
農 業
林 業
消 防
救 急 ・ 医 療
気 象
防 災 行 政
地 方 行 政
公 害 対 策

警 備
宇 宙 開 発 研 究

教 育
上 記 以 外 の 国 家 行 政
ア マ チ ュ ア
ス ポ ー ツ ・ レ ジ ヤ ー

パ ー ソ ナ ル

MCA(含 専 用MCA)

そ の 他

航
空
地
球
局

4

4

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

航
空
機
地
球
局

34

34

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

海
岸
地
球
局

2

2

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

船
舶
地
球
局

1,380

1,380

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

基
地
地
球
局

1

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

O

O

O

O

O

0

0

0

0

0

0

0

0

0

陸
上
移
動
地
球
局

352

352

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

O

O

O

O

O

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

宇
宙
局

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

人
工

衛
星

局

75

13

2

0

0

0

10

0

2

16

0

0

0

0

0

0

0

2

0

0

0

0

2

0

0

0

2

5

0

4

0

0

0

0

17

放

,送

衛

星

局

13

0

0

0

0

0

13

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

放
送
試
験
衛
星
局

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

非
常
局

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

実
験
局

4,499

20

7

1

9

0

161

5

0

1

0

O

l

64

0

0

0

777

0

0

0

0

0

0

0

0

1

58

162

144

0

0

0

0

3,088

実
用
化

試
験
局

75

0

0

0

0

0

5

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

69

ア

マ

チ
ユ

ア

局

1,364,316

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1364316

0

0

0

0

構
内
無
線
局

4214

5

42

1

2

0

O

O

3

9

0

0

0

0

5

8

31

2,130

59

0

!

173

0

5

5

0

2

0

10

40

0

0

0

0

1683

気
象

援
助

局

422

0

0

0

0

0

0

0

0

9

0

0

0

82

0

0

0

0

0

0

0

1

212

0

0

1

0

0

2

13

0

0

0

0

102

標
準
周
波
数
局

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

0

特
別
業

務
の

局

440

0

0

0

24

0

0

0

0

0

0

0

0

109

0

0

0

0

0

0

0

0

5

0

0

0

0

0

0

223

0

0

0

0

79

陸
ヒ

移
動

局

7,769,664

5,849,233

411,163

994

3,358

2,168

12,977

557

14,13ユ

41,440

10,341

1,614

2,760

16,507

76,604

1,011

4,918

ユ28,039

14,795

6,256

76,212

2,633

584

79,580

4,300

90

13,971

19

516

ユ31,898

0

ユ,149

0

806,404

53442

携
帯

局

55,081

23,1ユ1

265

400

55

1,525

6,067

4,563

27

376

5

685

492

364

37

68

0

603

25

0

3,815

208

44

411

198

245

0

61

128

8,573

0

362

0

0

2,368

簡
易
無
線
局

1,325,161

28

77,363

898

77

90

ll5

291

161

4,940

103

5,476

2,308

3,477

179,352

1,394

798

297,708

14,336

2,200

2

2,394

20

18

392

134

i8,330

15

4,013

352

0

2,510

622,797

0

83069

層
一

型『



1-3電 波利用一

資料1-40用 途別混信申告件数
(7年 度末現在)

年度

用途

3

4

5

6

7

電
気
通
信

12

17

8

33

16

放
送
関
係

17

16

17

27

18

航
空

169

164

76

88

88

海
上
関
係

72

63

49

75

76

警
察

2

2

5

6

2

消

防

183

161

142

142

153

防
衛

4

5

2

6

4

防
災
行
政

34

35

32

19

34

官
公
庁

25

2!

16

16

5

鉄
道

37

19

49

45

50

新
聞

18

10

4

12

11

気

ガ
ス

7

10

12

13

19

各
種
業
務

214

202

302

346

357

簡
易
無
線

505

511

514

520

433

ア

マ

チ

ユ

ア

588

586

1,072

1,119

1,181

ノぐ

「

ソ

ナ

ル

36

37

53

48

38

そ
の

他

101

128

133

!18

196

合
計

2,024

1,987

2,486

2,633

2,681

(注)地 方電気通信監理局(沖縄郵政管理事務所を含む。)への無線通信に関する申告(苦 情、相談等を含む。)件数。

資料1-41重 要無線通信妨害申告件数

(7年 度末現在)

年度

用途

3

4

5

6

7

電

気

通

信

業

務
12

17

8

20

16

放

送

業

務
17

16

16

23

18

航

空

関

係
169

164

75

87

88

海上関係

海
上
保
安

54

51

34

44

41

そ
の

他

14

12

15

16

35

警

察
2

2

5

6

2

消

防

!83

161

142

142

153

防

衛
4

5

2

6

4

防

災

行

政
3ユ

32

32

19

34

呂

公

庁
ユ8

!2

16

16

5

鉄

道

37

19

49

45

50

そ

の

他
10

29

34

35

47

合

計

551

520

428

459

493

(注)「 資料1-40用 途 別混信申告件数」の内数。

資料1-42不 法無線局の探査及び措置状況

不 法 無 線 局

の 種 別

総計

不法市民ラジオ

不法アマチュア局

不法 コー ドレス電 話

不法パーソナル無線

その他

区分

年度

出現数

措置数

出現数

措置数

出現数

措置数

出現数

措置数

出現数

措置数

出現数

措置数

3

38,408

3,509

8,567

2,086

4,772

315

509

62

22,63!

310

1,929

736

4

29,557

3,329

9,559

1,597

3,902

411

19ユ

33

13,754

615

2,15ユ

673

5

30,64ユ

3,600

10,325

2,298

7,124

303

1,435

11

9,975

354

1,782

634

6

30,899

3,841

8,664

2,296

ユ0,539

293

449

9

9,255

587

1,992

656

7

33,946

7,004

8,145

2,551

11,527

394

153

74

11,785

3,019

2,336

966

(注)1

2

3

「不法無線局」 とは、法定の除外事由がないのに郵政大臣の免許を受けずに開設された無線局をいう。

「出現数」とは、不法無線局の出現を電波の捕そ く、または、視野等により確認 した数をいう。

「措置数」とは、郵政省が告発、または、行政指導を行った不法無線局数をいう。

375■ ■■■■



一1電 気通信

資料1-43電 波障害原因別処理件数

年 度
建
造
物

無
線
局

蓬 酉,電
鉄 道 ・ 道 路

ル

線

橋
小 計
ア マ チ ュ ア 無 線 局

市 民 ラ ジ オ
そ の 他

小 計
高 周 波 利 用 設 備
ブ ー ス タ

電

気

雑

音

送

自

配
動 車

電

受 信 機 の 不 要 ふ
回
接

照
デ
そ

転
点
明

機
機
機

鉄

く

ジ タ ル 機
の

線
道
射 等
器
器
器
器
他

小 計
そ の 他 の 障 害 源

原 因 不 明

合 計

2

15,490

5,046

3,314

23,850

1,183

1,071

680

2,934

191

4,880

4,759

403

57

156

883

685

609

364

7,916

1058

11,339

52168

3

16,159

18,956

2,344

37,459

1,293

720

462

2,475

178

5,098

3,645

28!

58

107

779

574

504

729

6,677

2314

工0242

64,443

4

12,694

3,084

2023

17801

1,040

585

408

2,033

138

4,409

3,652

213

60

166

726

575

437

372

6,201

809

9502

40893

5

13,940

4,918

2560

21,418

815

473

362

1,650

1ユ2

4,577

3,778

210

48

136

670

554

384

351

6,131

899

9399

44,186

6

13,640

3,469

2,227

19336

794

351

345

!4,190

85

4,850

4,360

193

46

114

588

566

392

529

6,788

1006

7753

41,308

電波障害防止 励議会資料により作成

資料1-44不 要電波障害に関する苦惰 ・相談等申告事例

申 告 事 例

1電 話に対する障害

内訳(1)電 話機に無線局等からの音声が入る。

(2)電 話機に雑音等の障害がある。

(3)電 話機の各種機能に障害がある。
2カ ラオケ、オーディオ機器等音響機器に音声や雑音がはいる。

3テ レビやラジオに音声や雑音が入る。

4自 動 ドアや シャ ッターが誤動 作 を起 こす。

5テ レビのリモコン等家電機器が誤動作を起こす。

6漏 電 遮断機、 ブ レーカー、 ヒューズが断 にな る。

7コ ンピュー ターが誤動作する。

8無 変調波の発射、無線機に対する雑音性の混信。

9FAX,無 線呼出 し機器の誤動作及び障害。

!0そ の他

内訳(1)安 全にかかわるもの

(医療機器への障害、工作機器の誤動作、電車の速度計の誤動作等)

(2>そ の他

(測定器への障害、万引き防止装置の誤動作、ワイパーの誤動作等)

総 件 数

申告件数
5年 度

687

(443)
(173)
(71)
ユ58

752

25

94

30

40

74

17

198

(10)

(188)

2,075

6年 度

592

(393)

(139)

(60)

111

775

15

59

34

33

88

16

302

(10)

(292)

2,025

7年 度

446

(231)

(156)

(59)
77

703

9

46

13

17

ll2

19

240

(14)

(226)

1,682

(注)1地 方電気通信監理局(沖 縄郵政管理事務所を含む。)へ の不要電波障害に関する苦情 ・相談等 申告件数。
2不 要電波 とは、無線設備又は高周波利用設備から発射 される電波であって、 目的とする通信の相手方

の受信設備以外の機器若 しくは加工 しようとする物品以外の機器の機能に影響を与えるもの又は電波の

発射を目的としない機器から発射 される電波をいう。
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1-3電 波 利 用 ■■ ■■

(3)無 線通信に関する資格制度

資料1-45資 格別無線従事者国家試験施行状況

区分
資格

6

年

度

7

年

4

月

～

ユ2

月

申請者数
予
備
試
験

本

試

験

免 除 者 数
棄 権 者 数
受 験 者 数A
合 格 者 数B
合格率(%)B/A

受験有資格者数

棄 権 者 数
受 験 者 数C
合 格 者 数D
合格率(%)D/C

全 こ

請

予
備
試
験

本

試

験

免 除 者 数
棄 権 者 数
受 験 者 数A
合 格 者 数B
合格率(%)B/A

受験有資格者数

棄 権 者 数
受 験 者 数C
合 格 者 数D
合格率(%)D/C
全科目免除者数

総 合 無 線 通 信 士

第 一 級

928

603

59

266

96

36.1

699

240

459

47

10.2

15

435

334

20

81

30

37.0

364

128

236

12

5.1

5

第二級
!,031

720

23

288

153

53.1

873

ユユ6

757

46

6.1

34

571

390

10

171

!01

59.ユ

491

67

424

22

5.2

6

第 三 級
1,496

690

40

766

239

3ユ.2

929

161

768

68

8.9

54

624

292

23

309

39

12.6

331

34

297

24

8.1

1

小 計
3,455

2,013

122

1β20

488

37

2,501

517

1,982

161

8.1

103

1,630

1,016

53

561

170

30,3

1,186

229

957

58

6.1

12

航空無線

通信士
2,638

2,638

381

2,257

838

37.1

3

1,214

1,214

164

1,050

427

40,7

海 上 無 線 通 信 士
第 一 級

ユ78

41

29

108

35

32.4

76

49

27

9

33.3

4

99

19

14

66

16

24.2

35

24

11

3

27.3

0

第二級

39

37

0

2

1

50

38

ユ4

24

6

25

4

36

31

0

5

1

20.0

35

6

29

2

6.9

3

第 三 級

379

379

107

272

70

25.7

0

222

222

51

171

27

15.8

1

第 四 級
740

740

147

593

246

41.5

3

357

357

68

289

104

36.0

小 計
1,336

78

29

110

36

32.7

1,233

3ユ7

9ユ6

331

27.7

11

714

50

14

71

!7

23.9

649

159

500

136

27.2

4

合計

7,429

2091

151

1,430

524

36.6

6,372

!,215

5,155

1,330

25.8

1ユ7

3,558

1,006

67

632

ユ87

29.6

3,049

552

2,507

621

24.8

16

区分

資格

6

年

度

7

年

4

月

～

12

月

申請者数
予
備
試
験

本

試

験

免 除 者 数
棄 権 者 数
受 験 者 数A
合 格 者 数B
合格率(%)B/A

受験有資格者数
棄 権 者 数
受 験 者 数C
合 格 者 数D
合格率(%)D/C
全 手こ目 、

請

予
備
試
験

本

試

験

免 除 者 数
棄 権 者 数
受 験 者 数A
合 格 者 数B
合格率(%>B/A

受験有資格者数
棄 権 者 数
受 験 者 数C
合 格 者 数D
合格率(%)D/C

全科目免除者数

陸 上 無 線 技 術 士
第 一 級

6,695

4,2ユ8

335

2,142

1,1ユ8

52.2

5,338

ユ,118

4,148

716

17.3

13

3,201

2,169

ユ45

887

359

40.5

2,529

525

2,004

333

16.6

ユ1

第二級
4,01ユ

2,030

211

!,770

747

42.2

2,777

620

2,157

225

10,4

0

1,644

919

71

651

269

41.3

1,160

231

929

89

9.6

0

小 計
10,706

6,248

546

2,912

1,865

47.ユ

8,1!5

1,738

6,305

941

14.9

13

4β45

3,088

2ユ6

1,538

628

40.8

3,689

756

2,933

422

14.4

ユ1

特殊無
線技士
19,968

19,968

2,468

!7,500

9,060

5ユ.8

13,162

ユ3,162

693

12,469

5,729

45。9

ア マ チ ュ ア 無 線 技 士

第 一 級

2,724

2,73ユ

797

1,934

6ユ6

31.9

2,468

2,468

809

1,659

487

29.4

第二級
9,699

9,699

2,793

6,906

2,968

43.0

8,572

8,572

2,549

6,023

2,184

36.2

第三級
11,971

11,971

4,163

7,808

3,796

48.6

8,952

8,952

2,997

5,955

2,766

46.4

第 四 級
144,797

!44,797

26,235

118,562

81,52ユ

68.8

92,462

92,462

ユ6,143

76,319

52,158

68.8

小 計
169,191

ユ68,838

33,988

!35,210

88,901

65.6

1ユ2,454

112,454

22,498

89,956

57,595

64.0

総計

207,291

8,339

697

5,342

2,389

44。7

203,293

39,409

ユ64,170

ユ00,232

61.1

ユ30

134,019

4,014

283

2,170

815

37,6

132,354

24,499

107,865

64,367

59.7

27

(注)1第 三級及び第四級海上無線通信士、航空無線通信士、特殊無線技士並びにアマチュア無線技士については、
予備試験、本試験の区別がない。

2特 殊無線技士については、第一級海上特殊無線技士、第二級海上特殊無線技士、第三級海上特殊無線技士、
レーダー級海上特殊無線技士、航空特殊無線技士、第一級陸上特殊無線技士、第二級陸上特殊無線技士、

第三級陸上特殊無線技士及び国内電信級陸上特殊無線技士を総称 したものである。
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一1電 気通信

資料1-46資 格別無線従事者数の推移

資格別

年

無

線

通

信

士

無
線
技
術
士

特

殊

無

線

技

士

ア

マ

チ

ユ

ア

無
線

技
士

一級総口_糸 通 吾士

第二級総合無線通信士
第三級総合無線通信士

第一級海上無線通信士
第二級海上無線通信士

第三級海上無線通信士
第四級海上無線通信士
航空無線通信士

小 計

第一級陸上無線技術士

第二級陸上無線技術士

小 計
一繊 上 殊 _糸 士

第二級海上特殊無線技士
第三級海上特殊無線技士
レーダー級海上特殊無線技士

航空特殊無線技士

第一級陸上特殊無線技士
第二級陸上特殊無線技士
第三級陸上特殊無線技士

国内電信級陸上特殊無線技士
簡易無線電話
陸上無線電信
国際無線電信

小 計

第一級アマチュア無線技士

第二級アマチュア無線技士

第三級アマチュア無線技士

第四級アマチュア無線技士

小 計
合 計

2

13,228

17,165

29,083

46,591

22,540

128,607

20,645

25,321

45,966

11,135

246,975

47,791

239,371

24,832

90,175

746,335

29,03!

10,525

295

635

221

1,447,321

14,003

54,675

114,026

1,9ユ9,683

2,102,387

3,724,281

3

13,320

17,235

29,178

3

71

9

46,869

24,126

130,811

21,405

25,514

46,919

11,992

249,617

5!,583

242,138

27,909

94,939

760,011

63,729

ユ0,572

294

634

221

!,513,639

14,703

57,530

ll7,952

2,090,520

2,280,705

3,972,074

4

13,410

17,325

29,287

24

601

101

47,208

25,586

133,542

22,126

25,652

47,778

12,805

252,623

58,093

245,542

30,679

99,877

774,875

97,620

10,642

294

634

221

1,583,905

15,160

60,416

ユ23,040

2,253,482

2,452,098

4,217,323

5

13,517

17,433

29,447

37

1,033

145

47,685

27,260

136,557

22,722

25,874

48,596

13,761

256,133

66,372

248,552

33,592

104,534

789,434

129,422

10,683

294

634

221

1,653,632

15,771

63,101

128,ユ64

2,407,670

2,614,706

4,453,491

6

13,604

17,540

29,515

54

1,259

208

48,253

28,662

139,095

23,395

26,047

49,442

14,696

259,535

80,392

249,269

36,289

109,814

803,916

158,088

10,727

294

634

221

!,723,875

16,382

66,025

132,580

2,550,918

2,765,905

4,678,317

7

13,668

17,639

29,664

63

1,389

301

48,559

29,708

140,991

24,082

26,245

50,327

15,573

262,352

88,989

249,877

38,523

115,037

817,341

173,683

10,784

294

634

221

ユ,773,308

16,867

68,187

136,338

2,659,041

2,880,433

4,845,059

資料1-47駆 定学校 等の状況

認

定

学

校

数
114

(7年度末)

認 定 部 課 数

総 合 無 線 通 信 士

第 一 級

予備英語

1

予備英語通
信術

3

第 二 級

予備英語

9

予備英語通
信術

9

第 三 級
予備英語

6

予備英語通
信術

20

陸上無線技術士

第一級

予備

114

第二級

予備

55

合

計

217
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1-3電 波利用一

資料1-48資 格別無線従事者養成課程の実施状況

資格別
度

航空無線通信士
第四級海上通信士
第一級海上特殊無線技士
第二級海上特殊無線技士
第三級海上特殊無線技士
レーダー級海上特殊無線技士
航空特殊無線技士
第一級陸上特殊無線技士
第二級陸上特殊無線技士
第三級陸上特殊無線技士
国内電信級陸上特殊無線技士
第三級アマチュア無線技士

第四級アマチュア無線技士
合計

6

実施件数
7

3

18

110

367

ユ0

40

53

236

819

1

15

1227

2,906

(注)航 空通信士 ・第四級海上無線通信士の養成課程については、6

修了者数
!66

102

659

2,933

12,821

204

1,707

3,094

11,528

26,760

36

4!9

52,267

112,693

7(12月 末)

実施件数
8

3

20

73

181

6

31

35

197

359

1

11

882

1,807

修了者数
170

56

579

ユ,927

6,080

94

1,371

2,378

9,777

11,364

26

233

35,934

69,989

度 か ら実施。

資料1-49船 舶局無線従事者証明書数(累 計)

年 度
発給数

2

10,744

3

10,798

4

10,875

5

10,968

6

11,083

7

11,369
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■■■■2放 送

2放 送

2-1放 送

資料2-1放 送種類別放送局数の推移(地 上系)

区別

年度末

中波放送

短波放送

超短波放送

(FM放 送)

超短波音戸

多重放送
超短波文字
多重放送

標準テ レビ

ジ ョン放送

標準テレビ
・"・ 立 士
ン ヨ ノ 日 戸

多重放送
標準テレビ
ジョン文字

多重放送

衛星受け

中継放送局

合計

NHK

総合
教育

計
民間放送
計
NHK

民間放送

計
NHK

放送大学学園等

民間放送

(県域等)

(コミュニティ)

計
計

民間放送

NHK

民間放送

NHK

総合
教育
計

放送大学学園
民間放送

計
NHK

民間放送

計
NHK

民間放送

計
標準テレビ

ジョン放送

音声多重
放送

NHK

NHK

計
NHK

放送大学学園
民間放送

合計

3

200

140

340

225(47)

565

2

2(1)

4

512

2

183(39)

0(一)

183

697

3(1)

0

0(一)

3,497

3,420

6,917

3

7,074(ll5)

13,994

6,9ユ7

6,350(109)

13,267

3,497

5,468(24)

8,965

6

6

12

18,197

5

19,305(176)

37,507

4

20!

140

340

233(47)
574

2

2(1)

4

513

2

194(40)

1(1)

195

710

3(1)

0

0(一)

3,495

3,418

6,913

3

7,307(ユ17)

14,223

6,913

6,656(112)

13,569

3,495

5,508(24)

9,003

6

6

12

18,189

5

19,904(180)

38,098

5

202

140

342

236(47)

578

2

2(1)

4

514

2

220(44)

6(6)

226

742

3(1)

0

0(一)

3,498

3,421

6,919

3

7,553(!20)

14,475

6,9ユ9

6,903(!15)
13,822

3,498

5,542(24)

9,040

6

6

12

18,206

5

20,465(192)

38,676

局数には中継局数を含む。

民間放送の欄の()内 は社数を示す。
NHKの 短波放送局には、中継国際放送局を含む。

「衛星受け中継放送局」は放送衛星局を親局とした中継局である。
この表からは、受信障害対策中継放送 を行 う放送局6局 を除いている。

6

205

140

345

240(47)
585

2

2(1)
4

514

2

221(44)
!8(!6)

239

755

3(1)

0

1(1)

3,492

3,415

6,907

3

7,736(121)

14,646

6,907

7,194(ll8)

!4,10ユ

3,492

5,570(24)

9,062

6

6

12

18,ユ79

5

20,984(205)

39,ユ68

(注>1

2

3

4

5

7

205

140

345

243(47)

588

2

2(1)
4

5ユ5

2

231(47)
34(30)
265

782

3(1)

51

204(37)

3,488

3,412

6,900

3

7,936(123>

14,839

6,900

7,407(121)

14,307

3,488

5,410(23)

8,898

6

6

12

18,213

5

21,470(222)

39,688
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2-1放 送 一

資料2-2放 送種類別放送局数の推移(衛 星系)

放送衛
による

送

通信衛星
による放

送

区別
又

標準テ レビジョン放送

標準テ レビジョン音声多重放送

標準テ レビジ ョンデータ 重放送

高精細度テレビジョン放送

高精細度テレビジョン音声多重放送
超短波放送

標準テ レビジ ョン放送

標準テレビジョン音戸 重放送
標準テレビジョン文字 重放送
超短波データタ重放送

NHK 衛星第1
衛星第2

民間放送
NHK 衛星第1

衛星第2

民間放送

民間放送
NHK

民間放送
NHK

民間放送
民間放送
民間放送

民間放送
民間放送
民間放送

5

ユ

1

ユ

1

1

2

0

1

1

1

2

2

0

0

6

1

1

1

1

1

2

0

1

6

!

6

1

2

2

0

0

7

1

1

1

1

1

2

1

ユ

7

1

7

1

2

2

ユ

1

圧4又 、5又 にお1る 局冒細 又テ レビジ ョン 父送及び局'細 又テ レビジョン日戸 夕 父送 は、

団法 人に よる試験放送である。

なお、6年11月25日 か らは、NHK、 民放 による実用化試験放送 に移行 している。

資 料2-3NHKの 放 送 種 類 ・放 送 事項 別 放 送 時 間及 び 放送 時間 比 率

区別

中波

放送

超短波
放送

地上系

テ レヒ

ジ ョン

放 送

衛星系

テ レビ

ジ ョン

放送

第1放 送

第2放 送

報道
教育
教養
娯楽
合計
報道
教育
教養
合計

報 道
教 育
教 養
娯 楽
合 計

総合 テレビ

ジ ョン放送

教育 テ レビ

ジョン放送

衛星第1放 送

衛星第2放 送

報道
教育
教養
娯楽
合計
報道
教育
教養
娯楽
合計
報道
教育
教養

娯楽
合計
報道
教育
教養
娯楽
合計

6年 度

1週 間当たり
平均放送時間

(時 間)

84

3

37

40

165

15

91

22

129

16

7

62

47

134

66

14

31

25

138

3

99

23

0

126

89

20

35

15

150

28

49

37

43

158

(分)

51

21

9

0

21

28

19

50

37

42

42

ユ3

44

21

11

34

47

49

21

46

40

0

2

28

37

43

7

26

53

55

3

17

42

57

放送時間

比 率

(%)

51.3

2.0

22.5

24.2

100.0

11.9

70.5

17.6

100.0

12.4

5.7

46.4

35.5

100.0

47.8

10.5

23.0

18.7

100。0

3.0

78.8

18.2

0,0

100.0

55.7

12.9

21.8

9.6

100.0

ユ8、2

30.8

23,5

27.5

100.0

1日 当たり

平均放送時間

(時 間)

12

0

5

5

23

2

ユ3

3

18

2

1

8

6

19

9

2

4

3

19

0

14

3

0

18

12

2

5

2

22

4

6

5

6

22

(分)

7

29

19

42

37

13

2

!6

31

23

6

54

49

!2

28

5

32

41

46

32

15

17

0

4

48

58

1

!2

59

8

59

20

15

42

「放 送番組統計」(NHK)に よ り作成
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資料2-4民 間放送の放送種類別1日 当たり放送時間

(ユ0～3月 平均)

区 別

1日 当たり平均放送時間

〃 最高放送時間

〃 最低放送時間

5年

ラジオ

時間 分

23

24

!8

9

0

0

テレヒ"シ"ヨ ン

時間 分

206

2312

1346

6年

ラジ オ

時間 分
239

240

180

テレヒ"シ"ヨ ン

時間 分
1957

2313

1434

7年

ラジオ

時間 分
2313

240

180

テレヒ"シ"ヨ ン

時間 分

2028

238

154

「番 組統計」((社)日 本民間放送連盟)に よ り作成

(注)ラ ジオ放送は、中波放送 、短波放送及 び超短波放送の合計92社(5年 は92社)、 テ レビ

ジ ョン放送は、合計121社(5年 は!20社)の 平均 である。

資料2-5民 間放送の放送種類 ・放送事項別1日 当たり放送時間比率

(7年10月 ～8年3月 平均)

区分

報道

教育

教養

娯楽

広告

その他

計

ラジオ放送

放送時間

分

184

39

210

942

13

5

1,393

百分率

%

ユ3.2

2.8

!5.!

67。6

0.9

0.4

100.0

テ レ ビジ ョン放送

放送時間

分

258

148

306

481

21

14

1,228

百分率

%

21.0

12.1

24.9

39.2

1.7

1.ユ

100,0

「番 組統計」((社)日 本民 間放送連盟)に よ り作 成

(注)ラ ジオ放送は、中波放送、短波放送及び超短波放送の合計92社 、 テ レビジ ョン放送 は、

合計121社 の平均であ る。

資料2-6ラ ジオ及びテレビジョン接触者率の推移

区別

年

ラジオ

テ レビジ ョン

平日

日曜

平日

日曜

(各年11月 調査 単位%)

3

30

19

90

88

4

31

20

90

88

5

31

21

90

87

6

32

19

90

88

7

30

20

92

89

「全国視聴率調査」(NHK)に より作成
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資 料2-7ラ ジオ及 びテ レビジ ョン平均視聴時間量

(7年11月)

区 別

平

日

平

均

土

曜

日

日

曜

日

午前

午後

夜間

深夜
全日

午前
午後

夜間

深夜
全日

午前

午後
夜聞

深夜
全日

5:00

12:00

18:00

24:00

5:00

12:00

18:00

24:00

5:00

翌5:00

5:00

12:00

18:00

24:00

5:00

12:00

18:00

24:00

5:00

翌500

5:00

12:00

18:00

24:00

5:00

1200

ユ800

2400

5:00

翌5:00

ラジオ

時間 分

18

ユ4

9

2

44

15

12

7

1

36

9

9

7

ユ

26

テ レビ

時間

2

3

2

3

1

1

2

4

分

54

48

0

4

46

51

50

5

7

54

l

lO

11

4

25

「全 国視聴率調査 」(NHK)に よ り作成

(注)テ レビは衛星放送 を含む。

資料2-8NHKの 放送受信契約数の推移

年度
区別

2

3

4

5

6

普通契約

1,358,442

1,270,821

1,126,167

1,039,792

970,555

カ ラー契約

29,826,427

28,855,ユ51

28,205,722

27,798,686

27,475,680

衛 星 カラー契約

2,343,529

3,785,030

4,969,729

5,814,583

6,528,065

衛星普通契約

11,870

21,882

30,111

34,902

38,602

特別契約

2,433

4,367

12,312

13,045

14,267

契約総数

33,542,701

33,937,251

34,344,04!

34,701,008

35,027,169

(注)普 通契約

カラー契約

衛星系 によるテ レビジ ョン放送 の受信お よび地上系 によるテ レビジ ョン放送のカラ
ー受信 を除 く放送受信契約。

衛星系 によるテ レビジ ョン放送の受信 を除 き、地 上系 によるテ レビジ ョン放送のカ

ラー受信 を含 む放送受信契 約。

衛星カラー契約:衛 星系および地上系によるテレビジョン放送のカラー受信を含む放送受信契約。

衛星普通契約

特別契約

:衛 星系および地上系によるテレビジョン放送のカラー受信を除き、衛星系によるテ
レビジョン放送の白黒受信を含む放送受信契約。

:地上系によるテレビジョン放送の自然の地形による難視聴地域または、列車、電車

その他営業用の移動体において、地上系によるテ レビジョン放送の受信を除き、衛

星系によるテ レビジョン放送の受信 を含む放送受信契約。

資料2-9有 料放送の加入者数
(単位 千件)

年度末

区別

7年

テ レビジ ョン放送

2,055

テレビジョン音声多重放送

104

(注 〉 テ レビジ ョン放送 は3年4月1日 か ら、 テレビジョン音声多重放送 は3年9月1日 か ら有料放送 を開

始。
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2放 送

資料2-10CS放 送事業者の概要

区分

テ

レ

豆

`
ン

放
送

P

C
M

音

声

放

送

デー タ

放}

委託放送事業者名

(株)ス ペ ー ス シ ヤ ワ ー

(株)ジ ャパ ンスポーツチ ャンネル

(株)衛星劇場

(株)サ テ ラ イ ト エ ー ビ ー ・シ ー

(株)サ テ ライ トニュース

(株)日 本ケーブルテ レビジョン

(株)ス タ ー ・チ ャ ン ネ ル

ミュー ジックチ ャンネル(株 〉

ミサ ワバ ン(株)

(株)衛 星チ ャンネル

(株)ス ペ ー ス ビ ジ ョ ン ネ ッ ト ワ ー ク

(株)ジ パ ン グ ・ア ン ド ・ス カ イ コ ミ ュ

ニ ケ ー シ ョ ン ズ

(株)ミ ュ ー ジ ッ ク バ ー ド

(株)ジ パ ン グ ・ア ン ド ・ス カ イ コ ミ ュ

ニ ケ ー シ ョ ン ズ

主な放送内容

ロック系の音楽(国 内及び海外)

スポー ツ(国 内 及び海外)

映画(邦 画主体)

演劇

関西地方のスポーッ

上方演芸

国際ニ ュース

CNNを 中心 とする国際ニュース

映画(洋 画主体)等

各ジャンルの音楽(国内及び国外)

音楽情報

学生 ・一般向け教育番組、教養番

組
ニ ュース ・情報(国 内 及び国外)

ス ポー ツ中継

上方芸能、娯 楽

海外ロ ック

国内 ロック
・趣味 ・教養

ポ ピュラー

環境音 楽 ・クイズ等

国内音 楽
・クラシック

ジャズ

若者向け音楽

歌謡 曲

海外 ポ ツプス

国内ポ ツプス

ライ ト ・クラシ ック

カルチ ャー

ゲーム

・雑誌型番組

業務開始 日

(有料放送開始日)

4年5月1日

(4年10月1日)

4年5月1日

(4年10月1日)

4年12月1日

(5年4月1日)

6年4月1日

(6年6月1日)

6年8月1日

(6年8月1日)

4年4月21日

(5年5月 ユ日)

4年4月21日

(4年5月1日)

4年10月1日

(4年12月1日)

5年10月1日

(5年11月1日)

5年!0月!日

(5年11月1日)

5年 ユ0月1日

(5年11月1日)

4年6月18日

(4年12月1日)

4年8月3日

(5年12月1日 〉

7年12月15日

(未 定)

資料2-11 都市受信障害未解消世帯数(推 定)の 推移

(単位 万世帯)

区別

年度

都市受信障害未解消世帯数

57

62

61

67

元

68

(注)NHK資 料により作成

4

61

資料2-12民 間放送の中継局建設数の推移

区別

年度

中継局建設数

3

219

4

231

5

243

6

182

7

200

(注)NHKに つ いて は、衛星放送 によ り解消す るこ ととしてい る。
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資料2-13都 市受信障害解消世帯数の概要

区分

都市受信障害解消目的の共同受信施設

(6年 度末現在)

施設数

54,538

障害解消世帯数

約 6,929千 世 帯

(注)施 設 数 、世帯数 とも、6年 度末現在 までの累計 である。

なお、他にSHFテ レビジョン放送局が全国 に4施 設ある。

資 料2-14テ レビジ ョン音声多重放送の実施状況

項目

放送事業者

地上系 ・衛星系の別

利用区分

実施社数

放送局数

(中継局を含む)

(7年 度末現在)

NHK

地上系

補完利用

1

6,900

衛星系

補完利用

1

2

民間放送

地上系

補完利用

121

7,407

衛星系

補完利用

1

1

独立利用

1

1

(注)独 立利用は、同時に行われるテレビジョン放送の内容とは別の全 く独立した

音声番組を放送 している。

資料2-15文 字放送の実施状況

地区

全
国

関
東

東
海

北

陸

近
畿

九

州

事業形態

日本放送協会

テ レビジ ョン兼営社

文字放送単営社

テレビジョン兼営社

文字放送単営社

テ レビジ ョン兼営社

テ レビジ ョン兼営社

文字放送単営社

テ レビジ ョン兼営社

事業者数

1

5

5(注1)

5(注2)

2(注3)

1(注4)

5(注5)

3(注6)

ユ(注7)

1日 当たりの平均放送番組数の合計

(字幕を除 く、()は 字幕番組別掲)

18(12)

28(1!>

362(一)

122(1)

165(一)

0(22)

101(11)

218(一)

24(8)

(注)1う ち1社 は、甲信越 、東北及び北海道地区 を放送区域 に含む。

2う ち1社 の放送 区域 は中京地区のみ、1社 の放送区域は静岡地区のみ。

3う ち1社 は、北 陸地 区を放送区域 に含 む。

4放 送区域 は富 山地区 のみ。

5う ち1社 の放送区域 は大阪地区のみ。

6う ち1社 の放送区域は大 阪地 区のみ、1社 の放送区域 は、中国、四国、九州 及び

沖縄地区 を含 む。

7放 送区域 は福岡地区のみ。

8放 送番組数 については、7年10月 ～12月 までの もの。
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資料2-16緊 急警報放送システムの実施状況

(7年 度末現在)

使用する放送メディァ

中波放送

テ レビジョン放送

テレビジョン音声多重放送

超短波放送

衛星放送

放送事業者数

20

36

36

4

1

(注)緊 急警報放送システムとは、受信者が緊急警報受信機を用意 し、あらかじめ待受受信の状態にしておけ

ば、放送局が災害に関する放送の前に送出する緊急警報信号によって自動的に受信機が動作 し、災害に関

する放送を受信できるものであり、60年6月 に同システム導入のために関係省令が改正され、同年9月1

日からNHK及 び一部の一般放送事業者により運用されている。

資料2-17放 送大学の学生数の推移

区分
5年度

第ユ学期
6年度

第1学期
7年度

第1学期

全科履修生

25,784

26,050

25,763

(単位 人)

選科履修生

1ユ,479

14,697

20,163

科目履修生

7,067

8,660

10,210

特修生

73

0

30

研究生

88

59

37

特別聴講学生

2,046

2,145

1,896

合計

46,537

51,6!!

57,979

(注)1全 科履修生 とは、6つの専攻のいずれか1つ の専攻に所属 し、4年以上在学 して、所要の124単 位以上を修

得した場合に卒業が認定され、学士(教養)の 学位が授与 されるものをいう。
2選 科履修生(期 間1年)、 科目履修生(期 間1学期)と は、卒業を目的と、せず、自分の学習 したいテーマ

に基づいて特定の科目を選択 して履修するものをいう。

3特 修生 とは、全科履修生 としての入学資格を得るため、基本科目、基礎科 目のうちから、人文、社会、
自然の3分野にわたって、16単 位以上の修得をするものをいう。
4研 究生 とは、大学卒業又はこれと同等以上の学力を有するもので、特定事項についてさらに専門的知識

を深めるため一年間にわたり専任教員の指導により研究を行うものをいう。

5特 別聴講学生とは、他の大学、短期大学の学生で、当該大学・短期大学と放送大学との協議の結果、履
修を認められたものをいう。
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資料2-18国 際放送の状 況

(7年 度)

放送区域

放送時間

使用言語

国内送信所

中継放送

(地域 向け放送)

欧 州、北米、中米、 アフリカ、中東 ・北 アフ リカ、南米、ハワイ、極東 ロシア、アジア

大陸(北 部)、 アジア大陸(中 部)、 ア ジア大陸(南 部)、 豪州 ・ニ ュー ・ジーラ ン ド、

東南 アジア、南西アジア、比島 ・イン ドネシア、東 アジア、朝鮮(計17)

(一般 向 け放送)

全 区域

(地域向 け放送)1日34時 間

(一般 向け放送)1日3ユ 時間

(地 域向け放送)

英 語、 ドイツ語 、フランス語、ス ウェーデン語、 イタリア語、スペ イン語、 ポル トガ

ル語 、 ロシア語、 中国語、 イン ドネシア語、マ レー語、 タイ語 、 ミャンマー語、ベ トナム

語、 ヒンデ イ語、 ウル ドゥ語 、ベンガル語、ア ラビア語、スワ ヒリ語 、朝鮮語、ペ ルシア

語(計21)

(一般 向け放送)

日本語 、英語(計2)

KDD八 俣 送信所

300kW×7台

100kW×4台(計11台)

(ガ ボ ン ・モヤ ビ送信所、借用 により実施)

1日12時 間(欧 州 ・中東 ・北ア フリカ向 け9.5時 間 、アフリカ東部向け0.5時 間 、アフリ

カ南部向 け2時 間)

(カ ナ ダ ・サ ックビル送信所、相互交換 中継 及び借用によ り実施)

1日8時 間(北 米東部 向け4時 間、北米中部 ・西部向け4時 間)

(南米 仏領 ギアナ ・モ ンシネ リ送信 所、相互交換 中継に より実施)

1日7.5時 間(中 米向け2時 間、南米(東 部)向 け4時 間、同(西 部)向 け1.5時 間)

(ス リ ・ラ ンカ ・エ カラ送信所 、借用 によ り実施)

1日10.5時 間(南 西 アジア向 け6時 間、中東 ・北ア フリカ向け4.5時 間)

(イ ギ リス ・スケル トン送信所 、借用 によ り実施)

1日10時 間(欧 州 向け)

(シ ン ガポール送信所、相互交換 中継 によ り実施)

1日8時 間(イ ン ドシナ半島向け)

(アセ ンション送信所、相互交換 中継 及び借用に より実施)

1日6時 間(ア フ リカ中部向け3.5時 間、 アフリカ西部向 け2.5時 間)

(注)我 が国の国際放送 は、放送法の規定 に基づ き、NHKが 「ラジオ日本」の名称で短波に より全世

界 に向 け実施 している。

放送番組は、ニュース等報道番組 、国情紹介番組及び娯楽番組か ら構成 されている。 また、戦争、

内乱、 クーデ ター及び大規模 災害等 の緊急事態 の発生に際 し、在外邦人のために各種情報 の提供 も

行 っている。使用周波数帯は、6、7、9、11、15、17及 び21MHz帯 で ある。

資料2-19民 間放送の営業収入等の推移

(単位:社 、百万 円)

区 別

年度

ラジオ ・テ レ

ビジ ョン兼営

社

ラジオ単営社

テ レビジ ョン

単営社

社数

ラジオ収入

テレビジョン収入

営業収入計

営業利益

社数

ラジオ収入

営業収入計

営業利益

社数

テレビジョン収入

営業収入計

営業利益

2

36

97,709

553,730

683,930

64,645

47

165,126

179,883

22,362

73

1,181,517

1,242,499

139,154

3

36

97,890

551,779

688,599

46,006

48

167,034

183,190

20,755

79

1,248,548

1,312,174

122,977

4

36

94,397

526,844

667,699

24,082

52

157,065

176,292

!2,789

81

1,221,777

1,301,621

75,927

5

36

86,946

503,584

634,595

23,486

55

148,038

169,057

4,460

83

1,191,234

!,271,532

57,342

(注)営 業 収入 には、ラジオ収入、テ レビジ ョン収入以外のその他営業収 入を含 む。

6

36

89,019

536,744

647,751

34,309

56

159,602

170,083

6,137

84

1,250,697

1,319,958

85,956
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一2放 送

資料2-20有 線電気通信股備数の推移

設備区別

年度末

有線テレビジョン放送設備

有線ラジオ放送設備
一般の有線電気通信設備

合計

2

50,484

12,291

11,287

74,062

3

53,612

12,530

11,511

77,653

4

56,393

12,735

11,539

80,667

5

58,950

!1,!20

10,857

80,927

6

61,606

13,165

11,636

86,407

(注)こ こでの設備 とは、有線電気通信法上の届出数である。

2-2有 線 テ レ ビジ ョン放 送

資料2-21規 模別有線 テレビジ ョン放送施 設数及 び受信契約者数の推移

区別

年度末

2

3

4

5

6

許可施設

(引込端子数501以 上)

施設数

1,091

1,261

1,371

1,491

1,623

受信
契約者数
2,322,145

2,751,117

3,440,875

4,132,121

4,960,735

届出施設

(引込端子数500～51)

施設数

27,869

29,173

30,400

31,599

32,747

受信
契約者数
3,928,064

4,127,926

4,322,999

4,492,512

4,664,ユ92

小規模施設

(引込端子数50以 下)

施設数

2!,488

23,169

24,666

25,860

27,236

受信
契約者数
517,328

552,239

580,314

604,462

629,817

合計

施設数

50,448

53,603

56,437

58,950

61,606

受信
契約者数

6,767,537

7,431,282

8,344,188

9,228,095

10,254,744

(注)引 込端子数50以 下の施設で自主放送を行うものは、小規模施設として計上せず、届出施設に含めた。

資料2-22都 道府県別有線テレビジョン放送施股数

(6年 度末現在)

都道府県

北海道

青森
岩手

宮城

秋田

山形
福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川
山梨

新潟

長野
富山

石川

福井

岐阜
静岡

愛知
三重

許可
施設
27

18

ユ5

28

!

4

17

20

22

8

179

113

192

156

21

8

38

4

7

6

41

47

105

42

届出
施設
804

161

284

379

219

200

392

285

211

32!

1,582

1,289

4,815

2,202

149

449

370

88

308

143

560

515

1,421

292

小規模
施設

2,070

154

236

350

174

389

301

124

136

361

8Q9

570

4,014

1,705

133

401

446

158

434

283

384

422

1,!48

181

計

2,901

333

535

757

394

593

710

429

369

690

2,570

1,972

9,Q21

4,063

303

858

854

250

749

432

985

984

2,674

515

都道府県

大阪

京都

兵庫
滋賀

奈良

和歌山

広島

岡山
鳥取

山口

島根

愛媛

高知
香川

徳島

熊本

福岡

佐賀
長崎

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
合計

許可
施設

届出
施設

!71

24

103

6

5

5

25

18

6

14

4

11

7

11

22

2

21

16

10

10

2

7

4

1,623

小規模
施設

5,009

1,146

2,256

395

432

348

770

656

224

491

329

362

280

132

224

241

767

111

277

258

159

362

79

32,747

2,838

1,179

1,946

406

408

334

403

451

141

259

212

444

337

78

215

501

368

93

131

548

171

267

123

27,236

計

8,018

2,349

4,305

807

845

687

1,198

1,125

371

764

545

817

624

221

461

744

1,156

220

418

816

332

636

206

61,606
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資料2-23規 模 ・運営主体別有線テレビジョン放送許可施設数

(6年 度末現在)

区別

営利法人

任意団体

国 ・地方公共団体

特殊法人

公益法人

協同 ・共済組合

個人

その他

合計

施設の規模(引 込端子数)
501～

1,000

137

134

52

25

40

3

2

16

409

1,001～

2,000

199

130

61

20

52

1

8

471

2,001～

3,000

ユ09

29

23

5

25

4

9

204

3,001～

5,000

96

15

25

8

ユ8

3

3

168

5,00ユ ～

10,000

ユ04

10

5

5

14

3

!

142

10,001～

20,000

76

2

2

!

12

93

20,001

以 上

128

1

ユ

5

1

ユ36

合計

(52.3)

849

(19,8)

321

(ユ0.4)

169

(3。9)

64

(10.2)
16.6

(0.9)

1.4

(0.1)

2

(2.3)

38

(ユ00.0)

1,623

(注)!()内 は 、構成比 を示す(単 位:%)。

2運 営主体 の 「その他」 には、共同設備(運 営主体が営利法人 と任意団体、NHKと 任 意団体等)の もの、

学校法人及び管理組合法人 を計上 した。

資料2-24業 務内容別有線テレビジョン放送許可施股数及び構成比の推移

年度末

区別

2

3

4

5

6

同時再送信

施設数

808

914

97!

1,075

1,!39

構成比鮒

74.1

72.5

70.8

72.1

70.2

同時再送信と自主放送

施設数

281

345

398

414

482

構成比(%)

25.6

27.3

29.0

27.8

29.7

自主放送

施設数

2

2

2

2

2

構成比側

0.1

0.2

0.2

0.1

0.1

合計

施設数

1,09!

1,261

1,371

1,491

1,623

構成比側

100.0

100.0

!00.0

100.0

100.0

(注)「 同 時再送信 と自主放送」 を行 う施設には、他の有線テ レビジ ョン放送事業者 に施設 を提供 して自主放送 を

行 う施設(以 下 「チ ャネル リース」 という。)が 含 まれている。

資料2-25自 主放送を行う有線テレビジョン放送施設数の推移

年度末

区分

2

3

4

5

6

許可施設数

283

347

400

416

484

届出施設数

131

143

163

209

256

合計

414

490

563

625

740

(注)!自 主 放送 を行 うものと して許可 を受け又は届出を行 っているが、

現 に自主放送 を行ってい ない ものは除 いてある。

2チ ャネルリースによ り自主放送 を行 うもの を含めてある。
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資料2-26都 市型ケーブル テレ ビ許 可状況

許可193施 設(!83事 業者)事 業開始!69施 設(160事 業者) (8年2月9日 現在)

施設者名

札幌 ケー ブルテ レビジ ョン(株)

函館ケーブルテレビ放送(株)

旭 川ケー ブルテ レビ(株)

(株)帯 広 シテ ィー ケー ブル

青森 ケーブルテ レビ(株)

(株)八戸テレビ放送

岩手 ケーブルテ レビジョン(株)

仙 台シーエ ーテ ィヴィ(株)

宮城 ネ ッ トワーク(株)

塩 釜ケーブルテ レビ(株)

(株)ケ ーブルテ レビ山形

(株)ニ ューメデ ィア米沢

土浦ケーブルテ レビ(株)

宇 都宮 ケーブルテ レビ(株)

栃 木ケーブルテ レビ(株)

佐 野ケーブルテ レビ(株)

(株)タ イ タ ス ・コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ズ

(株)ジ ュ ピター群馬

秩父ケーブルテ レビ(株)

川 越ケーブル ビジ ョン(株)

熊 谷ケーブルテ レビ(株)

浦 和ケーブルテ レビネ ッ トワー ク(株)

(株)ユ ーア イネ ッ ト埼玉

大宮スーパーネ ッ トワーク(株)

所 沢テ レビネ ッ トワーク(株)

狭 山ケーブルテ レビ(株)

蕨 ケーブル ビジ ョン(株)

入 間ケーブルテ レビ(株)

(株)東 上ケーブルテ レビ

(株)ケ ーブル ネッ トワーク千葉

銚子テレビ放送(株)

いちかわケーブルネ ッ トワー ク(株)

船橋 ケーブルネ ッ トワー ク(株)

(株〉木更津 ケーブルテレビ

松戸 ケーブルテ レビ(株)

(株)東 関東 ケーブルテ レビニ九六

(株)タ イ タス千葉

(株)い ち は ら コ ミ ュ ニ テ ィ ー ネ ッ トワ ー ク ・テ レ ビ

(株)ケ ー ブルネ ッ トワー クやち よ

(株 〉ス ー パ ー ネ ノ トワ ー ク ユ ー

(株)ケ ー ブルテ レビジョン東京

東京 ケー ブルネ ッ トワー ク(株)(文 京 区)

(株)城 北ニ ュー メデ ィア

堺 ケーフルテ レビ(株)

(株)テ レビ岸和 田

豊 中 コ ミ ュ ニ テ ィー ケ ー フ ル テ レ ビ(株)

吹田 ケー フルテ レヒション(株)

施設区域

北海道札幌市中央区 ・西区 ・南区 ・豊

平区 ・白石区

北海道函館市

北海道旭川市

北海道帯広市

青森県青森市

青森県八戸市

岩手県盛岡市

宮城県仙台市青葉区 ・若林区 ・太白区

宮城県仙台市青葉区 ・宮城野区 ・泉区

宮城県塩竃市

山形県山形市

山形県米沢市 ・南陽市 ・高畠町

茨城県土浦市

栃木県宇都宮市

栃木県栃木市

栃木県佐野市

群馬県前橋市 ・伊勢崎市

群馬県高崎市 ・藤岡市

埼玉県秩父市

埼玉県川越市

埼玉県熊谷市

埼玉県浦和市 ・与野市

埼玉県大宮市 ・上尾市 ・伊奈町

埼玉県大宮市 ・上尾市 ・伊奈町

埼玉県所沢市

埼玉県狭山市

埼玉県蕨市

埼玉県入問市

埼玉県志木市 ・朝霞市 ・富士見市 ・大
井町
千葉県千葉市中央区 ・稲毛区 ・美浜区
・若葉区

千葉県銚子市

千葉県市川市

千葉県船橋市

千葉県木更津市

千葉県松戸市

千葉県佐倉市 ・四街道市

千葉県柏市

千葉県市原市

千葉県八千代市

千葉県浦安市

東京都港区

東京都文京区

東京都台東区

大阪府堺市

大阪府岸和田市

大阪府豊中市

大阪府吹田市

許可

60.5.10

4.9.8

2.2.9

59.4.6

2.4.13

58.12.19

2.4.13

63.6.3

1.2.10

3.6.4

5.9.9

63.4。8

4.4.7

3.2.5

2.9.17

3.11.12

7.9.8

8.2.9

1.2.10

3.4.9

2.4.13

2.4.13

7.4.14

7.6.9

2.6.8

6。11.10

5.4.8

1.4.7

63.11.4

63.9.2

1.9.8

3.2.5

3.2.5

ユ.9.8

4.9.8

6ユ.4.4

7.2.10

2.9,ユ7

5.2.!8

1.6.9

62.4.3

61.9.5

3.4.9

4.9.8

2.3.16

7。9.8

2.6.8

開始

63.4

6.6

2.10

60.9

3.5

61.7

3.4

1.11

2.6

4.4

6.10

1.4

5.12

4.3

3.10

4.8

(9.4)

(9.9>

2.4

3.12

3.10

3.8

(8.11)

(9.5)

3.4

7.4

6.8

2.4

1.6

1.10

2.5

4.4

4。4

2.12

5,1ユ

62.10

7.12

3.4

6.4

2.3

1.4

63.4

4.4

5,IO

2.3

(8.ユ0)

3.9
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2-2有 線テレビジョン放送 一

施設者名

泉大津 ケーブルテ レビ(株)

(株)京 阪 ケーブルテ レビジ ョン

こ うベ ケーブルテ レビ(株)

(株)ケ ーブルテ レビ神戸

姫路 ケーブルテ レビ(株)

(株)チ ャンネル ウェーブあまが さき

(株)明 石ケーブルテ レビ

(株)ケ ーブル ビジョン西宮

(株)ケ ーブル コ ミュニケーシ ョン芦屋

(株)ケ ーブル ビジョン ァ イ

加古川商工開発(株)

日本海 ケー ブル ネッ トワー ク(株)(鳥 取 市)

(株)中海テ レビ放送

山陰 ケー ブルビジ ョン(株)

岡 山ネ ッ トワー ク(株)

(株)倉 敷 ケーブルテ レビ

(株)中 国 ケーブルビジ ョン

(株)広 島シティケー ブルテ レビ

広 島ケーブルビジ ョン(株)

(株 〉ケーブルシティニ十二

さくらケーブルテ レビ(株)

江 東 ケーブルテ レビ(株)

(株 〉南東京 ケー ブルテ レビ

(株)東 急 ケーブルテ レビジョン(目 黒区)

(株)東 急 ケーブルテ レビジョン(大 田区)

(株)東 急 ケーブルテ レビジョン(世 田谷区)

(株)小 田急情報サ ービス(世 田谷 区 ・狛江市)

(株)東 急 ケーブルテ レビジョン(渋 谷区)

(株)シ テ ィテ レビ中野

杉並 ケーブルテ レビ(株)

北 ケーブルネ ッ トワーク(株)

東 京 ケーブルネ ッ トワー ク(株)(荒 川 区)

(株)ケ ーブルテ レビ ネリマ

(株)ケ ーブルテ レビ足立

江戸川 ケー ブル テ レビ(株)

八 王子 テ レメデ ィア(株 〉

(株)多 摩テ レビ

マ イ ・テ レ ビ(株 〉

武蔵野三鷹ケーブルテ レビ(株)

多 摩ケーブル ネッ トワー ク(株)

(株 〉シテ ィケーブル ビジ ョン府中

調布ケーブルテ レビジョン(株)

(株)イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル ・ケ ー ブ ル ネ ッ トワ ー ク

(株)小金井市民テレビ

(株)タ イ タス西東京

日野ケーブルテ レビ(株)

横 浜アーバ ンテ レビジ ョン(株)

(株)横 浜テ レビ局

施設区域

大阪府泉大津市

大阪府枚方市 ・京都府八幡市

兵庫県神戸市東灘区 ・灘区 ・中央区 ・
兵庫区

兵庫県神戸市長田区 ・須磨区 ・垂水区

兵庫県姫路市

兵庫県尼崎市

兵庫県明石市

兵庫県西宮市

兵庫県芦屋市

兵庫県伊丹市

兵庫県加古川市 ・高砂市 ・稲美町 ・播
磨町

鳥取県鳥取市

鳥取県米子市

島根県松江市

岡山県岡山市

岡山県倉敷市 ・総社市 ・玉野市

広島県広島市中区 ・西区

広島県広島市東区 ・南区 ・府中町

広島県広島市安佐南区

広島県広島市佐伯区

東京都墨田区

東京都江東区

東京都品川区

東京都目黒区

東京都大田区

東京都世田谷区

東京都世田谷区 ・狛江市

東京都渋谷区

東京都中野区

東京都杉並区

東京都北区

東京都荒川区

東京都練馬区

東京都足立区

東京都江戸川区

東京都八王子市

東京都八王子市 ・多摩市 ・稲城市 ・町

田市

東京都立川市 ・国立市 ・昭島市 ・小平

市

東京都三鷹市 ・武蔵野市

東京都青梅市 ・福生市 ・羽村市

東京都府中市

東京都世田谷区 ・調布市

東京都町田市

東京都小金井市 ・国分寺市

東京都小平市 ・田無市 ・保谷市 ・東久
留米市

東京都日野市

神奈川県横浜市鶴見区

神奈川県横浜市南区 ・磯子区

許可

7.2.10

1.6.9

7.2.10

5.6.10

2.9.17

2.6.8

5.9.9

3.9.10

1.4.7

4.2.4

7.4.14

1.6.9

1.2.10

59.11.21

3,ll。12

61.!2。5

3.6.4

3.6.4

63.2.5

3.6.4

3.9.ユ0

4.11.10

7.6.9

63.U.4

63.11、4

62.9.4

6.9.8

59.2.21

6.6.9

6.2.10

7.9.8

2.11.9

4.2.4

8.2.9

3.2.5

62.11.6

4.6.9

1.6.9

7.4.14

59.10.17

59.9.7

2.9.17

58.ll.ll

4.11.10

7.2.10

7.6.9

4.6.9

3,9.ユ0

開始

(8.11)

1.ll

(8.6)

6.ユ1

4.4

3.10

6.9

4.ll

2.10

5.4

(8.11)

4.6

1.11

61.12

5。4

62.1

4.4

4.7

2.2

4.7

4,10

5.10

(8.4)

1.12

1.ユ2

63.12

7.12

62.!0

7.4

6.12

(8.9)

3.9

5.4

8.10

3.12

63.10

5.5

2.4

(8.7)

62.5

1.10

3.ユ2

63.4

5.9

(8.5)

(8.7)

5,10

4.ユ0

3∈列■■■■6



一2放 送

施設者名

(株)タ ウ ンテ レビ金沢

(株)タ ウ ンテ レビ横浜

シーエーテ ィービー港南(株)

横 浜ケーブル ビジ ョン(株)

(株)東 急 ケーブルテ レビジョン(緑 区)

(株)東 急 ケーブルテ レビジ ョン(宮 前区)

(株)小 田急情報サー ビス(麻 生区 ・緑 区)

(株)シ ーエーティー ヴィ横 須賀

湘南 ケーブルネ ッ トワー ク(株)

(株)鎌 倉 ケーブルコ ミュニケー ションズ

藤 沢ケーブルテ レビ(株)

小 田原 ケーブルテ レビ(株)

テ レビちがさ き(株)

(株)タ イ タ ス ・コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ズ

(株)日 本 ネ ッ トワー クサー ビス

(株)ケ ーブルネ ッ ト新潟

(株)長 岡ケーブルテ レビ

上越ケーブル ビジ ョン(株)

(株)イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン ・ネ ッ ト ワ ー ク コ ミ ュ ニ テ ィ

(株)テ レ ビ松本 ケー ブル ビジョン(松 本市 ・波田町)

(株)上 田ケーブルビジョン

(株)飯 田ケーブルテ レビ

エル シーブイ(株)

(株)ケ ーブルコ ミュニケーシ ョン長良川

(株)大 垣 ケーブルテ レビ

(株)ケ ーブルテ レビ可児

(株)静 岡ケー ブルネ ッ トワーク(静 岡市)

浜 松 ケーブルテ レビ(株)

(株)静 岡ケー ブルネ ッ トワーク(清 水市)

西 静 ケーブル ネッ トワーク(株)

名 古屋 ケー ブル ネッ トワーク(株)

グ リー ンシテ ィケーブルテ レビ(株)(守 山 区)

東 名ケーブルテ レビ(株)

(株)西 三河ニューテ レビ放 送

一宮 シテ ィケーブル(株)

グ リー ンシテ ィケーブルテ レビ(椥(尾 張旭 ・瀬戸)

シ ーエ ーテ ィー ブイ愛知(株)

春 日井テレビ放送(株)

西尾張 シーエーテ ィーヴ ィ(株)

碧 海 キャ ノチ ネ ソトワー ク(株)

ひ まわ りネ ノ トワー ク(株)

(株)と こなめニューテ レビ

施設区域

神奈川県横浜市金沢区

神奈川県横浜市戸塚区 ・栄区

神奈川県横浜市港南区

神奈川県横浜市旭区 ・泉区 ・戸塚区

神奈川県横浜市緑区 ・青葉区 ・都築区

神奈川県川崎市宮前区

神奈川県川崎市麻生区 ・横浜市緑区

神奈川県横須賀市 ・逗子市 ・葉山町

神奈川県平塚市

神奈川県鎌倉市 ・逗子市

神奈川県藤沢市

神奈川県小田原市

神奈川県茅ケ崎市

神奈川県相模原市

山梨県甲府市 ・韮崎市 ・敷島町 ・昭和

町 ・竜王町 ・田富町 ・玉穂町 ・双葉町
・須玉町 ・石和町 ・中道町 ・八代町 ・

春 日居 町 ・市 川大門町 ・三珠町 ・六郷

町 ・中富 町 ・長坂 町 ・小淵沢町 ・豊富

村 ・境 川村 ・明野村 ・八田村

新潟県新潟市

新潟県長岡市

新潟県上越市 ・新井市 ・頚城村

長野県長野市

長野県松本市 ・塩尻市 ・波田町

長野県上 田市 ・坂 城町 ・真 田町 ・東部

町 ・北御牧村

長野県飯田市

長野県諏訪市 ・岡谷市 ・塩尻市 ・茅 野

市 ・下諏訪町 ・富士 見町 辰野 町 ・原

村 ・山梨県 白州町

岐阜県岐阜市

岐阜県大垣市

岐阜県可児市

静岡県静岡市

静岡県浜松市

静岡県清水市

静岡県焼津市 ・藤枝市

愛知県名古屋市東 区 ・中区 ・北 区 ・中

村区 ・千種区 ・名東 区 ・昭和区 ・瑞穂

区 ・天 白区 ・西区 ・中川区 ・熱 田区 ・

港区 ・南区 ・岩倉市 ・師勝町 ・豊 山町

愛知県名古屋市守山区

愛知県名古屋市緑区

愛知県岡崎市

愛知県一宮市 ・尾西市 ・木 曽川町

愛知県尾張旭市 ・瀬戸市

愛知県半田市 ・武豊町

愛知県春日井市

愛知県島津市 ・七宝町 ・蟹江町 ・大治

町 ・甚 目寺町 ・佐織町

愛知県高浜市 ・知立市 ・刈谷市 ・安城

市 ・碧南 市

愛知県豊田市 ・三好町

愛知県常滑市

許可

7.4.ユ4

7.9.8

2.11.9

59.10.17

59.2.21

62.9.4

59,9,7

3.6.4

1.6.9

63.9.2

3.9.10

4.4.7

7.4.14

7.4.14

48.5.28

1.6.9

63.6.3

61.2.21

60.9.6

49.7.29

48.6.25

62.6.5

48.9.10

2.4.13

3.9.10

5.2.18

63.6.3

6.2.10

2.11.9

1.4.7

1.2,10

3.11.12

3.2.5

60。7.5

4.2.4

3.ユ ユ.12

57.!2.20

3.4.9

2。2.9

4.2.4

2.2.9

2.ll.9

開始

(8.4)

(8.12)

4.4

63.4

62.10

63.12

62.12

4.5

2.4

3.4

4.10

6.4

(8.4)

(8.4)

45.10

2.6

1.4

62.1

62.6

50.7

47.11

63.10

49.12

3.4

4.7

5.12

1.4

7.4

3.4

2.4

2.IO

4.ll

3.12

2.11

5.4

4.11

58.2

4.1

3.2

4.12

2.12

3.10

一392



2-2有 線テレビジ ョン放送

施設者名

稲沢 シーエーテ ィヴィ(株 〉

津ケー ブルテ レビ(株)

(株)シ ー ・テ ィ ・ワ イ

伊勢 ケー ブルネ ッ トワー ク(株)

松 阪 ケーブルテ レビ ・ステーシ ョン(株)

桑 名 ケーブルテ レビ(株)

伊賀上野ケーブルテレビ(株)

(株)ケ ー ブルネ ッ ト鈴鹿

名張21世 紀 ケーブルテ レビジ ョン(株)

(株)ケ ーブルテ レビ富 山

高岡ケーブル ネッ トワーク(株 〉

金沢ケーブルテレビ放送(株)

(株)テ レ ビ小松

(株)テ レビ松任

福井ケー ブルテ レビ(株)

(株)嶺 南ケー ブルネ ットワー ク

(株)ケ ー ブルテ レビ若狭小 浜

琵琶湖 ケー ブルネ ッ トワーク(株)

近 鉄 ケーブルネ ッ トワー ク(株)

(株)京 都 ケーブルコ ミュニケーシ ョンズ

洛西 ケーブル ビジ ョン(株)

大 阪セ ン トラルケーブルネ ッ トワーク(株 〉

(株)シ テ ィウェーブおおさか

大阪ケーブルテ レビ(株 〉

尾道ケーブルテ レビ(株 〉

山 ロケーブル ビジョン(株)

萩 ケー ブル ネッ トワー ク(株)

(株)シ テ ィーケーブル周南

(株)ア イ ・キ ャ ン

ケーブルテ レビ徳島(株)

(株)ケ ー ブルメデ ィア四国

中讃ケー ブルビジョン(株)

香川テ レビ放送網(株)

(株)愛 媛 シーエーテ ィヴィ

今治 シーエーテ ィー ブイ(株)

宇 和島ケー ブルテ レビ(株)

(財)八 西地域総合情 報セ ンター

新居浜テ レビネ ッ トワー ク(株)

高 知 ケーブルテ レビ(株)

(株)ケ ー ブルステー ション北九州

北九州 ケー ブルテ レビ(株)

(株)ケ ーブルビジ ョンニ十一

(株)ケ ーブルテ レビジョン久留米

佐賀 シテ ィビジ ョン(株)

生 活協 同組合唐津 ケーブルテ レビジ ョン

(株)武 雄 テ レビ

施設区域

愛知県稲沢市

三重県津市 ・河芸町

三重県四日市市 ・菰野町

三重県伊勢市

三重県松阪市

三重県桑名市 ・東員町

三重県上野市

三重県鈴鹿市

三重県名張市

富山県富山市

富山県高岡市

石川県金沢市

石川県小松市

石川県松任市

福井県福井市

福井県敦賀市

福井県小浜市

滋賀県近江八幡市

奈良県奈良市 ・生駒市 ・平群町

京都府京都市右京区 ・伏見区 ・南 区 ・

東 山区 ・山科区 ・左 京区 ・西京区 ・上

京区

京都府西京区

大阪府大阪市都島区 ・城東区 ・中央区
・東成区 ・鶴見区 ・旭 区 ・北区 ・淀川

区 ・東淀川区

大阪府大阪市西区 ・福島区 ・西淀川区
・港 区 ・此花区 ・大正区 ・住之江区 ・

浪速 区 ・西成区

大阪府大阪市阿倍野区 ・平野区 ・生野

区 ・天王寺区 ・住吉区 ・東住吉区

広島県尾道市

山口県山口市 ・防府市 ・小郡町

山口県萩市

山口県徳山市 ・新南陽市

山口県岩国市

徳島県徳島市

香川県高松市

香川県丸亀市 ・多度津町

香川県坂出市 ・宇多津町

愛媛県松山市

愛媛県今治市

愛媛県宇和島市

愛媛県八幡浜市 ・伊方町 ・瀬戸町 ・保

内町 ・三崎町 ・三瓶町

愛媛県新居浜市

高知県高知市 ・春野町

福岡県北九州市小倉北区

福岡県北九州市八幡西区

福岡県福岡市南区 ・城南区

福岡県久留米市

佐賀県佐賀市

佐賀県唐津市

佐賀県武雄市

許可

4.11.2

5.9.9

1.6.9

3.2,5

3.9.10

4.4.7

3.2.5

3.6.4

4.4.7

7.2.10

2.9.17

3.11.12

2.9.17

4.2.4

61.2.21

1.2.10

6.ll.10

2.6,8

61.2.21

6.11.10

52.3.14

3。6.4

3.9.10

4.2.4

4.ユ1.10

5.4、8

63.4.8

7.U.10

2.11.9

63.ll.4

7.6.9

1.6.9

59.12.17

2.6.8

1.2.10

2.9.17

2。6.8

1.2.ユ0

62.6.5

2.6.8

3.2.5

63.9.2

1,11.10

3.6.4

48.7.30

57.7.5

開始

5.10

6.10

2.2

3.12

5.6

4.12

3.ユ0

4.6

4.ユ1

(8.4)

3.5

4,10

3.7

5.4

63.10

1.1ユ

(9.4)

3.2

63.4

(8.4)

52.3

4.6

4.12

5.3

5.10

5.12

1.9

(8.7)

4.6

2.6

(8.10)

1.1ユ

60、4

3.10

2.8

3.9

3.4

2.9

62。12

3.4

4.4

1.4

2.10

4.7

39.10

57.10
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2放 送

施設者名

長崎 ケーブルテ レビジョン(株)

佐 世保 ケーブルテ レビジ ョン(株)

熊 本 ケーブルネ ッ トワー ク(株 〉

大分ケーブルテレビ放送(株)

(株)ケ ー ブルテ レビジ ョン別府

九州有線テレビ放送(株)

宮崎 ケーブルテ レビ(株)

(株)テ レビネ ッ トワー ク延岡

沖縄 ケーブルネ ッ トワー ク(株)

宮古テレビ(株)

施設区域

長崎県長崎市 ・長与町 ・時津町

長崎県佐世保市 ・佐々町

熊本県熊本市

大分県大分市

大分県別府市

大分県 日田市

宮崎県宮崎市

宮崎県延岡市

沖縄県那覇市 ・浦添市 ・南風原町 ・豊

見城村
沖縄県平良市 ・伊良部町 ・城辺町 ・下
地町 ・上野村

許可

62.4.3

63.9.2

63.11.4

3.6.4

2.11.9

57.9.6

7.11.10

1.9.8

1.4.7

52.12.12

開始

62.4

63,10

1.10

4.4

3.9

58.1

(8.9)

2,9

1.12

53,5

2-3有 線 ラジオ放送

資料2-27有 線ラジオ放送施股数の推移

区別

年度末

施設数

2

12,390

3

12,549

4

12,682

5

12,875

6

13,109

資料2-28業 務内容別有線ラジオ放送施設数及び構成比

(6年 度末現在)

業務別

共同聴取業務

告知放送業務

① 農村漁村において地域情報や農事関係ニュース

等を放送するもの

② ① とラジオ放送の共同聴取 を併せて行うもの

③ ②の電話業務を併せて行うもの

④ 有線音楽放送を行うもの

小計

街頭放送業務

合計

施設数

1,809

7,260

1,070

444

912

9,686

1,614

13,109

構成比(%)

13.7

55.4

8,2

3.4

7.0

74.0

12.3

100.0
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3-1郵 便物数一

3郵 便

3-1郵 便物数

資料3-1引 受郵便物数の推移

(単位:千 通(個))

区別

年度

総

内

計

国

通

小

普

特

年

選

常

包

普

書

速 達

国 際(差 立)

通

殊

賀

挙

通

留

等

通 常

小 包

EMS

(到 着)

通 常

小 包

EMS

3

23,945,723

23,814,654

23,406,536

18,951,057

727,725

3,658,707

69,047

408,118

394,396

4,696

9,026

131,069

125,085

2,929

3,055

!96,550

192,797

2,342

1,411

4

24,395,4!9

24,263,783

23,837,788

19,398,138

722,319

3,699,309

18,022

425,995

412,367

4,651

8,977

131,636

124,972

3,100

3,564

202,905

198,792

2,391

1,722

5

24,479,048

24,350,534

23,949,999

19,498,ll8

722,705

3,687,419

41,757

400,535

387,474

4,557

8,504

128,514

121,451

3,008

4,055

217,276

212,497

2,670

2,109

6

24,036,024

23,911,544

23,534,035

19,237,694

701,410

3,580,766

14,165

377,509

365,348

4,269

7,892

124,480

117,041

2,942

4,497

241,480

235,868

3,033

2,579

7

24,785,831

24,663,055

24,262,872

19,873,445

694,197

3,609,304

85,926

400,!83

388,374

4,317

7,492

122,776

114,869

2,915

4,992

280,891

273,275

3,602

4,014

(注)1総 計 は、内 国と国際の差立 の合計である。

2EMS:国 際 エ クス プレスメール。
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一3郵 便

資料3-2引 受郵便物数

(単位:千 通(個))

区別

総 計

内 国

通 常

普 通

第一種

定 形

定形外

第二種

第三種

第四種

特 殊
圭 二刀
目 田

速達等

年 賀

選 挙

小 包

普 通
圭 ム刀Eヨ 田

速達等

(一 般)

(書 籍)

(カ タログ)

国 際

差 立

到 着

7年 度

計

物数

24,785,831

24,663,055

24,262,872

19,873,445

11,944,314

10,716,405

1,227,909

6,619,764

ユ,269,565

39,802

694,197

333,435

360,762

3,609,304

85,926

400,183

388,374

4,317

7,492

148,453

113,207

138,523

122,776

280,89ユ

増減率

%

3.1

3.1

3.1

3.3

1.5

1.3

3.8

7.8

_1 .8

1.6

-1 .0

-5 .2

3.2

0.8

506.6

6.0

6.3

1.1

_5 .1

3,9

-2 .8

17.2

_1 .4

16.3

料金別 ・後納

物数

12,925,387

12,925,387

12,635,091

12,466,336

7,244,339

6,657,666

586,673

3,988,803

1,202,832

30,362

168,755

99,556

69,199

290,296

285,625

ユ,185

3,486

78,693

73,080

138,523

増減率

%

4.6

4.6

4.6

4.6

2.8

2.6

5.3

10.0

-! .6

2.6

5.3

-1ユ,7

45.4

8,2

8.3

8.5

-2 .7

6.7

-4 .3

17.2

その他

物数

!!,860,444

ll,737,688

11,627,781

7,407,109

4,699,975

4,058,739

641,236

2,630,96!

66,733

9,440

525,442

233,879

291,563

3,609,304

85,926

109,887

102,749

3,132

4,006

69,760

40,127

122,776

280,891

増減率

%

1.5

1.5

1.5

1.3

-0 .4

-0 .9

2.4

4.6

-5
.1

-1 .5

-2 .9

-2 。2

-3 。4

0.8

506.6

0.6

!.0

_1 .4

-7 .0

0.9

0.2

一1 .4

!6.3

(注) 1

2

3

小 包 欄中(一 般)、(書 籍)及 び(カ タログ)は 再掲 である。

一印は減少率 を示 す
。

総計 は、内国 と国際の差立 の合計で ある。

資料3-3電 子郵便物数の推移

(単位:千 通)

年 度

取扱通数

3

ユ5,591

4

15,774

5

16,225

6

16,32ユ

7

16,7!7

資料3-4広 告郵便物数

(単位:千 通、件)

区分

年度

引受物数

引受件数

3

2,ユ90,390

89,883

4

2,557,092

100,047

5

2,769,078

109,916

6

2,830,591

129,718

7

3,096,622

142,294
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3-1郵 便物数

資料3-5小 包郵便物、宅配便取扱個数の推移
(単位 千 個、%)

便名(事 業者名)

年度

小包郵便物

全宅配便

合計

主

要

宅

配

便

5

便

宅急便

(ヤマ ト運輸㈱)

ペ リカン便

(日本通運㈱)

フ ッ ト ワ ー ク

(フ ッ トワ ー ク エ ク ス プ レ ス ㈱)

カ ンガルー便

(西濃 運輸㈱)

フ クツー宅配便

(辛畠山運車命叶朱))

取扱個数
増減率
シ ェ ア

取扱個数
増減率
シ ェ ア

取扱個数

増減率

取扱個数

増減率

シ ェ ア

取扱個数

増減率

シ ェ ア

取扱個数

増減率

シ ェ ア

取扱個数

増減率

シ ェ ア

取扱個数

増減率

シ ェ ア

2

351,434

18.1

24.2

1,100,500

7.0

75.8

1,451,934

9.5

451,810

8.7

31.1

309,290

6,7

21.3

!05,970

11.8

7.3

82,200

7.6

5.7

52,570

7.2

3.6

3

408,ll8

16.1

26.6

1,124,950

2.2

73.4

1,533,068

5.6

478,770

6,0

3ユ,2

3ユ6,090

2.2

20,6

106,740

0.7

7,0

76,120

一7
.4

5.0

58,670

ll.6

3.8

4

425,995

4.4

26.4

!,189,000

5.7

73.6

1,614,995

5.3

515,200

7,6

31.9

318,890

0.9

19.7

107,660

0.9

6.7

88,750

16.6

5.5

67,360

14.8

4.2

5

400,535

一6 .0

24.3

1,244,600

4.7

75.7

1,645,ユ35

1.9

547,850

6.3

33.3

324,180

1.7

19.7

108,180

0.5

6.6

105,760

19.2

6.4

73,380

8.9

4.5

6

377,509

一5 ,7

22.1

ユ,327,990

6,7

77.9

1,705,499

3.7

588,854

7.4

34.5

332,770

2.6

19.5

120,430

ユ1.3

7.ユ

!18,550

12。1

7.0

76,790

4.6

4.5

(注) 1

2

3

取扱 個数 の単位 は千個、増減率 及びシェアは%で あ る。

シェアは合計 に対す る ものである。

宅配便取扱個数 は、同一便名ご とにその便 名を扱 ってい る各事 業者の取扱実績 を集計 した ものである、

(運輸省調べ)
4航 空宅配便の取扱個数は全宅配便の取扱個数欄に含まれる一ただし、各宅配便ごとの取扱個数が公表

されていないため主要宅配便5便 の取扱個数には含まれていない。

資料3-6ふ るさと小包取扱数の推移

年 度

取 扱 個 数(万 個)

取 扱 品 目 数(品 目)

2

1,762

8,500

3

1,865

8,000

4

ユ,910

8,ユ00

5

1,913

7,900

6

1,939

8,300

資料3-7ふ るさと小包取扱ベス ト10
(6年 度)

順位

第1位

2

3

4

5

6

7

8

9

10

品 目

鮭

静岡茶

信州 りんご

宇治茶

メロン

ア スパラガス

さくらんぼ

ぶ どう

じゃがい も

りんご

取 及個数
(万個)

100

82

81

69

48

44

36

36

29

21

産 地

北 海 道

静 岡 県

長 野 県

京 都 府

北 海 道

北 海 道

山 形 県

山 梨 県

北 海 道

青 森 県
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一3郵 便

資料3-8国 際郵便物数の推移
(単位:千 通(個))

区別

年度

差

立

外

国

あ

て

到

着

外

国

来

通

常

小

包

航 空 便

船 便

エ コ ノ ミ ー 航 空

小 計

航 空 便

船 便

エ コ ノ ミ ー 航 空

小 計

EMS

計

通

常

小

包

航 空 便

船 便

EMS

エ コ ノ ミ ー 航 空

合 計

航 空 便

船 便

エ コ ノ ミ ー 航 空

小 計

航 空 便

船 便

エ コ ノ ミ ー 航 空

小 計

EMS

計

航 空 便

船 便

EMS

エ コ ノ ミ ー 航 空

合 計

3

ll3,539

10,983

563

125,085

1,819

683

427

2,929

3,055

ユ15,358

11,666

3,055

990

131,069

153,246

39,551

192,797

1,369

973

2,342

1,411

154,615

40,524

1,4!ユ

196,550

4

1ユ3,158

11,3!6

498

124,972

!,835

806

459

3,100

3,564

!ユ4,993

12,122

3,564

957

131,636

!61,747

37,045

198,792

!,404

987

2,391

1,722

163,151

38,032

ユ,722

202,905

5

109,519

11,200

732

121,45ユ

1,725

8ユ9

464

3,008

4,055

111,244

12,019

4,055

1,!96

128,514

167,664

!8,179

26,654

212,497

1,638

853

179

2,670

2,109

169,302

19,032

2,109

26,833

217,276

6

103,918

!2,143

980

117,041

1,638

845

458

2,942

4,497

105,556

12,988

4,497

1,438

124,480

182,883

18,051

34,934

235,868

ユ,913

937

184

3,033

2,579

184,796

18,988

2,579

35,1ユ8

241,480

7

ユ0!,634

11,878

1,357

ユ!4,869

1,613

819

483

2,915

4,992

103,247

12,697

4,992

1,840

122,776

200,671

16,394

56,210

273,275

2,492

922

188

3,602

4,0ユ4

203,163

17,316

4,014

56,398

280,891

(注)EMS:国 際エクスプレスメール。

資料3-9国 際郵便物の 地域別構成比

区別

アジア

北米

欧州

中南米

オセアニア

アフリカ

合計

差 立

通常

35。4

28.3

22.8

5.3

5.9

2.3

100.0

小包

40.3

27.4

ユ5.3

10.2

5.8

LO

!00.0

EMS

62.5

17.7

14.4

1.7

2.7

!.0

100.0

(6年度 単位:%)

到 着

通常

28.8

34.4

29.9

3.0

3.0

0.9

100.0

小包

34.0

40。7

20.O

l.0

4.0

0.3

100.0

EMS

77.8

16.6

2.5

L6

1.0

0.5

100.0
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3-3郵 便施設等一

資料3-10 国際郵便物の国(地 域)別 差立 ・到着(上 位10か 国)

(6年 度 単位:千 通(個))

国(地 域)名

米国

英国

中国

韓国

台湾

オ ー ス トラ リ ア

ドイツ

香港
フィリピ ン

カナ ダ

差立
30,822

7,435

7,206

6,581

6,139

5,ll4

5,023

4,371

4,236

3,787

割合(%)

25.8

6.0

5.8

5.3

4.9

4.1

4.0

3.5

3.4

3.0

国(地 域)名

米国

英国

香港

台湾

ドイツ

中国

韓国

タイ

オ ランダ

フランス

到着

78,036

27,229

13,433

ユ0,ユ37

9,461

8,537

8,219

7,723

7,579

6,007

割合(%)

32.3

1ユ.3

5.6

4.2

3.9

3.5

3.4

3.2

3.1

2.5

3-2郵 便事業

資料3-11郵 便事業の財政状況の推移

(単位:億 円)

区別

年度

収 益

費 用

利益又は欠損

同上累計

2

18,026

17,901

125

684

3

18,750

18,923

-173

511

4

18,950

19,631

-68ユ

ー170

5

19,611

20,443

-832

-1 ,002

6

22,348

21,201

1,147

145

資料3-12郵 便物数と郵便事業定員の推移

年度

区別

2

3

4

5

6

7

郵便物数

百 万 通(個)

22,815

23,946

24,395

24,479

24,036

24,786

指 数

100

105

107

107

105

109

郵便事業定員

人

141,759

142,12ユ

142,880

143,33!

142,712

142,538

指 数

!00.0

!00.3

100.8

101.l

lOO.7

100.5

3-3郵 便施設等

資料3-13郵 便局数の推移

区別

年度末

普 通
郵便局

特 定
郵便局

集

無

集

輸

鉄

船

配 局

集 配 局

中 局

送 郵 便 局

道 郵 便 局

内 郵 便 局

小 計

集 配 局

無 集 配 局

小 計

簡 易 郵 便 局

合 計

3

1,245

51

3

3

3

1,305

3,840

14,475

18,315

4,570

24,190

4

1,255

51

3

3

3

1,315

3,769

14,622

18,391

4,597

24,303

5

1,268

51

3

3

3

1,328

3,721

14,754

18,475

4,616

24,419

6

1,267

53

2

2

3

1,327

3,697

14,878

18,575

4,619

24,521

7

1,260

53

2

1

3

1,319

3,692

14,962

18,654

4,614

24,587
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一3郵 便

資料3-14郵 便切手類販 売所 ・印紙 売 りさば き所数の推移

年 度 末

郵便切手類販売所 ・印紙売 りさばき所数

2

119,997

3

120,563

4

121,261

5

!24,329

6

122,899

資料3-15ゆ うパ ック取次所数の推移

資料3-16郵 便ポ ス トの設置数の推移

(単位:本 〉

年 度 末

郵便ポス トの数

2

160,952

3

161,620

4

163,067

5

164,409

6

ユ65,547

資料3-17郵 便 輸送施設の推移

年度末

機関別

2

3

4

5

6

1日 延べ キロ程(㎞)

構成比(%)

1日 延 べキロ程(㎞)

構成比(%)

1日 延 べキロ程(㎞)

構成比(%)

旧 延べキロ程(㎞)

構成比(%)

1日 延 べキ ロ程(k皿)

構成比(%)

鉄道

39,305

3.3

50,457

3.7

50,527

3.5

51,902

3.6

51,902

3.6

自動車

532,624

44。3

536,839

38.9

567,086

39.7

564,140

39.4

565,830

39.2

航空

6ユ8,447

5ユ.4

778,610

56.5

797,437

55.8

803,179

56.1

815,188

56.4

船舶

12,192

1.0

11,923

0.9

13,890

1.0

ll,983

0.8

11,878

0.8

その他

218

0.0

216

0.0

240

0.0

180

0.0

392

0.0

合計

1,202,786

100.0

1,378,045

100.0

1,429,180

100.0

!,431,384

100.0

1,445,190

100.0

(注)「 その他」欄 は、 自転車、徒歩等 による輸送である。

資料3-18主 要郵便機械配備状況

(7年 度末現在)

機 械 名

郵便番号自動読取区分機

郵便物あて名自動読取区分機

郵便物自動選別取 りそろえ押印機

選別台付 自動取 りそろえ押印機

小包区分装置

局数

局

115

204

122

144

49

台数

台

151

210

145

144

55

備考
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3-4社 会基盤 としての郵便局ネッ トワークの活用一

3-4社 会基盤 と しての郵便局ネッ トワークの活用

資料3-19寄 附金付お年玉付郵便葉書 ・郵便切手及び寄附金付広告付葉書の

発行による寄附金配分事業

配 分 団 体

①社会福祉の増

進を目的とする

事業を行う団体

②風水害、震災

等非常災害によ

る被災者の救助

又はこれらの災

害の予防を行う

団体

③がん、結核、

小児まひ等の他

特殊な疾病の学
術的研究、治療

又は予防を行う

団体

④原子爆弾の被

爆者に対する治
療その他の援助

を行う団体

⑤交通事故の発

生 もしくは水難

に際 して人命の

応急的な援助又
は交通事故の発

生もしくは水難

の防止を行 う団

体

6文 化財の保護
を行 う団体

⑦青少年の健全

な育成のための
社会教育を行う

団体

⑧健康の保持増

進を図るために
するスポーツ振

興のための事業

を行 う団体

⑨開発途上にあ

る海外の地域か

らの留学生又は
研修生の援助を

行 う団体

⑩地球環境の保

全を図るための

事業を行う団体

計

4年 用

団体数

団体

167

!

16

2

3

6

19

6

4

222

配分額

百万円

(27.3)
368.5

(6.7)
90.7

(23.8)
321.1

5年 用

団体数

団体

205

1

15

(6.2>
83.2

2

(3.2)
43.8

(5.8)
78.1

1

4

(17.9>
241.6

21

(3.7)
49.5

8

(5.4)
73.6

5

34

(100)294
1,350.0

配分額

百万円

(29.5)
465.2

(4.6)
72.6

(20.6)
324.0

(3.0)
47.3

(1.9)
30.0

(3.3)
52.7

(ユ3.9)

219.7

(4.0)
62.3

(4.3)
68.5

(14.9)

235.1

qOO)

ユ,577.3

6年 用

団体数

団体

217

1

16

2

4

5

29

6

5

40

323

配分額

百万円

(29.9)
480.2

(4.6)
74.3

(19.0)
304.4

(4。9)

79.2

(1.8>
27.7

(4.8)
76.2

(19.2)
308.2

(3.3)
52.6

(2.9)
46.4

(9.6)

154,5

(100)
1,603.6

7年 用

団体数

団体

218

1

ユ8

2

4

10

ユ9

5

5

39

319

配分額

百万円

(28.0)
463.6

(14.2)
235

(19.3)
3!8.6

(5.0)

83.ユ

(1.0>
16.2

(7.0>

ユ15.8

(11.7)
!92.9

(1.1)
18.7

(3.2)
53.5

(9.5)
156,0

(ユ00)

1,653.4

8年 用

団体数

団体

245

2

23

3

5

6

28

9

7

35

360

配分額

百万円

(31.7)

544。6

(5.0)
85.5

(19.9)
341.1

(3.8)
65.9

(2.6)
44.3

(3.7)

63.ユ

(15,8)
270.8

(4.0)
69.0

(4.2)

72。4

(9.3)

ユ59.6

(100)
1,716.4

(注)1団 体数については、複数分野の事業で配分しているため・各事業分野ごとの団体数の合計と総合計は

異なる.

27年 用の②の配分額には、 「阪神 ・淡路大震災」の被災者救助のために配分 した200百 万円が含まれる。

3配 分額欄上段()内 は配分額に対する割合(%)で ある。
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一4通 信産業等

4通 信痙業等

4-1通 信産業

資料4-1事 業別売上高

(単 位:百 万円、社)

区 分

通信産業全体

電気通信事業

放送事業(含 むNHK)

6年 度

実績額

11,612,693(775>

8,870,294(364)

2,742,399(411)

7年 度

計画額

12,347,188(775)

9,516,696(364)

2,830,492(411)

〈電気通信事業 〉

区 分

第一種電気通信事業

NTT等

NCC

第二種電気通信事業

特別第二種
一般第二種

合 計

NTT等 を除 く

6年 度

実績額

8,180,752(95)

6,123,580(2)

2,057,172(93)

689,542(269)

515,174(13)

174,368(256)

8,870,294(364)

2,746,7!4(362)

7年 度

計画額

8,800,439(95)

6,396,800(2)

2,403,639(93)

716,257(269)

529,331(13)

186,926(256)

9,516,696(364)

3,ユ19,896(362)

〈放送事業〉

区 分

放送事業(民 放)

ケー ブルテ レビ事業

合 計

6年 度

実績額

2,087,471(20ユ)

89,782(209)

2,ユ77,253(410)

7年 度

計画額

2,158,491(201)

101,216(209)

2,259,707(410)

〈参考〉

区 分

日本放送協会

6年 度

実績額

565,146

7年 度

計画額

570,785

(注)1

2

3

()内 は回答事業者数。

「通信産業実態調査」(総 務庁承認統計)に より作成。

「NTT等 」とは、NTT及 びKDDを さす。

資料4-2事 業別取得設備投 資額推移

区 分

通信産業

全体

電気通信

事業

放送事業

(含むMIK)

2年 度

実績額

2,681,494(768)

2,436,658(443)

244,836(325)

3年 度

実績額

2,797,495(879)

2,542,284(498)

255,211(381)

4年 度

実績額

2,9!1,069(945)

2,663,136(558)

247,933(387)

(単位:百 万 円、社)

5年 度

実績額

3,086,281(962)

2,826,317(538)

259,964(424)

6年 度

実績額

3,094,364(893)

2,882,938(469)

211,426(424)

7年 度

修正計画額

3,735,9!8(893)

3,527,9!6(469)

208,002(424)
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4-2通 信関連業一

〈電気通信事業〉

区 分

第一種電気

通信事業

NTT等

NCC

第二種電気

通信事業

特別第二種
一般第二種

合 計

NTT等 を

除く

2年 度

実績額

2,246,692(69)

1,882,121(2)

364,571(67)

189,966(374)

146,527(30)

43,439(344)

2,436,658(443)

554,537(441)

3年 度

実績額

2,371,037(80)

1,945,557(3)

425,480(77>

171,247(418)

ユ45,633(30)

25,614(388)

2,542,284(498)

596,727(495)

4年 度

実績額

2,489,680(84)

2,079,039(11)

410,641(73)

173亨456(474)

154,974(32)

18,482(442)

2,663,136(558)

584,097(547)

5年 度

実績額

2,638,096(106)

!,936,150(2)

70!,946(104)

188,221(432)

163,936(33)

24,285(399)

2,286,317(538)

890,167(536)

6年 度

実績額

2,669,780(113)

1,897,988(2)

711,792(111)

213,158(472)

181,747(30)

31,411(326)

2,882,938(469)

984,950(467)

7年 度

修正計画額

3,333,705(113)

1,983,600(2)

1,350,105(111)

194,211(356)

168,085(30)

26,126(326)

3,527,916(469)

1,544,3!6(467)

(注)NTT等 とは、4年 度 まではNTT、KDD及 びNTTDoCoMo㈱ 他8社 、5年 度以後はNTT及 びKDD。

〈放送事業〉

区 分

放送事業

(民放)

ケーフ"ル テレヒ"

事 業

合 計

2年 度

実績額

135,337(172)

51,227(152)

186,564(324)

3年 度

実績額

ユ36,523(193)

62,231(187)

198,754(380)

4年 度

実績額

108,175(198)

70,435(188)

178,610(386)

5年 度

実績額

132,227(210)

68,971(213)

201,198(423)

6年 度

実績額

109,666(202)

42,204(221)

151,870(423)

7年 度

修正計画額

90,410(202)

57,332(221)

147,742(423)

〈参考〉

区 分

日本放送

協会

2年 度

実績額

58,272

3年 度

実績額

56,457

4年 度

実績額

69,323

5年 度

実績額

58,766

6年 度

実績額

59,556

7年 度

修正計画額

60,260

(注)1()内 は回答事業者数。

2通 信産業設備投資等実態調査(総 務庁承認統計) によ り作成。

4-2通 信関連業

資料4-3事 業別売上高

(単位:百 万円、社)

区 分

放送番組制作業

ケーブルテレビ番組供給業

メー リングサービス業

6年 度

実績額

154,796

[348,849](305)
7,342

[568,207](18)
38,737(81)

7年 度

実績見込額

[388,330〕(305)

[609,880〕(!8)

4ユ,162(83)

(注)1

2

3

4

当該事業の売上高。

[]内 は、当該事業を含む会社全体の売上高。

()内 は回答事業者数。

郵政関連業実態調査(総 務庁承認統計)に より作成。
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一5地 域 振 興

5地 域振興

5-1電 気通信格差是正事業

資料5-1移 動通信用鉄塔施設整備事業実施地域

!過疎地域施設等

都道府県

北海道

青森県

岩手県

宮城県

福島県

茨城県

群馬県

東京都

新潟県

実施地域

常呂町

滝上町

興部町

雄武町

日高町

三石町

中川町

寿都町

鯵 ケ沢町

風間浦村

衣川村

山形村

室根村

鳴子町

西会津町

天栄村

北塩原村

御前山村

桂村

緒川村

里美村

小野上村

伊香保町

片品村

利根村

桧原村

小国町

都道府県

新潟県

富山県

石川県

福井県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

(閉塞地域)

兵庫県

和歌山県

実施地域

浦川原町

松之山町

相川町

津川町

山田村

平村

柳田村

美山町

宮崎村

加子母村

神岡町

南伊豆町

龍山町

小原村

東栄町

宮川村

南勢町

西浅井町

朽木村

京北町

久美浜町

西梅田地下街

ダイヤモンド地下街

大河内町

波賀町

千種町

高野町

都道府県

島根県

広島県

山口県

徳島県

香川県

高知県

長崎県

大分県

宮崎県

熊本県

鹿児島県

沖縄県

実施地域

石見町

福富町

大朝町

久賀町

本郷村

阿武町

美東町

鷲敷町

山城町

神山町

琴南町

吾川村

有川町

小値賀町

若松町

上五島町

新魚目町

江迎町

野津原町

挟間町

久住町

綾町

北浦町

苓北町

霧島町

平良市

石垣市

2高 速道路等 トンネル施設

実施地域

多 摩 川 トンネル

川崎航路 トンネル

新宿御苑 トンネル

武 田 山 トンネル

安 芸 トンネル

日本坂 トンネル

天王 山 トンネル

梶 原 トンネル

天 神 山 トンネル

和 光 トンネル

都夫良野 トンネル
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5-1電 気通信格差是正事業 ■■■国

資料5-2民 放テレビ放送難視聴解消事業実施地域

都道府県

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

新潟県

実施地域

稚内市

本別町

興部町

浜中町

佐呂間町(2)

日高町

小平町

厚沢部町

枝幸町

厚岸町

忠類村

乙部町

鯵 ケ沢町(3)

東通町

南郷村

大畑町

遠野市

気仙沼市(2)

象潟町

由利町

山内村

雄物川町

東由利町

本庄市

小坂町

合川町(2)

藤里町

西木村

山辺町

白鷹町

真室川町

白鷹町

舟形町

館岩村

棚倉町

川俣町

東和町

壇町

日立市

里美村(2)

金砂郷村

水府村

黒羽村

利根村

青海町

妙高高原町

西山町

新津市

山北町

関川村

都道府県

新潟県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

三重県

滋賀県

京都府

兵庫県

和歌山県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

実施地域

弥彦村

入広瀬村

輪島市

大野市

三国町

道志村

秋 山村(3)

中条村

浪合村

平谷村

土岐市

加子母村

山岡町

静岡市(2)

相良町

西伊豆町

北勢町

員弁町

東員町

藤原町

大安町

紀宝町

鵜殿村

紀勢町

紀宝町

勢和村

西浅井町

朽木村

南山城村(2)

青垣町

中町

南部川町

田辺市

川辺町(3)

有田市

田辺市

熊野川町

大塔村

大山町(2)

用瀬町

三隅町

川本町

桜江町

旭町

佐田町

備前市

長船町

吉永町(2)

吉井町

熊山町

都道府県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

実施地域

勝田町

津山市

加茂川町

尾道市

口和町

呉市

八千代町(2)

広島市(2)

東城町

作木村

黒瀬町

御調町

総領 町(2)

福富町

阿武町

本郷村

須佐町

東和町

上関町

下関市

福栄村

宇部市

楠町

和木町

美東町

油谷町

木沢村

上那賀町

木沢村

阿南市

木屋平村

志度町

津田町

詫間町(2)

日吉村
一本松町(5)

野 村 町(5)

伊予市

城辺町

宿毛市

土佐市

土佐町

葉山村

矢部村(3)

山田市

那珈川町

北九州市

唐津市

中原町

北有馬町(4)
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一5地 域振興

都道府県

長崎県

熊本県

実施地域

野母崎町(9)

勝本町

奈良尾町

奈留町

江迎町

水上村

南小国町(5)

砥用町

芦北町(2)

牛深市

豊野村(2)

山江村

松島町

苓北町

天草町

都道府県

熊本県

大分県

大分県

実施地域

高森町

宇土町

大分市(2)

犬飼町

玖珠町(3)

久住町

宇佐市

杵築市(3)

宇 目町(10)

野 津 町(3)

上 津 江村(3)

天 瀬 町(2)

蒲 江 町(3)

日 田市(2)

弥 生 町

都道府県

大分県

宮崎県

鹿児島県

実施地域

豊後高田市

国東町

山香町(4)

上浦町(2)

米水津村

安心院町

三光村

耶馬渓町

諸塚村(2)

北浦町

東町

金峰町

牧園町

東郷町

(注)()内 の数字は、実施 した事業数。

資料5-3民 放中波ラジオ放送受信 障害解消事業実施地域

都道府県

北海道

秋田県

山形県

新潟県

福井県

実施地域

遠軽町

本荘市

小国町

小出町

守門村

広神村

湯之谷村

堀之内町

敦賀市

都道府県

和歌山県

島根県

香川県

高知県

佐賀県

実施地域

日置川町

すさみ町

大田市

白鳥町

大内町

引田町

土佐清水市

須崎市

有田町

都道府県

熊本県

大分県

実施地域

蘇陽町

蘇陽町

清和村

小国町

南小国町

河浦町

佐伯市

湯布院町

資料5-4都 市受信障害解消事業実施地域

都道府県

東京都

実施地域

中野区

資料5-5沖 縄県先島地区民放テレビ放送難視聴解消事業実施地域

都道府県

沖縄県

実施地域

平良市

石垣市

城辺町

下地町

上野村

伊良部町

多良間村

竹富町

与那国町

一406



5-3民 活法 ■■■ ■

資料5-6小 笠原地区テレビ放送難視聴解消事業実施地域

都道府県

東京都

実施地域

小笠原村

5-2地 域 ・生活情報通信基盤高度化事業

資料5-7地 域 ・生活情報通信基盤高度化事業実施地域

1自 治体 ネ ッ トワーク施設整備事業

都道府県

静岡県

愛知県

長野県

岐阜県

大分県

熊本県

実施主体

浜松市

岡崎市

長野市

大垣市

大分県

長洲町

2テ レワークセ ンター施設整備事業

都道府県

山形県

熊本県

実施主体

山辺町

朝 日町

白鷹町

阿蘇町

3新 世代地域ケーブルテレビ施設整備事業

都道府県

青森県

山形県

神奈川県

富山県

福井県

三重県

京都府

愛媛県

実施地域

三沢市

米沢市

南陽市

高畠町

茅ケ崎市

氷見市

福井市

飯南町

上野市

笠置町

弓削町

実施主体

三沢市

(株)ニ ュ ーメデ ィ

ア米沢

テ レビちが さき

(株)

(株)ケ ーブルテ レ

ビ氷見

福井市

飯南町

上野市

笠置町

弓削町

4情 報還流促進センター施設整備事業

都道府県

東京都

実施地域

東京都

実施主体

(社)東京都映画協

会

5-3民 活法

資料5-8郵 政省所管民活法認定施股一覧

施 設 類 型
テ レ コ ム ・

リ サ ー チ パ ー ク

テ レコムプラザ

マ ル チ ・メ デ ィ ア ・

タ ワ ー

テ レ ポ ー ト(及 び こ

れ と一 体 の インテリジ ェン

トビ ル)

特定 電気通信 基盤 施

設(及 び これ と一体

のインテリジェントピル)

施 設 名

国際電気通信基礎技術研究所(京都府相楽郡精華町)

東京テレコム ・リサーチパーク(東京都品川区)
北海道情報技術研究所(北 海道江別市)

YRP研 究センター(神奈川県横須賀市)

富山市民 プラザ(富 山県富山市)

テ レコムプラザ ヴィラ(滋 賀県 甲賀郡水 口町)

ニ ューメデ ィアプ ラザ 山口(山 口県 山口市)

熊 本 テク ノプ ラザ(熊 本県熊本市)

新 居浜テ レコムプラザ(愛 媛県新居浜市)

テ レコムプラザ松江(島 根県松江市)

神 戸ハーバー ラン ド情報セ ンター(兵 庫県神戸市)

ス カイタワー西東京(東 京都 田無市)

福 岡 タワー(福 岡県福岡市)

大 阪テ レポー ト(大 阪府大阪市)

東 京テ レポー トセ ンター(東 京都江東区)

東 京テ レポー トセ ンター(東 京都江 東区)

りん くうテ レコム ・インテ リジェン トビル

(大 阪府泉佐野市、泉南市、田尻町)

厚 木テ レコムパ ーク(神 奈川県厚木市)

認定年月日

翼 ・7・23
兀 。5.2

2.4.12

7.4.27

62.ユ0.6

62.10.6

62.10.6

62.10.6

元.2.28

元.5.2

3.2.18

元 ・2・16
兀.2.28

63.3.30

4.3.25

4.3.25

4.10.23

5.1.26
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一5 地域振興

5-4テ レ トピア

資料5-9テ レ トピア地域の指定状況

合言十149f也域

(平成8年3月31日 現 在)
(鳥取県〉鳥取市

米子市 ・境港市
倉吉市

(島根県)松 江市
出雲 市

(岡lh県)岡 山市

金光町
(広島県)広 島市 ・府中町

呉市
福山市

東広島 市
qll口 県〉山口市 ・

萩市
岩国市

防府市 ・小郡町

周南地区広域市町村圏

(新潟県)新 潟 行

長岡 行・越路町 ・三島町 ・与板町
1越 盲

(長野県)L川1レ 丸子町 叫 乏部町 ・坂城町
飯田lf

諏訪地域広域市町村圏
大北地域広域市町村圏
長野 市

(福岡県)北 九州 市
福岡市

久留 米市
(佐賀県〉佐賀市

伊万里 市
武雄市

(長崎 県)長 崎市 ・大村市 ・福江市 ・対馬全町 ・五島 全町 ・壱岐全町
(熊本県)熊 本市 ・益城町

く大分県)大 分市 ・別府市
日田市

佐伯市(宮崎県
)宮 崎市

延岡市
(鹿児島県)鹿 児島市

国 分市 ・隼人町

ダ

ヂ

(徳島県)徳 島東部情報文化圏
(香川県)高 松市

中讃地区広域市町村圏
(愛媛県)松 山地方生活文化経済圏

今治市
宇和島市
新居浜市

(高知県)須 崎市

(沖縄県〉沖縄県全域

(富山県)富ll1市

高岡市
礪波広域 市町村圏
新湊市

新川広域圏
(石川県〉金沢市

小松市
(福井県)福 井坂 井地区広域 市町村圏

　

… ●●響

○/

●

●

●

●

●

● ●

●

=
●

多,.
● ・

●

.!.ピ'3・ ∴.3● ㌦
う・∴ 蕊・ ・

蘇 … ●≦'3覧●{了

(滋賀県)大 津 市 ・草津 市
(京都府)田 辺町 ・精華町 ・木津町

京都市
(大阪府)大 阪llゴ

堺 市
岸和田市
豊中 市

泉州4rlf3町 広域行政圏
(兵庫県)神 戸1

姫路i
明石1
西宮h

伊丹1東播
臨海広域圏

(和歌lll県)御 坊 ・田辺周辺広域 市町村圏

●

●

●

(岐阜県)大 垣市
高山市
可児市
岐阜市

(静岡県)静 岡市
浜松市

(愛知県)名 古屋市
岡崎市
・宮市

衣浦東部広域行政圏
豊田市・三好町
豊橋市

(三弔県)津 市
四日市市
lJ}勢市
松坂市
桑名市
伊賀地区広域市町村圏鈴鹿市

!

(1ヒ海道)季L巾晃〒卜∫
函館 市
十勝広域市町 村圏

北 見市紋
別 市

(青森県)青 森市
八戸市

(岩手県)盛 岡市 ・滝沢村
水沢 市
北L市
一関 市

釜石市
(宮城県)仙 台 市
(秋田県)秋 田 市

鹿 角市
(山形県)米 沢rf了・南陽市 ・

高畠町 ・川西町
(福島県)福 島 市

郡山 市

(茨城県)日 血市
土浦市

(栃木県)宇 都宮市
栃木市
佐野市真
岡市
鹿沼市

(群馬県)前 橋市
(埼玉県)熊 谷市

埼玉中枢都市圏
入間市

(千葉県)千 葉市
船橋市
木更津市
松戸市
成出市
佐倉市
市原市
八千代市

(東京都)港 区
台東区
江東区
中野区墨
田区
足立区
北区
品川区
八王子市
立川市
三鷹市

(神奈川県)横 浜市
川崎市
横須賀市
平塚市
鎌倉市
藤沢市
小田原市
相模原市
厚木市
茅ケ崎市

(山梨県)甲 府市
白根町
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5-5ハ イビジ ョン ー

5-5ハ イ ビジ ョン

資料5-10ハ イ ビジ ョン ・シテ ィモデル都市の 指定状況

り
○ ハ イビ ジ ョン ・シ テ ィモ デ ル 都 市 数=39地 域(34市 ・4町 ・2村)。 /

!.
0

o 釧路市*
夕張市

*松 江市

*安 来市

*邑 智町

*広 島市

*山 口市

北

九 ワ

州 佐

市 賀'

*市'

*20

佐
世 諌 熊大
保 早 本 分

市 市 市市
****

)
も のコ

'
一'・.(

げ ロ ド

!◎ ・'、1'
,ノ

層」'

ρ1"で

＼ 高梁市*

o/

*三 条市
*山 形村

*駒 ケ根市

*瑞 浪市

*鯖 江市

*京 都市

園部町

。*伊丹市
o

*堺 市

　 ロ 　 ロ ら

燕/wヤ".

.・6'.,ミ

*鶴 岡 市 ～

〉!

5一ノ～

し 一、
・,㌧ノへ/㍉'ト 、'

1-、 博 ぐ シ2

ゴ ノ ノ、<rヒ・...そ∴

し,七)・
ノ

もべ!竜 三E田丁

φ

結城市*
久喜市*

千葉市*

八王子市*

厚木市*

勲 「糊 村
浜松市*

名古屋市*
一一宮市

四日市市*

大垣市*

北島町*

高松市*
々 ヴ

じ

〆

じグ`

P

(注)1*印 は 、ハ イビジョン ・シテ ィモデル都市 で既 にハ イビジョンを導入 し運用 している地方公共

団体 を表示 している。

2静 岡市 、清水市は2市 で1地 域.
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■■■6国 際関係

6国 際関係

6-1国 際協調

資料6-1万 国郵便連合(UPU)の 活動状況

(1995年 度)

会議名

管理理事会(CA)年 次

会合

期間

1995

10.ユ7-10.25

場所
ベ ル ン

(ス イス)

概要

1996年 連合予算及び活動計画の決定、1994年 の活動報

告、UPU国 際事務局次長補の選出。

資 料6-2ア ジア ・太平洋郵便連合(APPU)の 活動状況

(1995年 度)

会議名

アジア ・太平洋郵便連

合(APPU)大 会議 及びア

ジア ・太平 洋郵便研修

センター(APPTC)運 営

理事会会合

期間

1995

9.4～9.12

場所

シンガポール

概要

連 合諸文書 の構成 の見直 し、APPU一 般 規則の恒 久文書

化 、APPU中 央 事務局長 の選 出、特 別活動 基金の設置、

APPTCの 組 織改正及 びビジネス・プ ランの承認、Apprc

所 長 の選出。

資料6-3国 際電気通信連合(lTU)の 主要会議

(1995年 度 〉

会議名
1995年 次理事 会

ITU

レ ヴ ュ ー コ ミ ッ テ ィ

無線通信総会

(RA-95)

世界無線通信会議

(WRC-95)

テ レコム95

期間

1995

6.21～6.30

第1回

1995

5.29～5.31

第2回

1995

12。11～12.15

1995

10.16～10.26

1995

10.23～11.17

1995

10。3～10.11

場所
ジュネー ヴ

(ス イス)

ジ ュネー ヴ

(ス イス)

ジ ユ不一ヴ

(ス イス)

ジ ュネーヴ

(ス イス)

ジ ュネーヴ

(ス イス)

概要
連合の年間活動計画、予算及び決算、職員問題、戦略

政策及び計画等の審議。

京都全権委員会議の決議 第15に 基 いて設置が決定。I

TUの 連 合員(Mメ ンバー)と3セ クターの(非 主管

庁)構 成員(mメ ンバー)の 権利 と義 務について、m

メ ンバーの権利 を高める方向で検 討。

移動衛星通信 ・将来の公衆陸上移動通信システム(F

PLMTS)・ デジタル放送に関する諸勧告の承認。

研究委員会議長の選出。研究議題の承認。

周囲衛星を利用 した衛星通信 システムへの周波数の決

定、各種規定の整備。商業化を目的とした無線通信規

則の全面的な改正。

最新 の電気通信機器 ・技術の展示会、

略 サ ミッ ト、技術サ ミッ ト)の 開催。

フオーラム(戦

資料6-41TU無 線通信部門(lTU-R)の 活動状況

会議名

無線通信総会

SG1

(ス ペ ク トル管理技術)

SG2

(業 務 間の共用 ・両 立

性)

(1995年)

期間

1995

10.16～10.20

1995

6.7～6.9

1995

5.31～6.2

場所
ジュネーヴ

(ス イス)

ジ ュネー ヴ

(ス イス)

ジ ュネー ヴ

(ス イス)

概要

移動通信分野をは じめとして固定通信、衛星通信、宇

宙科学、放送等の各種無線業務に係る技術 ・運用等 を

規定 した195件 の勧告を承認。次会期の活動内容を決

定する386の研究課題を採択。

スプリアス発射の許容し得る最大電力 レベル、無線業

務間で共用するための一般原則及び方法、国際監視組

織等、周波数管理技術に関する新勧告案9件 、改訂勧

告案4件 及びスペクトル利用の長期戦略等の新研究課

題案4件 を承認。

1～3GHz帯 における周波数共用基準及び放送業務(

87-108MHz)と 航空移動業務(108-137MHz)の 両立

性に関する新勧告案4件 及び改訂勧告案2件 の承認。

本会合を最後に活動を終了。
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6-1国 際協調

会議名

SG3

(電波 伝搬)

SG4

SG7

(科 学 業務)

SG8

SG9

(固定 業務)

SG4/9

(固定業務 と固定衛星

業務との周波数共用)

SGlO

(音声 放送)

SGl1

(テ レビジョン放送)

RAG

(優先 順位、戦略等)

期間

1995

6.5～6.7

1995

1.11～1.19

1995

5。24～5.26

1995

6.12～6.16

1995

5.30～6.2

1995

5.31

1995

6.1～6.6

1995

6.1～6.7

1995

1.23～1.25

1995

9.11～9.14

(9.15及 び9.18

RAG/TS

AG合 同 作 業

会 合)

場所
ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

ジュ ネーヴ

(ス イス)

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

ジ ュ 不 一 ヴ

(ス イ ス)

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

ジ ュ 不 一 ヴ

(ス イ ス)

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

ジ ユ 不 一 ヴ

(ス イ ス)

ジ ュ 不 一 ヴ

(ス イ ス)

概要

30MHzか ら3GHzの 周波数帯における陸上移動及び

地上放送業務のための伝搬推定法、約0,lGHz以 上に

おける衛星移動及び無線標定業務のための伝搬データ

と推定法等の勧告案23件 を承認。

TG4/3、WP4A、WP4SNG、WP4Bか ら

提出された、新勧告案5件 、勧告改訂案6件 、新研究課

題4件 、研究課題改訂案3件 が審議 され、承認。無線

通信局長及びWP議 長の提案に基づ き、新研究課題1

件及び研究課題改訂案2件 が承認。

衛星搭載能動 リモー トセンシングに適 した周波数と必

要帯域幅及び衛星搭載能動センサの性能 と干渉条件等

の勧告案21件他、研究課題案7件 、新意見案2件 、新

決定案1件 を取 りまとめ。

MSS端 末の技術特性に関する新研究課題、無線LA

Nの 移動部分を取 り扱 う新研究課題等ll件 の新/修 正

課題案の承認、非静止衛星を使用した移動衛星通信網

の伝搬影響、MSSが 影響を与える区域の計算等、34

件の新/修 正勧告案の承認。

1994.11のWP会 合(ジ ュネー ヴ)に て作 成 され た勧告 案

23件(新 勧告案4件 、勧 告修正案19件)及 び 「1-3

GHz帯 の 移動 衛星業務 と固定業務の保護基準」等 の

研究課題案 について審議。承認後、RAへ の 提出が決

定。

1994.1!のWP会 合(ジ ュネー ヴ)に て作成 された勧

告案3件(新 勧告案1件 、勧告修正案2件)及 び 「M

SSの た めのフ ィー ダリンクと接続する非静止衛星間

リンクと同一周波数帯 を使用す る固定業務 のための共

用基準」等 の研究課題案 について審議。承認後 、RA

へ の提 出が決定。

固定 お よび移動 受信 用FM多 重 放 送 システム、30-

3000MHz帯 に おける地上系 デジタル音声放送 システ

ム等に関する勧告案9件 を採択。

アナログ入出力 を備 えたデジ タル映像機器の測定法、

超高精画像 、HDTVス タジオ規格、デ ジタル地上テ

レビジ ョン放送等 に関する勧告案39件 を採択。

無線通信部門と電気通信標準化部門の作業分担の見直

しについて、TSAGと の間で合同作業グループ(J

WG)を 設置 して検討を行うことの確認のほか、衛星

通信網の調整手続きの見直し及びmメ ンバー(認 めら

れた企業及び学術工業団体〉の権利見直 しについて審

議。また、無線通信部門と電気通信開発部門の協力に

ついて報告及び議論、

ITUの 衛 星調整 ・計画の フ レーム ワー クの見直 し(全

権委員会議決議18>、 無 線通信部門決議1(作 業方 法)

の 見直 しについての審議のほか、SG2の 当 初の 目的

達成 に伴 う同SGの 活 動停止 について合意。 また、T

SAGと の 合同作業会合 を開催 、無線通信部門 と電気

通信標準 化部 門の作業分担 の見直 し等 について議論。
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資料6-51TU電 気通信標準化部門(ITU-T)の 活動状況

(1995年)

会議名

SG1

第4回 会 合

SG2

第4回 会合

SG3

第4回 会合

SG3

TAS会 合

SG4

第3回 会合

SG5

第3回 会合

SG6

第3回 会合

SG7

第4回 会合

期間

1995

5,16～5.26

1995

9.19～9.29

1995

6.ユ2～6.23

1995

8。15～8.17

1995

3.27～4.7

1995

1,30-2.3

ユ995

3.6～3.10

1995

6.26-7.7

場所
ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス 〉

ジュネーヴ

(ス イス)

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

ク ア ラ ル ナ プ ー ノ

(マ レー シ ア)

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

ジ ユ 不 一 ヴ

(ス イ ス)

ン ユ 不 一 ウ

(ス イ ス)

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

概要
E.135(身 障 者 のための電気通信端末 の ヒューマ ンファ

クタ)、1.241.8(テ レアクシ ョンステー ジ1サ ー ビス

記述、1.257.1(ユ ー ザ間情報通知)、1.258.1(通 信

中端末移動)の4件 の新規勧 告及びMHS/MHSと

サ ー ビスの概要(F.400/X.400>等4件 の 修正勧告案 の

郵便投 票手続 き開始 を決定。来研 究会期 に向けて、現

在の研究課題の統合、削除等についての審議。Q.15及

びQ.3の2の 課題 は削 除で合意 。Q.17、Q.19及 びQ.18の
一 本化
、Q.5とQ.13の 統 合、Q.22とQ.24の 統 合及 びQ.2

の 削 除については継続 審議。

ユニバーサルな国際 フリー フォン番号 の勧告案等15件

の 勧告案の採択 及び1件 の勧告削 除のための郵便投 票

手続 きを開始。代 替通話 手段(コ ールバ ック)に つい

ては、 「ConstantCalling方 式 及びAnswerSuppres-

sion方 式 は トラピック性 能を著 しく低 下 させるため、

避けるべ き。」 との検討結果 をTSB事 務 局長等 に報

告。

3件 の修正勧告案採択のための郵便投票手続を開始。

①D.140(国 際電話サービスのための計算料金原則付録

C)②D.180(国 際音声番組及びテレビジョン番組伝送

のための回線随時提供)③D.190(EDIを 利用した主

管庁間の国際 トラピック計算データの交換)そ の他

勧告の新規作成 ・修正 ・廃止(計ll件)に ついて郵便

投票手続の適用を開始(凍 結)。 代替通話手段に関す

る特別会合を開催。

TAS地 域(ア ジア ・太洋州地域料金グループ)に お

ける計算料金動向調査の報告。地域内で使用 される直

通 ・非直通関係における着信IDDコ ス トモデルの完

成。今後の作業計画及び次研究期におけるTASの マ
ンデー トの検討。

7件 の勧告案を承認。電話型回線の保守では、既存勧

告の有効性及びTMNに 関する記述の既存勧告への追

加について調査 した結果を報告。測定機についてはセ

ルロス等の測定アルゴリズムの検討を継続することを

決定、TMN関 連ではディレクトリシステム等の記述、

TMN/IN統 合コンセプ トを審議。F/Xイ ンター

フェース、共通線信号方式においてもTMN関 連事項

の勧告化へ向けて審議が進展。

勧告案3件 を郵便投票 にかけ ることを承認。① 勧告K,

12(ガ ス 入 り放電 管の特性:修 正)② 勧告K.22(ISD

N/TSバ ス に接続 され る機器の過電圧 ・過電流耐力

:修 正)③ 勧告案K.E(静 電 気放電 イ ミュニ テ ィの試験

方法:新 規)

勧 告案1件 を郵便投票 にかけ ることを承認。① 勧告L

lmp(公 衆 網 にお ける光加入者 アクセ ス系の構築法:新

規)。ハン ドブ ック 「公衆通信網 に適用す る屋外設備技

術」等、ハ ン ドブ ックの修正、加筆につい て審議。

デー タ通信網で は、 フレーム リレーの ス イッチ ドバ ー

チ ャルコールのX.145を 凍 結。 パケ ッ ト通信 では、高 パ

ケ ッ トX.n等 の審議が進展。 マルチ キ ャス トでは、X.25

上 の規定 を行 うXmcp、X.mcp+を 凍 結。 イ ンターワー ク

で は、 ス イ ノチ ドパ ケ ッ ト・フレーム リ レーとISD

Nの 相 互接 続のための勧告が凍結。番 号計画で は、

1997年 の タイムT等 の議論 を行い、 デー タ網でX.121

を使 用す る事 を確認、,MHSは 、4件 の修正 とインプ

リメン ター ズガイ ドVer.13の 内 容 を確認。OSI

は 、 これ までの審議 に加 え、OSI処 理 の効率化 につ

い ても検討 .
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会議名

SG8

第5回 会合

SG9

第2回 会合

SG9

第3回 会合

SGIO

第3回 会合

SGll

第5回 会合

期間

1996

2.6～2.15

1995

6,5-6.8

1996

3.25～3.29

1995

9.6-9.14

ユ995

4.24～5。12

場所
ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

ジ ュ 不 一 ヴ

(ス イ ス)

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

概要
ファクシ ミリでは、T.4/30の 改 訂(V.34導 入 、V.33削

除 等/、T.31/32の 改 訂(V.34、 白黒2値JBIGIT.

32の み)導 入等)、T.35改 訂 、T.routingの 勧 告 化の他、

JBIGを 用 いたカラーフ ァクシ ミリの符号 化方式 、

HKM方 式 及びRSA方 式 によるセ キュ リテ ィ等 の審

議 を行 う。 オーデ ィオ・グラフィック会議 では、マルチ

メデ ィア会議 のための デー タプロ トコル を規定するT.

T.120と 汎 用 アプリケー ションテ ンプ レー トを規定す

る121の 勧 告化の他、映像 と音声 の制御 を行 うための

T.128に つ いて審議 を行 う.開 放型文書体系(ODA)の

機 能拡張が進 め られ、T.416、T.417、T.418、T.423、T.

424、T.425の 勧 告化等 を行 う。 網機能 とインター ワー

キングでは、ISDNと64kb/s以 下 の伝送方式等 を審

議。マルチメデ ィアサ ービスのための網機能 では、ビ

デオ ・オ ンデマン ドの実現 に向けた機能等 を審議。

デジタルCATV、SMATV等 に 関す る勧告案 を郵

便投票にかけることを採択。次 回会合 までにATMフ

ォーラム、DAVICと の 交流について検討 すること

を決定。

SMATVに 関す る勧告 に附属するAnnexC(日 本提

案)の 詳細を記述 した案 を提案

システム間の情報 の流 れを記述 する メッセージシーケ

ンスチ ャー ト(MSC)に 階 層構造 を導 入す ることが

検討 され、WTSC96で の 勧告化 を予定 。プログラム

言語CHILLの オ ブジェク ト指向化についても作業

が進展 しWTSC96で の勧告化 を予定。 仕様記述言語

SDLの 図形表現 デー タの共通交換 フォーマ ッ ト(C

IF)に つ いて は仕様が凍結 され、1996年4月 の会合

で承認 される予定。本 会合 よ り、 ヒューマ ンマシンイ

ンタフェース(HMI)関 連 の3課 題 が削 除 され、管

理 オブジェク トの定着 のための ガイ ドラ イン(GDM

O>関 連 の2課 題 を追加,

FPLMTSに 関 しては機能モデ ル及び情報 フローの

勧告が作成 され、1997年 初 頭 に凍結の予定。 またステ
ー ジ2の 勧告化は1997年 末

、ステージ3の 勧告化 を199

8年 末 とする作業計画 を作成。INに 関 しては、能力セ

ッ ト1(CSl)の 改版 を終 了。CS2に つ いても1996

年1月 の会合で凍結の予定.,CS3は1998年 第2四 半

期 の勧告化 を目標。またINの 長 期 アーキテクチ ャ吐

TA>の 検 討 を開始、 インター ネッ トワーキングにつ

いては、課題 の明確化 を図 るため、 ケー スス タデ ィを

中心 に検討する予 定UPTに つ いては、INCSl

ベ ー スのサー ビスセ ノト1勧 告 を1996年1月 に凍結の

予定.、INCS2ベ ー スの勧告 について も具体的 な審

議 を開始,B-ISDN関 連 では、可変速 度パラ メータ

とマルチポ イン ト接続 を提供する信号 プロ トコル仕様

を勧告化B-ISUPの 転 送に必 要な信号 用AAL

及 びB-MTP31メ ノセーシ転送部)仕 様 の完成。V

OD等 マ ルチ メデ でアサー ビスに必 要な信号機能モデ

ルの検討 を開始SGllと してATMフ ォーラム と正

式 な リエ ゾン関係 を確立.DAVICに つ いて も1996

年1月 の会合で議論
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会議名

SGl2

第4回 会 合

SG13

第4回 会合

SG14

第3回 会合

SGl4

第4回 会合

SG15

第4回 会合

期間

1995

9.4～9.15

1995

7.10～7.21

1995

4.12-4.20

ユ996

3.12～3.20

1995

11.13～ll.24

場所
ジュネー ヴ

(ス イス)

ジュネーヴ

(ス イス)

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

ジ ュ 不 一 ヴ

(ス イ ス)

ジ ュ 不 一 ヴ

(ス イ ス)

概要

端末機器 にお ける音声特性 の評価 に対す る検 討では、

デ ジ タル電 話機 の特 性規 定 と測 定法 に関 す る勧告P.

310を 勧 告化。その他、G.728等 の低 ビッ トレー ト音声

コーデ ックを用い たデジ タル電話機 の特性規 定 と測定

法 に関 して検討が行 われた。マ ルチ メデ ィアサー ビス

におけるオーデ ィオ ビジュアル品質では、映像品質の

主観評価法 に関す る勧告P.190、AV通 信 の双方向主観

評価法 に関す る勧告P.920、 映像 レファレンス システ ム

の原理 に関す る勧告P.930が 凍 結 され、第5回 会合 で

勧告化 を予定 している。電話網 、ISDN及 びISD

Nと の相互接続 におけるエ コー伝搬 時間、安定性で は、

通信装置 に よる処理遅 延時 間の国内 及び国際接続 への

配分 を加 える等 の修正 を行 った勧告G.114、 エ コー制御

ルールを整理(基 本的な考 え方 は片 道遅 延時間25msec

以上 の回線 にはエ コー制御装置 を用 いる こと。)・ 修

正 した勧告G.113を 勧 告化。電話伝送 品質の インサー ビ

ス評価法 では、 インサ ー ビス中に伝送 品質測 定 を行 う

装置 の勧告P.561を 勧 告化。

B-ISDNで は 、多網 とのイ ンターワーキ ング、A

TMレ イヤ、品質等 の検討 を行 い、64kb/sのALL1

に よる伝 送、H.262に よ る映像信号伝送のため の レイ

ヤの審議 、アクセ ス勧告1.432関 連 の凍結 、品質勧告1。

610の 勧 告化等 を行 う。網機能 とインター ワー キング

では、ISDNと64kb/s以 下 の伝送方式等 を審議。 マ

ルチ メデ ィアサー ビスのための網機能 では、 ビデオ ・

オンデマ ン ドの実 現に向けた機能等 を審議。GII関

連 の標準化 を本SG13リ ー ドに より、実施 する案 が出

され、ア ドバ イザ リー グループへ の寄書提 出 について

審議。

高速モデムでは、28,800b/sま で のデー タ信号で動作す

る電話交換網 及び2線 式電話帯域専用線 用モデムのた

めの勧告V.34の 改 訂等 を第4回 会合 で行 う。

モー ドの識別、選択手順では、V.34の デ ー タ伝送の開

始手順 を定めたV,8に 関 し、通信 中におけ る端末の切 り

替 えを可能 とす るv.8bisが 第3回 会合で勧告化 される

予定であ ったが、英、米、仏 の反対 で採 決 されず、仕

様 をつめて第4回 会合で勧 告化。DTE-DCE相 互

接続 回路では、 フロー制御 に関する回路規定V.fcに つ

いて、勧告原案が提出 され、審議 。

オー デ ィオビジュアルサー ビスでは、マ ルチ メデ ィア

多重 ・同期 を含めた ネッ トワー ク ・ア ダプテ ーシ ョン

勧告H.222.0、H.222.ユ 、信号手順勧告H.245、AV通 信 シ

ステム勧告H.310等 の審議が行 われ、1996年 の勧告化 を

目指 してい る。 また、PSTNへ の 適用 を想定 した超

低速TV電 話 で は、多重 化(H.223)、 映 像符号化(H.263)

音 声 符号化(G.723.1)、 システム(H.324)等 一 連の標準

の審議が行わ れ、1996年 で の承認 を目指 している。 ま

た、移動体通信への適用 に向けた勧告化作業 につ いて

も、整合 を図 りつつ並 行 して進 め られている。その他、

H.262をLAN環 境 へ適用す るため、多重化(H.225>、

シ ステム(H.322、H,323)等 が 審議 され てお り、ユ996年

で の承認 を目指 してい る。音声符号化 、信号処理で は、

8kb/s音 声 符号 化方式については、NTT,CNET,

AT&Tが 共 同で開発 した方式 に対 して品質試験 を行

い、要求条件 を満たす ことを確認、勧告化 。G.DSmは 審

議 の結果 、G.729コ ンパチブル方式 を採用 、次 回に勧告

化。 デシ タル多重化装 置関係で は、ATM装 置 のため

の勧 告1.731、1.732を 勧告 化。 その他、SDHリ ン グ環境

に関する審議 を行い、 ドラフ トを完成。 また、 フレキ
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会議名

SG15

第4回 会 合

TSAG

第4回 会合

TSAG

第5回 会合

期間

!995

11.13～ll.24

1995

1.23～1,27

1995

9.19-9.22

(9.15及 び9.18

RAG/TS

AG合 同 作業

会合)

場所
ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

概要
シブル多重化装置 に関 して、G。FmuxSDHが 凍 結 され、

次 回に加速勧告化手続 きにかけ られる予定。通信網管

理(TMN)で は 、ATM装 置 の管理 に関す る勧告

1.751を 勧 告化 、SDHイ ン プリメンターズガイ ドの更新

を引 き続 き実施。また、伝送網管理 に関 して、ODP(

OpenDistributedProcessing)に 基づ くシステム言己

述の方法論 に関 し審議。

情報通信基盤の構築に関する検討の必要性が確認され

るなど、電気通信標準化部門の活動の優先順位及び戦

略の審議のほか、同部門の今後の作業計画等 に関し議

論。また、フォーラム等との協力 ・協調を行う際の判

断基準を含むガイドラインを、日本提案をベースとし

て作成。

知的所有権(IPR)に 関する手続 きの明確化、勧告

成立までの期間短縮のための勧告承認手続きの改訂、

特定の トピックスについて従来のSGの 枠組みを超え

た活動を行う 「タスクフォース」の設立等、電気通信

標準化部門における作業手続きの見直 しについて審議
のほか、同部門の戦略及び優先順位、作業計画、他機関

との協力及び調整等について議論。また、TSAGと

の合同作業会合を開催、電気通信標準化部門と無線通

信部門の作業分担の見直 し等について議論。

資料6-61TU電 気通信開発部門(lTU-D)の 活動状況

(1995年 度)

会議名

開発研究委員会1(SG
1)第1回 会合

開発研究委員会2(SG
2)第1回 会合

開発研究委 員会1(SG

1>作 業 部会(WP)会 口

開発研究委 員会2(SG

2)作 業 部会(WP)会 ロ

期間

ユ995

3.6～3.16

1995

5.1～5.ll

1995

11.27～1!.30

1995

12.4～!2.7

場所

ジ ュ 不 一 ヴ

(ス イ ス)

ジュネーヴ

(ス イス)

ジュネーヴ

(ス イス)

ジュネーヴ

(ス イス)

概要

SGlの 構成及び活動計画の決定、各研究課題の議長

等の選出

SG2の 構成及び活動計画の決定、各研究課題の議長
等の選出

各研究課題の報告書案の検討

各研究課題の報告書案の検討

資料6-7国 際電気通信衛星機構(lNTELSAT)の 活動状況

(ユ995年 度)

サー ビスの概 要

収支

最近の動き

太平洋、 イン ド洋、大西洋、アジアの4地 域に計23機 の 衛星 を配置 し136の 加 盟国のほか夕

くの国が利用(総 回線容量は、延べ電話37万9,500回 線+TV87回 線)。 主 なサー ビスは以

下の とお り。

① 国際公衆 交換網接続サー ビス

② 国際TV伝 送 サ ービス

③ 個別 ネッ トワークサー ビス

④ トランスポ ンダサ ービス

⑤ ケー ブル復 旧サー ビス

⑥VISTAサ ー ビス

1995年 決 算 に お い て 収 入8億1,100万 ドル 、 支 出5億1,300万 ドル 。 我 が 国 の 出 資 率(4.4%)

は 米(19.1%)、 英(10.4%)に 次 ぎ世 界 第3位 。

回線容量の利 用効率 を向上す るためDAMA(DemandAssig㎜entMultipleAccess)サ ー

ビスを1996年 中 に導入す る予定。
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資料6-8国 際海 事衛星機構(lNMARSAT)の 活動状況

(1995年 度)

サ ー ビスの概要

収支

最近の動 き

、平洋、イン ド洋 、大西洋東、大西洋西 の4地 域 に計10機 の衛星 を配置 内2機 は インテルサ ッ ト

衛星 の共用)。79の 加 盟 国のほか多 くの 国で船舶 ・航空機 ・陸上移動の各地球局 を利 用(計5

万2,000局)。 主 なサー ビスは以下の とお り。

① インマ ルサ ッ トA(電 話 、テ レックス、 ファクシミリ、デー タ)

② インマルサ ッ トB(電 話 、テ レックス、 ファクシ ミリ、デー タ)

③ インマ ルサ ッ トC(デ ー タ)

④ インマ ルサ ッ トM(電 話 、 ファクシ ミリ、デー タ)

⑤ インマルサ ッ トエア ロ(電 話、 ファクシミリ、デー タ)

な お、SOLAS条 約 は遭難i安全通信用設備 としてインマルサ ッ ト船舶地球局(A、B又 はC)

の船 舶へ の設置 を義務付け。

ユ995年 決算 におい て、収入3億4,000万 ドル、支 出2億600万 ドル。我 が国の出資率(8.0%)は

米(23.0%)、 英(9.4%)に 次 ぎ世界 第3位 。

インマルサ ッ トの 目的 に航空通信 を追加するため1985年 に総 会にて、条約の改正 を採択(1989

年 発効)。 さらに、1989年 に総会にて、陸上移動通信 を追加す るため に条約 の改正 を採 択。

我が国は、1995年 ユ2月にこれ を受諾する も、現在 の ところ改正条約 は未発効で あるが、 イン

マルサ ッ トで は陸上移動サー ビスの開発及びその試験的提供 に取 り組 んで きてお り、現在 約

2万 局の利用。

サー ビスの中では、 インマルサ ットM(ア タ ッシュケース大)及 びインマ ルサ ッ トCの 成長

が 顕著。 また、1996年 夏 には インマルサ ッ トミニM(A4大)を 開始予定 。

資料6-9ア ジア ・太平洋電気通信共同体(APT)の 活動状 況

(1995年)

会議名

研究委員会(SG)編 集会議

電気通信分野における資金等の

調達に関するセ ミナー

D/WA衛 星 及びSDH技 術 の利用 に関

す るセ ミナー

ITU

報会合

WRC-95に 関 する情

第15回 研究委員会(SG)会 合

AII(ア ジ ア ・太平洋情報通信 基

盤)に 関す るハ イ レベ ル会合

第19回 管理委員会

期間

ユ995

4.17～4.19

1995

4.27～5.1

1995

7.4～7.7

1995

8.1～8.3

1995

8.22～8.29

1995

10.18～10.20

1995

11.22～11.30

場所

バ ン コ ク(タ イ)

バ ン ガ ロ ー ル(イ ン ド)

シ ドニ ー(オ ー ス ト ラ リ ア)

ホワ ヒン(タ イ)

ノ ン カ イ(タ イ)

東京(日本)

バ ン コ ク(タ イ)

資料6-10ア ジア ・太平洋経済協力(APEC)の 活 動状況

(1995年)

会議名

第1回高級事務 レベル会合

APEC/OECD/PEC

C情 報 通信インフラシンポ.ジウム

第11回 電 気通信 ワーキ ング ・

グループ

期間

1995

2.13～2.15

1995

2.20～2.21

1995

2.22～2.24

場所

福岡旧 本)

バ ン ク ー バ ー(カ ナ ダ)

バ ン ク ー バ ー(カ ナ ダ)

概要

大阪行動指針の調整

政府と民間の協力、GII整

備等に関する意見交換

国際VANサ ー ビス と電気通

信機器認 証 に関す るガイ ドラ

インの フオロー
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会議名

第1回電気通信高級事務 レベ

ル会合

第2回電気通信高級事務 レベ

ル会合

電気通信 ・情報産業大臣会合

第2回高級事務 レベル会合

第ユ2回電気通信 ワーキ ング ・

グルー プ

インフラ官民対話

第4回 高級事務 レベル会合

第7回 閣僚会合

第3回非公式首脳会合

第1回高級事務レベル会合

第13回 電 気通信 ワーキング ・

グループ

期間

1995

3.29～3,31

1995

5.27-5.30

1995

5.29-5.30

1995

7.6-7.8

1995

9.5～9.8

1995

9.19-9.2ユ

1995

10.9～10.13

1995

11.16～11.17

1995

11.19

1996

2.6～2.8

1996

3.18～3.21

場所

ソウル(韓 国)

ソ ウル(韓 国)

ソ ウル(韓 国)

札 幌(日 本)

上 海(中 国)

ジ ャカル タ(イ ン ドネシア)

東京旧 本)

大阪(日 本)

大阪旧 本)

マ ニ ラ(フ ィ リ ピ ン)

サンチ アゴ(チ リ)

概要

電気通信 ・情報産業大臣会合

準備

電気通信 ・情報産業大臣会合

準備

アジア ・太平洋情報通信基盤

(APII)整 備のためのソウ

ル宣言及び共同声明の採択

大阪行動指針の調整

電気通信 ワーキ ング ・グルー

プ行動計画の採択等

インフラ整備における政府と

民間の役割に関する意見交換

電気通信 ワー キング ・グルー

プか らの報告書の承認、大阪

行動指針の調整

閣僚共同声明の採択

大阪宣言、大阪行動指針、当

初の措置の採択

行動計画の フォーマ ット作 り

電気通信分野の行動計画の着

実な実施

資料6-11国 連ア ジア ・太平洋経済社会委員会(ESCAP)の 活動状況
(1995年)

会議名

第51回 総 会

宇宙利用政府間協議委員会

(ICC)会 合

期間

1995

4.24-5.1

1995

6.14～6,16

場所
バ ン コ ク(タ イ)

バ ングラデ シュ

概要
ESCAPの 最 高_見 決定機

関。 国連総 会におい て採択 さ

れた1994-1995年 事 業計 画の実

施及び1996-1997年 の事 業計 画

案につ いて検討。

衛星通信に関する作業部会の
手続規則等の検討及び、 「開
発のための宇宙利用プログラ
ム」の実施に向けたICC再

編等の検討。

資料6-12国 際海事機 関(lMO)の 活動状況(無 線通信関係のみ)
(1995年 度)

加盟国は、ユ52ヶ国(そ の他に準加盟国として、香港及びマカオがある。)

無線通信に関しては、海上安全委員会(MSC)で 海上人命安全条約の改正案等を審議 しており・その下部組織の

無線通信小委員会(平成8年の次回会合からは捜索救助に関する事項を含む・無線通信 ・捜索救助小委員会と改組)

では、無線通信等に関する規定等の整備を、また、訓練 ・当直基準小委員会では・無線通信等に関する規定等の

整備を、また、訓練 ・当直基準小委員会では、無線通信担当職員の資格や訓練に関する規定の整備等 をそれぞれ審

議。
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資料6-13国 際民 間航空機関(lCAO)の 活動状況(無 線通信関係のみ)

(1995年 度)

加盟国は、180ヶ 国。

将来の航空航法に関する特別委員会(FANS)の 第2フ ェーズが行われ、現在の無線管制システムの構築のための

審議を実施。当該システムは、①通信、②航法、③監視の3つ の柱について、衛星を利用 し、遠 く離れた大洋上に

いる航空機の位置等の情報を的確に把握することにより、航空機の飛行間隔の短縮に貢献 し同一航空路を飛行で

きる航空機の数を大幅に増やすことがで きると期待。

資料6-14 経済協力開発機構(OECD)の 情報 ・コンピュータ ・

通信政策(lCCP)委 員会の主要活動状 況

(1995年)

会議名

情報インフラに関する特別会合

ICCP第27回 会合

技術、生産性及び雇用に関する第3

回3委員会合同専門家会合

OECD-KISDI(韓 国 通信 開

発研究 院)共 催、情報通信 インフラ

に関す る会合

TISP(電 気通信及び情報サービス

政策に関する作業部会)第15回 会合

衛星サービスにおける競争に関す

る専門家ア ドホック会合

第1回情報社会の経済的影響に関す

るワークショップ

電気通信業績指標 に関する ワーク

ン ヨツフ

技術、生産性及び雇用に関する第4

回3委員会合同専門家会合

ICCP第28回 会合

情報技術 の標準化 に関する ワー ク

ンヨツフ

情報インフラと地域開発に関する

会合

第2回 情報社 会の経済的影響 に関す

る ワー クショッフ。

暗号政策 に関す るア ドホ ック専門

家 会合/グ ローバ ルな暗号政策 に関

す る官民共同 フォー ラム

TISP(電 気通信及び情報サー

ビス政策に関する作業部会)

第16回 会合

国際計算料金に関するアドホ ソク

会合

期間

1995

4.3-4.4

1995

4.5

1995

4.6～4.7

1995

4.27～4.28

1995

6.13～6.14

1995

6.15

1995

6.28～6.29

1995

9.28～9.29

1995

10.ユ9～10.20

1995

10.23～10.25

1995

10.26-10.27

1995

11,7一 ユ1.8

1995

12.14～12.15

ユ995

12.18～12.20

ユ996

1.30～1.31

1996

2.1～2.2

概要

情報インフラの経済的 ・社会的影響についてハイレベル

の出席者を得て報告。

95年度の年間活動計画を説明。閣僚理事会コミュニケに、

情報インフラに関する活動 を盛 り込むべ く、活動強化を

採択。

94年 雇用 サ ミッ トか らの指示 を受 け、雇用 レポー トの中

間報告 を説明。

韓国のICCPオ ブザーバー参加を記念 して開催。情報

通信基盤の発展性と国際協調について、政府関係者及び

学識経験者が発表。

移動体通信、相互接続、各国情報インフラの政策的枠組

みについて検討。

衛星通信 が提供す るサ ー ビスについ て、事業者及 び利用

者 よ りヒア リング。

技術 、生産性及 び雇用 に関す る研 究の一環 と して、学術

的アプローチ を実施。

移動体通信及び競争による割引料金等の新しい市場に対

応 した指標を研究。

96年 閣僚理事会に提出する雇用レポー トの概要について

説明、意見交換。

95年閣僚理事会にて要請されたGII-GISに 関する

研究の作業計画を検討。

情報通信分野の標準化のあり方について、産業界から発

表があり、加盟各国が審議。

ICCPと 都 市 グループの共催。情報 インフラと地方 自

治、地域開発への影響 を検証。

情報通信ネッ トワークに関する学術的アプローチについ

て各国学者、政府関係者が発表。

電子取引に必要な個人識別技術などの暗号政策について、
加盟各国 ・学識経験者 ・民間企業により意見交換 を行う

第1回 目の会合。

「情 報 イ ン フ ラ 」 を テ ー マ に ケ ー ブ ル テ レ ビ 、 イ ン タ ー

不 ッ ト、GII-GISに つ い て 討 議 。

国際計算料金の現状 と新 しい技 術、 コス ト政策、 コール

バ ックサー ビス、 インター ネ ットテ レホ ン等 につい て検

討。
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会議名

GIIに お け るセ キュ リテ ィープ

ライバシー及 び知的財産権保護 に

関する会合/専 門家会合

技術、生産性及び雇用に関する第

5回3委 員会合同専門家会合

第3回 情報社会の経済的影響に関

するワークショップ

OECD東 京 マルチメディァシン

ポジウム

GII-GISに 関 する専 門家 ア

ドホ ック会合

情報技術政策作業部会

第1回 会合

ICCP第29回 会 合

期間

1996

2.7～2,9

!996

2.28～2.29

1996

3。4-3.5

1996

3.6～3.7

1996

3.25

1996

3.26

1996

3.27～3.29

概要

オース トラ リア政府 との共催。左記課題 に対す るガイ ド

ライン等 の作成 に関 し、加盟国、非加盟国 から広 く意見

交換 。専 門家会合は加盟国のみ参 加。

事務局作成 「雇用 レポー ト」 に関 し、加盟各国が コメン

トD

「電子商取引」をテーマに各国学者、企業関係者が現状

と将来像を展望。日本政府の支援により、東京で開催。

94年 雇 用サ ミッ ト来のOECDに 対 する日本政府貢献策

の一環。各 国から著名人 を招 き、マルチメデ ィアが拓 く

世界への新 しい社会的、経済的アプローチ を展開。

事務局作成 「GII-GIS」 レポー トに関 し、加盟各

国が コメン ト。

ICCPの 下に設けられている作業部会。情報通信の個

別課題を検討。

96年閣僚理事会に向け諸報告の最終調整。

96年度活動計画の承認。

6-2国 際協力

(1)技 術協 力

資 料6-15研 修員の受入れ人員の推移

方式
年度

集団研修

個別研修

合計

1991

323

218

541

1992

327

268

595

1993

367

184

551

1994

354

ユ75

529

1995

365

250

615

資料6-16郵 政事業関係研修員の受入れ人員の推移

方式

年度

アジア ・大洋州地域

中近東 ・アフリカ地域

中南米地域

UNDP/UPU計 画

APPU職 員交換計画

その他

合計

1991

56

9

0

2

11

3

81

1992

55

26

3

2

11

1

98

1993

18

9

2

0

11

2

42

1994

33

13

2

2

11

5

66

1995

35

16

2

0

1ユ

4

68

資料6-17電 気通信関係研修員の受入れ人員の推移

方式

年度

アジア ・大洋州地域

中近東 ・ア フリカ地域

中南米地域

国連計画(ITUほ か>

APT計 画

その他

合計

1991

182

68

61

0

29

10

350

1992

150

63

70

0

73

23

379

!993

147

65

85

0

57

59

413

1994

103

74

76

0

82

43

378

1995

136

98

70

0

114

28

446

419■ ■■一



一6国 際関係

資料6-18放 送関係研修員の受入れ人員の推移

方式
年度

アジア ・大洋州地域

中近東 ・ア フリカ地域

中南米地域

国連計画(ITUほ か)

その他

合計

1991

60

20

27

1

2

llO

1992

50

30

24

2

ユ2

!18

1993

49

23

24

0

0

96

1994

19

31

31

0

4

85

1995

57

31

13

0

0

10ユ

資料6-19第 三国研修(郵 政省関係)の 実施状況
(1995年 度)

研修開催国
シンガポール

スリ ラ ンカ

ス リ ラ ンカ

タイ

ブ イ ン ー

フ ィ リ ビ ン

コ ー ス 名

コ ン ヒ ュ ー タ ソ フ トウ ェ ア 技 術

コ ンピュー タ情報 処理技術

カラーテ レビ放送技術

上級電気通信技術

電気通信

通信線路施設技術

実施回数
7

3

7

19

13

3

ノ 厚

1995.9.4～

1995.10.28

1995.10.30～

1995.12.15

1995.12.18～

1996.2.2

1996.1.15～

1996.3.1

1995.9.25～

1995.11.24

1995.ユ1.6～

1995.12.ユ5

参加国数
14

ll

ll

12

9

!4

参加員数
21

18

19

23

20

17

資料6-20専 門家の派遣人員の推移

方式
年度

J雲三金{撫 灘l

UNDP/ITUベ ー ス

APTベ ー ス

UPUベ ー ス

合計

1991

62

23

37

0

8

0

2

9

141

1992

94

18

43

0

9

0

3

4

171

1993

62

20

47

0

8

2

0

1

140

1994

74

26

51

2

10

0

2

2

167

1995

77

19

47

2

6

0

0

2

153

(注)1派 遣人数は当該年度に継続 して赴任中の専門家(当該年度内に任期満了となった者を含む。)及び新たに

赴任 した専門家の合計である。以下、資料6-23ま で同 じ。

2専 門家の派遣は、開発途上国の通信主管庁、事業運営体、訓練機関等へ専門家を派遣 し、通信開発計

画の企画 ・助言、運用保守面の指導、職員の訓練等 を行 うことにより開発途上国の経済 ・社会の発展及び

人材育成に貢献することを目的として実施するものである。

資料6-21郵 政事業関係専門家の派遣人員の推移

方式
年度

J霞E会礒 難

UPUベ ー ス

合計

1991

1

0

0

0

0

9

10

1992

3

0

0

0

0

4

7

1993

3

0

0

0

0

1

4

1994

0

1

0

0

4

2

7

1995

2

1

0

0

2

2

7
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6-2国 際協カー

資料6-22電 気通信関係専門家の派遣人員の推移

方式
年度

ア ジア ・大洋州地域

JICA中 近東 ・アフ リカ地域

ベース 中南米地域

東欧 ・中央 アジア地域

国際機関等

UNDP/ITUベ ー ス

APTベ ー ス

合計

1991

34

20

28

0

3

0

2

87

1992

54

15

24

0

2

0

3

98

ユ993

36

15

31

0

2

2

0

86

1994

48

16

39

0

5

0

2

110

1995

57

14

34

2

4

0

0

lll

資料6-23放 送関係専門家の派遣人員の推移

方式
年度

JICA

ベ ー ス

アジア ・大洋州地域

中近東 ・アフリカ地域

中南米地域

東欧 ・中央アジア地域

国際機関等

合計

1991

27

3

9

0

5

44

1992

37

3

19

0

7

66

1993

23

5

16

0

6

50

1994

26

9

!2

2

1

50

!995

18

4

13

0

0

35

資料6-24プ ロジェク ト方式技術協 力による実績の推移

事項
年度

協力中のプロジェクト(件)

事前調査段階のプロジェク ト(件)

調査団の派遣(件)

調査団の派遣(名)

専門家の派遣(名)

研修員の受入れ(名)

機材の供与(百 万円)

1991

8

2

10

36

64

28

1,075

1992

8

0

8

20

72

28

738

1993

6

2

8

41

51

30

572

1994

7

0

3

15

64

22

310

1995

6

0

4

22

46

17

255

資 料6-25プ ロジェク ト方式技術協 力の実施状況

国名
パナマ

メキ シコ

タイ

パ ラグ ァイ

チ リ

イ ン ド不シア

プロジ ェク ト名

電気通信訓練セ ンター

教育 テレビ研修 セ ンター

国立 コンヒュー タソフ トウェ

ァ研修セ ンター

電気通信訓練センター

デジ タル通信訓練 セ ンター

電話線路建設センター

協力期間
1990.8.1～

1996.7.31

1991,4.1～

1996.3.3ユ

1991.5.1～

1996.10,31

ユ992.4.1-

1997.3.31

1992.7,27～

1997.7.26

1994,11.20～

1998.ユ1.19

†ヵ力部門

デ ジタル伝送、光 ファイバーケーブ ル

番組制作技術、TVカ メラ、照明、音響、

映像及びVTR技 術 、編集 、機器の保守

プログラム言語、 オペ レーテ ィング、デ
ータベース

、 デー タ通信 、 システム分析

及び設計

デジタル父換 、デ ジタル伝送

デジタル父換 、光 ファイバ ケーブル、デ

ジ タルケーブルPCM、 マ イクロウェー

ブ

電話線路建設工法、工 監督、検査
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一6国 際関係

資料6-26通 信 ・放送分野における開発調査件数の推移

区 別

署名年度

件 数

1991

(3)

5

1992

(4)

10

1993

(5)

6

1994

(6)

5

1995

(7)

4

資料6-27通 信 ・放送分野における開発調査の実施状況

国 名

スリ ランカ

シ リア

モ ンゴル

カンボ ディア

案件名

全国電気通信網整備計画

全国電気通信網拡張計画

ウランバー トル市電気通信網整備計画

プノンペ ン市及びその周辺地域における

電気通信網整備計画調査

概要

インテ リム レポー ト提 出

ドラフ トファイナル レポー ト提 出

1995年9月

1996年2月

インテ リム レポー ト(1)提 出

インテ リム レポー ト(2)提 出

1995年11月

1996年2月

事前調査

インセプ ションレポー ト提 出

インテ リム レポー ト提 出

1995年6月

1995年9月

1996年3月

ドラ フ トファイナル レポー ト提 出 1995年5月

資料6-28通 信 ・放送分野における単独機材供与の実施状況

(1995年 度)

国名

ブ イ リ ピ ン

イン ドネシア

スリ ランカ

ラオス

モ ロ ッ コ

ジョルダン

(小規模単独機材)

ジンバ ブエ

ケニ ア

マ ラ ウ イ

ニ カラグァ

ホ ンデ ュラス

計

供与先機関

運輸通信省電気通信委員会

大蔵省教育研修庁

教育 ・高等教育省公開大学局

情報文化省ラオス国立テレビ局

教育省教育放送部

通信電気通信公社

情報通信省郵電訓練センター

運輸通信省ケニア通信学校

教育 ・文化省マラウイ教育研究所

電気通信 ・郵政省開発局

国立 自治大学図書館視聴覚センター

機材名

電波監視用機材

視聴覚教育用機材

視聴覚教材作成用機材

VTR操 作 ・保守研修用機材

コンピュー タ画像処理用機材

デジタル衛星通信測定用機材

デジタル通信訓練用機材

デジタル通信訓練用機材

教員養成用 ビデオ作成用機材

電気通信現地調査用機材

番組制作技術指導用機材

11件

金額(百 万円)

52

16

42

35

38.8

4.5

60.5

57

29.5

15

42

392.3

(注)金 額は輸送費を含む。
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6-2国 際協力

シ リア

資料6-29

ム

7
開発調査

(全国電気通信網拡充計画)

壷 ぞ
。 懸

..

幽 、、1'甑 ご　ヤム ロ 　 ロ

1講'垂 ρ
・5

　奪1㌻'

雄'ロ

技術協 力の実施状況(1995年 度)
シ ン ガ ポ ー ル モ ン コ ル

第3国 研修

(コ ンピュ ー タ ソフ トウ ェア技 術)

ゆ

鰭 も

z〆

,艶

ρ

o

メキ シ コ

o

ρ!'

'フ ィ リ ピ ン
o

プ ロジ ェク ト方式技 術 協 力

(教 育 テ レ ヒ研修 セ ンター)

ス リ ・ラ ン カ

開発調査

(全国電気通信網整備計画)

パ ナマ

開発調査

(ウランハートル市電気通信網整備計画)

麟ぎ
㌧饗細

oρ4

ク 、 噛

qと 』

㌔ン

第3国研修
額

騨(纈 雛 ・濫

桜 」・嵐'

ぐ

曽

プ ロ ジェ ク ト方式 技 術協 力

(電 気通 信訓 練 セ ンター)

ハ ラ グ ァ イ

磁.蒙.

。,1き 喰

》(電 気通信)

・ プ ロ ジェ ク ト方式 技 術協 力

。 」(電 気 通信訓 練 セ ンター)ヒ
第3国研修 チリ

プ ロ ジェ ク ト方式 技術 協 力

(デ ジ タル通 信 訓練 セ ン ター)1

葛

'血 の

タ イ

プ ロ ジ ェク ト方 式 技術 協 力

(国立 コ ンピ ュー タソフ トウェア研 修 セ ン ター)

第3国 研修

(上級 電 気通 信技 術)

カ ンボデ ィア
イン ドネ シァ

開発調査
(プノンペン市及びその周辺地域に
おける電気通信網整備計画)

プ ロ ジェ ク ト方式 技 術協 力

(電話線 路 建設 セ ンター)

資料6-30二 国間の科学技術協力協定に基づ く郵政省の協力状況

(1995年 度 末現在)

相 手 国

(協定締結日)

オ ー ス ト ラ リ ア

(1980.1!.27)

カ ナ ダ

(1986.5.7)

中華 人民 共和 国

(1980.5.28)

郵政省の協力テーマ等

・ レーダによる地球大気圏に関する研究

・ 宇宙天気予報のための国際的データベースの構築

・ 大気汚染監視用 レーダの開発と実験

・ 衛星を用いた地球外気圏、磁気圏研究
・ 移動体衛星通信

・ 地球力学及び南天電波源特性に関する研究

・ 宇宙からの降雨観測の研究

・ 高精細度テ レビジ ョン放送(HDTV)

・ 超 高速通信技術

・ 日加VLBI

・ オプテ ィカル ・ニュー ラル ・ネッ トワーク

・ 映像 レー ダによる地球環境モニ タリング技術の研究

・ ミリ波サブ ミリ波帯分光放射計に よる上層大気微量 ガスの計測 に関する研究

・ETS一 四 ペイロー ド ・COMETS・ 小 型衛星 ・衛星間通信

・60GHz室 内 伝搬研究

・ ライダーによる北極 ヘ イズの観測研究

・ 時刻標準の国際比較 と原子標準の高精度化

・ 日中VLBI共 同観測

・ 地震前兆電波の日中共同観測

・ 電離層伝搬実験

・ 宇宙天気予報のための日中データ交換システムの構築

・ 中国砂漠地域での大気中砂塵のライダー観測
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■■ ■6国 際関係

相 手 国

(協定締結日)

中華 人民共和 国

(1980.5.28)

ドイ ツ

(1974.10.8)

(旧 西 独 と の 合 意)

フ フ ンス

(1974,7.2)

改 定

(1991、6.5)

イ ン ド

(1985.11,29)

イ タ リ ア

(1988.10.7)

韓 国

(1985.12.20)

ロ シ ア

(1973.10.10)

(旧 ソ 連 と の 合 意)

米 国

(1979.5.2)

改 定

(1988。6.21)

イ ギ リ ス

rl994.6.13)

郵政省の協力テーマ等

有機薄膜の作成 ・評価技術に関する国際共同研究

西太平洋衛星レーザー測距ネットワーク

アジア ・モンスーン機構 に関する研究

砂漠化機構の解明に関する国際共同研究

宇宙技 術に よる地球 力学の研 究

通信放送衛 星

情 報 ドキュ メンテー ションのためのデー タ通信 ネッ トワー ク

高機能 ネッ トワー ク

海洋 と氷 の人工 衛星 に よるマ イクロ波 リモー トセ ンシ ングに関する共 同研究

ネッ トワー ク ・アーキテ クチ ャー分散処理 及び画像処理

電離層 不規 則構造 に関する研 究

極域における成層 圏オ ゾンと トレースガス

北海におけるX-SAR/SIR-C観 測 に よる レーダ散乱特性 とシ ミュ レーシ ョンの

比較

極域雪氷 圏の リモー トセ ンシ ング

静止衛星 の共位置制御技術

人工衛星 ・航空機搭載降雨 レーダアルゴリズム

宇宙天気予報のための国際的データベースの構築

ミリ秒パルサータイミングの精密計測に関する研究

VLBI技 術 を用 いたイ ン ド・ユ ーラシアフ。レー ト間相互移動の測定

宇宙技術を用いた地球力学及び電波天文に関する研究

ミリ波帯衛星通信技術

電波科学技術に関する研究協力

衛星による時刻比較の研究

アジア太平洋情報通信基盤(APTI)構 築のための衛星ATMデ ータ伝送技術に関する石

究

地震i予知一地震i前兆電界の観測

宇宙技術による地球力学の研究

南極における電離層共同観測

ミリ秒パルサータイミング精密計測に関する研究

地震前兆電波の衛星観測と地震予知

地球力学に関する研究

地球環境のための高度電磁波利用技術に関する国際共同研究

デジタル電離層観測機による汎世界的電離圏構造の研究観測

地球気候変動に関する大気中エアロゾルの長期モニタリング

近 ミリ波帯超電導薄膜デバイスの研究

ミリ波帯研究分野における協力

文献情報等の交換

雲が地球温暖化に及ほす影響解明に関する観測研究

超高速通信技術

パ イオ ・知 的通信技術

超 多元 可塑 的ネ ッ トワー クアーキテ クチ ャーの研究 開発

オープ ン ・システム ・スタンダーズ

宇宙機搭載雲 レー ダの基礎研究

南 極の地上 及び衛星観 測による磁気 圏電波 の研究

電離層垂直観測 テー タの交換

電離圏 ・熱圏 タ イナ ミクスの研究
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6-2国 際協カ ー

相 手 国

(協定締結日)

スウェーデ ン

(1986,9.29/30>

貿 易 、経 済協議

(科 学技術分野)

郵政省の協力テーマ等

VLBI共 同実験の調査研究

(2)資 金協力

資料6-31資 金協 力供与額の推移
(単位:億 円、件)

区 別
署 年度

円借款件数
円借款供与額

無償資金協力件数
無償資金協力供与額

1991
(3)

6

411.26

ll

80.28

1992

(4)
3

204.44

14

1ユ0.11

1993

(5)

10

557.19

13

99.27

1994

(6)
2

176.20

6

33.26

1995

(7)
3

232.27

7

49.39

資料6-32通 信 ・放送分野にお ける円借款の実施状況

交換公文

署 月日

1995.4.28

1995.6.14

1995.12.1

国 名

ジンバ ブエ

ウズベ キス タン

イン ド不シア

案 件 名

通信網拡充計画

地方通信網拡充
計画

ラジオ ・テレビ

放送施設改善事
業

金 額
億 円

52.09

127

53.18

概 要

主要都市間の通信事業の改善のため主要幹線伝

送路の整備を行うもの。
地方中核都市の通信施設 を改善するためデジタ
ル交換機と関連電話網及び基幹伝送路等の整備

を行うもの。

老朽化 したラジオ送信機 を整備す るとともに、

ジャカル タ及びア ンボ ンのテ レビスタジオにお

いて映像装置、音響 装置 、番組編集装置の機材

を導 入 し、整備 する もの。

合計額 3件 232.27億 円

資料6-33通 信 ・放送分野における無償資金協力の実施状況

交換公文
署名年月日

1995.4.ユ1

1995.5.23

ユ995.6.1

1995。6.12

ユ995.8.11

1995.8.23

1996.1.19

国 名

タンザニア

パキス タン

ラオス

ペ ル ー

ブ ー タ ン

カンボデ ィア

不 パ ー ル

案 件 名

ザンジバルTV局 復旧

計画

教育テ レビチャンネル
拡充計画(2/2期)

国際通信設備整備計画
(2/2期)

国営放送局機材整備計
画

西部地域国内通信網整
備計画

プノンペン市電気通信
網整備計画(1/2期)

北西部地方電気通信網
拡充計画(詳 細設計)

金 額
(億円)

4.48

7.92

8.97

9.66

0。87

17.03

0.46

概 要

老朽化 ・陳腐化の極めて著 しいザ ンジバルTV

局 に対 し、放送の継続確保のために、送信機 、

スタジオ機材 の供与 を行 うもの。

番組制作能力の向上及び教育の地域格差の是正、
特に識字教育、衛生教育が必要とされている農
村部への放送拡大を行うもの。

国際通信回線容量の不足している同国に対 し、
インテルサット地球局を建設し、また一部既存

交換機の容量増大及び機能整備を行うもの。
国営放送局の番組の質と内容を高め、自主番組
の制作率を向上させるため、既存の老朽化した

機材を整備 ・更新するもの。

同国の国内通信網整備計画に沿って、旧式かつ
低品質なアナログ通信網に依存 している西部地
域を対象に、基幹デジタル幹線と接続される通

信網の整備を図るもの。
20年 にわたる内戦により、壊滅的な打撃を堂け
た同国の電気通信網を復旧 ・整備するために、

電話局 ・伝送路の建設や関連機材の調達等に協
力するもの。

不パール全土に電話網を整備するため我が国が
実施 した開発調査をもとに西 ・北部へ電話網を
拡張するもの。

合計額 7件 49.39億 円
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一6国 際関係

資料6-34資 金協力の 実施状況(1995年 度 署名分)

ウズ ベ キス タ ン ネ パ ー ル

ム

『
o

円借款
地方通信網拡充計画
127億円

渉 ぞ
σ

1お 偽

塾.i職 砿ヘ ム な コロ　ら 　 ロコ

薄 菱
『

ぎ「i`へ ・・

無償資金協力
北西部地方電気通信網拡充計画
(詳細設計)α46億 円

㍉
ブ ー タ ン

も

燕4易

碗 葦
,.ザ.。 筆 ζ^

無 償 資金協 力

ザ ンジバ ル テ レビ局

復 旧計 画4.48億 円

〔)

パ キ ス タ ン

無償資金協力

西部地域通信網整備計画
0.87億円

ρ

o

σ

o

カ ンボ デ ィア

o

蓉藩

㌧ 慧籍 ・
ρ
4

ξ 噛
qム

無償 資 金協 力

プ ノンペ ン市電 気 通信 網 へ'一一へ

整備 計 画(第1期)17.03億 円

9「論

ン ー,

・ジ

、曳 ,・..

6
無償 資 金協 力

教 育 テ レビチ ャ ンネル

拡充 計画(第2期)

7.92億 円

ジ ンバ ブエ

繁 凝 ・嵐●

、

ペ ル ー

無償資金協力
国営放送局機材整備計画
.9.66億 円

も

へ
Q聯o

o

円借款
通信網拡充計画
52.09億円

』 髄㌧ 轟

イン ドネ シア

。オ評 ノ 黙 角テレビ放送施設改鞍
無償資金協力
国営通信設備整備計画(第2期)

897億 円

、血 の
、

6-3国 際比較

資料6-35通 信 メデ ィアの 国際比較

国名等

項目

日本

英国

ドイツ

フ フ ン ス

イタリア

ス イス

韓国
シンガポール

米国
カナ ダ

ブラジル

香港
フィリピン

イン ドネシア

タイ

オ ー ス トラ リ ア

郵便

利用通数

(百万通)

24,416

17,468

19,171

24,208

6,832

4,296

3,124

543

176,412

10,832

4,212

1,031

911

710

1,!13

4,ユ74

電話
回線数

(千回線)

58,459

28,681

36,900

30,900

24,176

4,266

!6,633

1,246

148,084

16,471

11,744

2,992

860

1,713

2,185

8,540

100人 当 た

り普及率

(%)

46.8

49.4

45.7

53.6

41.8

61.1

37.8

43.5

57.4

59.2

7.5

51.0

1.3

0.9

3.7

48.2

テ レ ビジ ョン

受信契約数(千 契約)

/受 信機台数(千 台)

受
信

契

約

数

受

信

機

台

数

34,920

20,829

31,888

19,903

15,675

2,560

9,100

1,035

236,300

17,252

31,400

!,600

2,800

ll,000

6,300

8,330

100人 当 た

り普及率

(%)

28.1

36.0

39.6

34.7

27.6

37.0

20.8

36,7

92.7

62.9

20.1

27.5

4.4

5.8

10.9

47.5

(注)!郵 便 の項 目は、 「郵便業務統計表」(UPU)に よる1994年(ス イスは1992年 、 イタリア及びカナ ダは19

93年)の デー タである。 なお、英国は小包 を含 まないデー タである。

2電 話の項 目は、 「WorldTeIeco㎜unicationIndicatorsl994/95」(ITU)1こ よ る1993年12月 末 のデ
ー タである

。

3テ レビジ ョンの項 目は、 「世界受信機統計 ユ994/1995」(NHK)に よ る。 なお、 日本 は1994年10月 、 米

国は1993年1月 、欧州各 国は1993年12月 、 その他の 国等 は1991年12月 の デー タであ る。
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7-1研 究開発機関及び審議会一

7技 術開発

7-1研 究開発機関及び審議会

資料7-1 各研究所の研究者数と予算

(7年 度)

研 究 所 名

通 信 総 合 研 究 所

NTT研 究 所

KDD研 究 所

NHK放 送 技 術 研 究 所

ATR研 究 所

研 究 者 数

297

8,500

168

283

224

予算(単位億円)

10ユ

2,855※

110

113

80

(注)ATR研 究 所 と は 、(株)エ イ ・テ ィ ・ア ー ル 通 信 シ ス テ ム 研 究 所 、(株)エ イ ・テ ィ ・

アール音声翻訳通信研 究所 、(株)エ イ ・テ ィ

ィ ・アール光電波通信研究所 のこ とである。

※ 全社 的な研究 開発費。

・アール人間情報通信研究所
、(株)エ イ ・テ

資料7-2電 気通信技術審議会答申

(7年 度)

答申年月日

7.4.24

7.4.24

7.5.22

7.5.22

7.5.22

7.6.26

7.6.26

7.6.26

7,6.26

7.7.24

7.9.25

7.9.25

7.11.27

答 申 事 項

電気通信業務用データ系移動通信システムの技術的条件
(FM多 重ページャーシステム用及び高速双方向移動体データ通信システム用無線
設備の技術的条件)

海上無線通信設備の技術的条件
(インマルサットA型 高速データ通信機能付船舶地球局無線設備の技術的条件及び
試験方法)

光デマンドアクセス方式を用いた有線テレビジョン放送施設に関する技術的条件
(FM伝 送方式を使用する有線テレビジョン放送施設に関する技術的条件)

宇宙電波監視システムの在 り方

高度情報社会を展望 した電気通信の標準化に関する基本方策について
(情報通信標準化プログラム、相互接続性 ・相互運用性の推進方策等)

放送衛星によるデータ放送に関する技術的条件
(複合データ信号の技術的条件〉

情報通信分野における先端的技術の研究開発課題 と推進方策
(未来創造型技術立国に向けて一情報通信先端技術開発プログラムー)

ルーラル加入者無線通信システムの技術的条件

12.5～12.75GHzを 使 用する衛星放送 に関する技 術的条件

(デ ー タ放送の技術的条件(複 合デー タ信号の技 術的条件))

デ ジ タル放送方式に係 る技術的条件

(12.2-12.75GHzを 使 用する衛星 デジタル放送方式(27MHz帯 域 幅 を使用する も

の)の 技術的条件)

イ ンマルサ ッ ト陸上移動衛星通信 システムの技 術的条件

国際電気通信連合無線通信総会への対処について

地上データ放送の技術的条件
(垂直帰線消去期間を利用した伝送路による地上データ放送の技術的条件)
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一7技 術開発

7-2研 究 開発

資料7-3 電気通信フロンティア研究開発の研究課題 とその概要

[目 標] [分野] [研究課題] [研究の概要]

電

伝送能力の

強化

超高速通信

技術

高温超電導体による超高

速 ・高性能通信技術の研

究開発(昭 和63年 一)

超電導体の持つ優れた性質の

通信への応用

気

通

信

の

高

度

化

未開拓電磁波技術の研究

開発(元 年一)

超大容量通信の可能性を持つ

未開拓電磁波の発生技術

通信サー ビ

スの高度化

・多様化

バ イオ ・知

的通信技術

知覚機構モデルによる超

高能率符号化技術の研究

開発(昭 和63年 一)

知覚機構の優れた情報処理機

能を利用した情報圧縮技術

次世代通信のための高次

知的機能の研究開発

(元年一)

人間の高次知的機能の解明 ・

工学的実現に よるマ ンマ シン

コ ミュニケー ションの高度化

生体機能に関する研究開

発

(3年一)

生体を利用した素子の開発や、

生体機能に学んだ情報通信系

の構築

高度情報通信のための分

子素子技術の研究開発

(5年一)

分子レベルの情報通信素子を

設計することにより、高度情

報通信 システムを構築

通信接続の

高度化

高機能 ネッ

トワー ク技

術

(計画研究)

超多元 ・可塑 的ネ ッ トワ

ー ク基礎技術 の研究 開発

(昭和63年 一)

い っで もどこで も安定 ・高品

質 な通信 サー ビス を可能 とす

る ネッ トワー ク技 術

ネ ッ トワ ー ク ・ヒ ュ ー マ

ン イ ン タ フ ェ ー ス の 研 究

開 発

(元 年 一)

ネ ッ トワー クの提 供す る多種

多様なサー ビス をあ らゆ る人

が利用で きるための インタフ

エース技術

公募研究

(2年 一)

計画研究の補完 ・充実を図るとともに、若手研究者等の

独創的 ・創造的な研究の発掘育成を行い、地域の研究開

発能力の向上、地域の活性化を推進する。

()内 は各課題の開始年度
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資 料7-4宇 宙通信

[研究分野] [研究目標] [主 な 研 究 課 題]

固定衛星通信 固定衛星通信の

高機能 ・多重化

1ハ イビション等の大容量衛星通信方式の研究開

発(6年 度～)

衛 星 放 送 衛星放送の高度

化、周波数資源

の開発

1マ ルチ ビームアンテナに よる地域別衛星放送技

術 の研究 開発(3年 度 一:COMETS計 画)

2ス タジオ品質HDTV等 の21GHz帯 大容 量デ

ジ タル衛星放送技術の研究 開発(3年 度 一:CO

METS計 画)

3降 雨 減衰補償のための階層符号化方式の研究開

発(3年 度 ～:COMETS計 画)

移動体衛星通信

不多動f本 ・ノく一ソ

ナル衛星通信の

高度化 、周波数

資源の開発

lKa/ミ リ波帯 アクテ ィブア レー アンテナの研

究開発(3年 度 ～:COMETS計 画)

2オ ンボー ドス イッチ ング、再生 中継技術の研究

開発(3年 度 ～:COMETS計 画)

3小 型周 回衛星通信 システムにお ける蓄積転送、

ドップ ラ補償方式等の研究(3年 度 ～)

4移 動 体 のための次世代衛星通信、衛星音声放送

システムにおける大規模 スイッチ ング、空間電力

合成技 術の研 究(6年 度 ～)

衛 星間通信 ・デー タ中継 有人宇宙時代

通信の基盤確立

lSバ ン ド、ミリ波 、光に よる衛星間通信技 術の研

究開発(昭 和61年 度 ～:ETS-VI計 画)

2宇 宙 デー タ中継 のための大型ア ンテナ組立技術

の研究開発 〔4年 度 ～:ETS-VII計 画 、宇宙 ス

テー シ ョン)

3衛 星 間大容量デー タ伝送のための光先端通信技

術の研究(3年 度 ～)

4ス ペ ー スデブ リ検 出技術の研究(3年 度 ～)

信 頼 性 向 上 宇宙システムの

信頼性向上 ・軌

道の有効利用

1ク ラ スター衛星通信 システムのための近接軌道

制御、通信制御技術 の研究(4年 度 ～)

2長 期 軌道変化の解析研究(4年 度 ～)

国 際 貢 献 衛星通信の普及

促進 ・国際貢献

1遠 隔 医療、遠隔教育 、コンピュー タ通信等のた

めの汎 太平洋情報通信 ネ ノトワー ク(PARTN

ERS計 画/の 実験研究{2年 度 一:ETS-V

計 画)
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資料7-5周 波数資源の研究開発動向

項目

未利用周
波数帯の
開発

未利用周
波数帯の
開発

既利用周

波数帯の
再開発

周波数有
効利用技
術の開発

ミリ波構内通信技術

ミリ波 ・サ ブミリ波

デバイス技術

光領,周 波数帯の研
究開発

マイクロ波における

移動通信技術

単一周波数中継 術

周波数共用技術

インテリジェント電

波有効利用技術

放送用周波数有効利
用技術

概要

7年 度の研究動向

・屋内での多重路伝搬特性測定、

干渉実験等を行うとともに、モデル
システムの無線系高周波部の試作を

行った。

広帯域ISDN対 応 ミリ波通信技術
に関して固定引込み系(ラ ス トX

m)の サービスイメージ及び技術開
発課題等の検討を行った。

昨年度 までに得 られた知見を基にし
て超薄膜結晶成長技術の研究を行う
とともに、ハイブリッド化技術の研

究を行った。

光領域通信システムの高度利用化の
ための高速 レーザ駆動部の開発等を

行った。

マイクロ波帯の電波伝搬特性の測定

を行うとともに、高能率アンテナの

特性評価システム及び高速多重情報
伝送装置を開発 した。

・試作高機能干渉 償機を用いてフィ
ールド実験を行い、装置の性能を総
合評価 し、最終報告書をまとめた。

主に、放送と他業務との周波数共用

化を図るための技術に関する基礎的
な検討を行った。

多動局 アンテナアル ゴリズム解析装

置、マ イクロセル呼量解析装置 、

フェー ジング ・干渉変動模擬発生装

置等 を開発 した。

デジタル圧縮技術の研究開発用動画

像記録処理装置記録部、デジタル伝
送技術の変復調装置基本部等を開発
した。

8年 度以降の予定

伝搬、高速伝送方式、アンテナなど
要素技術試験の継続実施、これを踏
まえたモデルシステムの試作 を行う

0

広帯域ISDN対 応 ミリ波通信技術
に関して総合的なサービスイメージ

等の検討 ・評価を行 う。平成8年 度
に最終報告をとりまとめる。

機能素材、デバイス機能の試験を継
続するとともに、通信デバイスの試
作を行 う。

光 ・電波の共用技術及び光領.通 信
システムの高度利用化の研究開発 を

継続する。

・ 重路伝搬特性、ゾーン構成法、高
能率アンテナ、高品質デジタル広帯
域伝送方式の検討、システム総合評
価実験を行 う。

放送と他業務との周波数共用化を図
るための技術の試験を行 う。

ダイナ ミックゾーン構成 術 ・イ ン

テ リジェン ト伝送技術及 びダイナ ミ

ックチ ャンネル割当技術 につ いての

試験 を継続す るとと もに、 システ ム

の総 合評価実験 を行 う。

・デジタル圧縮技術の試験を継続する

とともに、移動受信を考慮 したデジ

タル伝送技術の試験も行う。
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7-2研 究開発一

資料7-6字 宙 ・地球環境

研究分野

電波を用いた地
球環境計測技術
の研究開発

研究目標

電波リモー トセンシング技術
を用いて、降雨、低層大気、
地殻変動、海洋、雪氷、植生

、災害等の計測技術の開発及
びデータ処理解析技術につい

ての研究を行い、地球環境の

電波計測技術の確立を目指す
と共に地球環境の科学的及び

実用的知見を得る。

主な研究課題
・人工衛 星(TRMM) 、 航 空機搭載

降雨 レー ダの研究開発 と観測実験

(昭和63年 度 ～)
・低層大気観測用 レーダの開発 と風 ・

気 温の垂直分布の観測(2年 度 ～)
・ア イス レー ダの 開発 と氷床 内部の観

測(2年 度 ～)

航 空機搭載高分解3次 元 マ イクロ波

映像 レー ダによる地球環境計測及 び

災害監視技術の研 究(5年 度 ～)
'地 球 環境 に関する画像 デー タ処理技

術 の研究(3年 度 一)
'航 空 機搭載 ミリ波測雲 レーダの研 究

(7年 度 一)

光を用いた地お
環境の計測技術
の研究開発

地球環境、特に大気環境に関
して新しい知見を得るための
光学計測方式の観測実験を行
う。また、光学計測システム
の開発にあたり必要なレーザ
や光検出処理技術等の確立を
目指す。

・人工衛星搭載 を目指 したEye-S

afety近 赤外 ライダーの開発

(3年 度 ～)
・レーダリモー トセンシングに よる観

測実験:① 高層雲 の観測(3年 度 ～

)② 高層大気 の組成 と運動 の観測

(3年 度 一)③ ピナッボ火山に よる

成層圏火山雲の観測(3年 度 ～)
・レーザ高度計 の開発 と応用に関す る

研究:① 航空機搭載 レーザ高度計の

開発(3年 度 ～)

讃'ノ の 界
領域の電磁波 を
用いた地球環境
の計測技術の研

究開発

矧 長 ミリ1・ サブミリ1
用いたオゾン層破壊の原因と
なる中層大気微量ガス等の最
先端計測技術 を開発 し、地球
環境科学に新 しい知見をもた
らすと共に観測精度の向上を

計る。

・短波長 ミリ波 ・サブミリ波帯計測技

術の研究(3年 度～):① 中層大気
微量ガス観測用地上設置観測システ
ム(短 波長 ミリ波帯分光放射計)の

開発及び観測実験②中層大気微量ガ
ス観測用高高度気球搭載サブミリ波

帯 リムサウンダ分光計の開発、人工

衛星によるグローバル観測のための
基盤技術の確立

地球環境計測に

関する国際共同
研究

アラスカ大学 との間で中層大

気を対象とした国際共同研究
を実施する。このため、中層
大気観測用の計測機器を開発
し、アラスカにおいて米国側
の観測実験施設と共に中層大

気を総合的に観測研究 し、地
球環境変動機構の解明を図る
と共に地球環境保全技術の開

発資する、

アジアの途一ヒ国に適した地球

環境計測技術の国際共同研究
行う,.

・アラスカ大学 との 地球環境 のため

の高度電磁波利 用に関する国際共同

研究」の推進(4年 度 ～)① 国際共

同研究の推進 と取 りまとめ② 中層大

気計測機器の開発(イ メージ ングリ

オメー ター、 レー リー ド ソプラライ

ダ、広帯域 ミリ波放射計、フ ァブリ

ペ ロー干渉計 、分反射 レー ダ等)

地球環境変動機構の研究(3年 度 ～)

太陽風 、大気波動等の地球環境変動

要因の観測及び理論的研究

・タイ国の低層大 気観測 レー ダ及び

気観測 用ラ イダーに関する共 同研究

(5年 度 一)
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7技 術開発

干由電1に よる
高精度時空計測

技術の研究開発

プレー ト運動や局所 的な地

殻変動 を総合的に測定 し、
地震予知等への基礎 データ
を得る。 また地球 回転やパ
ルサーの観測に よる時系の

高精度化 ・長期維持 、 レー
ザによる高精度時刻比較等
の研究 を実施す る。 これ ら
の観測 に必要なVLBI技

術等の高精度化 に関す る研
究開発を実施する。

VLBI観 測研究:1地 球回転VL
BI観 測の実施(元 年度～)② 電波

源の研究やアジア地域の地殻変動研
究のためのVLBI観 測実施
・VLBI技 術開発研究:①VLBI

精度向上のための次世代VLBI技
術 として超高速 ・広帯観測装置の開

発研究(8年 一)② ミリ波観測装置
の開発研究(5年 ～)
・パルサー観測研究:① ミリ秒パルサ
ータイミング観測実施 ・高精度測定

法の研究②パルサーVLBI観 測実

施
・光時刻比較研究:レ ーザを用いた高

精度時刻比較の観測 ・測定技術の研
究

首 区圏ム,地 殻
変動観測システ
ムの整備

干由測地技術を用い、人口密

集地である首都圏をとりまく
4局 の地殻変動観測網を構成

し、直下型地震の前兆を監視
するシステムの整備を行う

小 、井 、鹿 、三涌半 、房総半 島
へ のVLBI観 測 システ ムの整備

(5年 度 ～7年 度)

上 記4か 所へのSLR観 測 局の整備

(7年 度)
・高精度定常観測用4局 集 中監視 シス

テ ムの整備(7年 度)

VLBI局 、SLR局 の 運用(8年

度 以降)

干由天メ予 シ
ステムの研究開

発

的干由利用 代における
人命の安全確保と宇宙機器の
安全運用のために、これらに
甚大な影響を及ぼす宇宙環境
の予報(宇 宙天気予報)業 務

を確立する。

N隙 動予 の研究:1諭 観測に
よる太陽活動の研究②光学観測によ
る太陽活動の研究(太 陽プラズマ動

態望遠鏡 ・太陽磁場望遠鏡の整備)
太陽一地球間環境撹乱の研究:① マ
イクロ波帯による太陽風 シンテレー
ションの研究②宇宙環境の利用に関

する調査研究③宇宙観測機器基礎実
験装置の整備④宇宙環境の直接測定

技術の研究開発
・予報技術の研究:① 太陽地球間環境

のモデル化 とシミュレーション②太

陽フレア予知③地球気象予報
・宇宙天気予報業務:① 計算機ネット

ワーク等による、太陽地球環境デー
タの交換②宇宙天気予報を実施 し、

利用者に伝達する。
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資料7-7周 波数、時刻及び時間間隔の標準の技術動向

項 目

原子周波数標準の動向

時空計測の研究

(1)時 間計測

(2)空 間計測

周波数 ・時刻標準の供

給及び利用法の研究

概要

7年 度の研究動向

・光励起型セシウム標準器の開発研究

・原子のレーザによる運動制御操作と

原子泉型周波数標準器に関する研究

・超小型水素メーザに関する調査

・静止衛星双方向精密時刻比較に関す

る装置の設備を実施

高安定ミリ秒パルサーの観測装置の

拡充を実施し、定期的観測を開始

・宇宙空間VLBIの 実現に向けた基

準信号伝送実験を実施

衛星 レーザ測距(SLR)の 同期レ

ーザ技術、地殻変動観測システムの

開発

日本標準時、周波数の維持及び供給

を実施

・電話回線による日本標準時の供給の

実運用を開始

インターネットによる標準時供給の

実用化研究を推進

・静止衛星双方向精密時刻比較に関す

る装置の整備を実施

8年 度以降の研究予定

・光励起型セシウム標準器の開発と確度評価

レーザによる原子の運動制御技術の確立 と原子

泉型周波数標準器への応用に関する研究

・超小型水素メーザに関する基礎研究

・国内での衛星双方向実験 を実施し超高速デジタ

ル通信網(光 ファイバー利用)と の精度評価を

実施する(NTTと の共同研究)

・欧米との精密周波数/時 刻比較システムとして

の確立を図る

ミリ秒パルサーの定常観測の確立とデータ解析

による時系への応用に関する研究を進める

また、観測装置全体のより高精度化に向けた研

究開発を実施する

・次期衛星計画での宇宙空間VLBI実 験計画を

策定する

・SLRシ ステムの多色化、アイセーフ自動化に

つき研究を行う

ピコ秒光パルスを用いた精密時刻比較の研究開

発を行 う

・継続 して、日本標準 時の維持/供 給 を行 うと共

に、災害時のバ ックア ップ系 の整備 を行 う

利用の動向 によ り、システムの拡充 を図る

インター ネッ トへの標準 時供給 の実運用を図る

国際精密時刻システムとしての確立を図る
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7-3標 準化活動

資料7-8国 際標準化活動

電気通信に関する国際標準化は、主 として国際電気通信連合(ITU)のITU-T及 び

ITU-Rで 行われている。我が国では、関係機関からの意見を電気通信技術審議会での

審議を通 じてとりまとめ、これらの国際標準化活動に寄与している。

国際電気通信連合(ITU)

[亟 コ[=亜 コ
国際標準

を勧告

電気通信技術審議会

標準化政策部会 無線通信委員会 電気通信標準化

委員会

標準化に関する

基本方策等

・各種 調査研究フoロジェクト

・各種協議会活動

等

電気通信事業者

放送事業者

有線テ レビジョン放送

事業者

製造業者

ユ ー ザ ー

国内標準化機関

TTC

ARIB
・NCTEA

等

電気通信事業者

放送事業者

有線テレビジョン放送

事業者

製造業者

ITU-R:無 線通信部門一無線通信規則の改正、無線通信の技術 ・運用等の問題の

研究及び勧告の作成、周波数の割当 ・登録等を行う。

ITU-T:電 気通信標準化部門一電気通信の技術、運用及び料金に関する標準問題

を研究 し、これらについての勧告を行う。

蕪A;鞭 謙 論}匡 一 騰一
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7-3標 準化活動一

資料7-9国 内標準化活動

電 一通信に関する国内標準化は、主として郵政省が行っ強制規格の策定と民間を中心に行われる

任意の標準規格の策定がある。また、これらの規格については、極力、国際標準に準拠 して作成さ
れる。

無線 ・放送分野については、電気通信技術審議会の答申に基づき、郵政省が強制規格を作成する
他、ARIB、NCTEA等 により民間の標準規格が作成されている。有線を含むその他の電気通

信分野については、広 く一般に推奨すべき通信方式が、電気通信技術審議会の答申に基づき推奨通
信方式(JUST)と して告示されている他、TTCに より民間の標準規格が作成されている。

国際電気通信連合(ITU)

ITU-R [] ITU

勧 告

世界電

気通信

標準化

協調機

構
(GSC)

国際標

準化機

構

(ISO)

国

電 気 通 信 技 術 審 議 会

標準化政策部会 JUST委 員 会 各種委員会

9

o

ARIB TTCNCTEA

標準化に関する基本方策等

JUST

告 示

各種の

規格

RCR

標準

規格

BTA

規格

ARIB標 準

買C

標準

NσrEA

規格

各種協議会活動 、プロジェク ト等

高度通信 システム相互接続(HATS)推 進 会議

相互接続試験実施連絡会

電気通信事業者

放送事業者

有線テレビジョン放送
事業者

製造業者

ユ ー ザ ー 電気通信事業者

放送事業者

有線テレビジョン放送
事業者

製造業者
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資料7-101TU-T各 研究委員会の勧告作成等の状況(7年 度分)
(7年 度 分)

SG1(サ ー ビス定義)

勧告番号

F.18

F.16

E.104

E.ll5

E.!09

F.851

F.115

F.600

F.902

E.121

F.910

F.813

1.251.5

1.251.6

1.258.2

F.170

F.32

E.135

F.301

R400/

X.400

L241.8

1.257.1

1.258.1

勧 告 名

国際公衆 ビュー ロサー ビスの調和の ための ガイ ドライン

グローバル仮想網サー ビス

国際番号サ ービスと公衆 ア クセス

コンピュー タ化 された国際間の電話番号案内

課 金番号検索

UPTサ ー ビス記述 ・セ ッ ト1

FPLMTSの サ ー ビス原則 と運用規定

公衆デー タ伝送サー ビス及び運用原則

インタラクテ ィブ ・サー ビスの設計 ガイ ドライ ン

電話サー ビスのユ ーザ を補助するための ピク トグラム、 シンボル、ア イコン

シンボ ル ・ピク トグラム及びア イコンのデザ イ ン ・選択 ・評価 方法

B-ISDN予 約/固 定バーチ ャルサー ビス

接続先番号 通知

接続先番号通知制限

インコールモデ ィフィケーシ ョン

国際公衆局間 ファクシ ミリサ ービスのための運用手順

電報宛先識別符号

身体障害者のための公衆電気通信端末の ヒューマ ンインター フェース

高速公衆 ビデ オテ ックス

MHS/MHSと サ ー ビスの概要

テ レア クシ ョンステージ1サ ービス記述

ユーザ間情報通知

通信中端末移動

SG2(網 の 運用)

勧告番号
E.162

E.174

E.527

E,743

勧 告 名

タイムT以 降の国際E.164の7桁 分析 能力

UPTの ル ーチ ング原則及び指針

マ ルチ スロ ッ ト・ベ アラサー ビス及 びオーバー フローがある場合の回線 設計

NQ7共 通線信号網の回線 設計 と通話量測定

SG3(料 金 と会計 原則)

勧告番号

D.36

D.67

D.90

D.140

D.170

D,230

D.280

D.ユ40

D.180

D.190

勧 告 名
メノセーシハンドリングサービス及び関連 したアプリケーションに適用される一般計算原則

国際テレックスサービスの課金と計算

海上移動業務における課金、請求、国際計算及び清算

国際電話サービスのための計算料金原則(付 録A)

月次電話及びテ レックス計算書

ISDNに より提供 される国際電気通信業務に伴い提供される付加業務の課金 と計算に関する一般

原則

ユニバーサル ・パーソナル通信(UPT)の ための課金、請求、計算及び料金返還の原則

国際電話サービスのための計算料金原則(付 録C>

国際音声番組及びテレビジョン番組伝送のための回線随時提供

EDIを 利用 した主管庁間の国際 トラヒノク計算データの交換
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SG4(網 の 保守)

勧告番号

M.!160

M.2100

M.3020

M.3100

M.3ユ01

M.3621

0.33

勧 告 名

衛星経由の航空移動体電気通信サービス

国際ディジタルパス、セクション及び伝送システムのサービス開始 と保守のための性能限界

TMNイ ンターフェース方法論

汎用網情報モデル

M.3100汎 用網情報モデルの適合条件

ISDN加 入者アクセス統合管理

音声放送伝送回線の自動測定装置

SG5(電 磁的妨害からの通信施設の防御)

勧告番号

K.12

K.22

K.32

勧 告 名
ガス入 り放電管の特性

ISDNT/Sイ ン タフェースに接続 される機器の耐 力

静電 気放電 に対す るイ ミュニテ ィ試験方法

SG6(屋 外 設備)

勧告番号
L.17

勧 告 名

公衆網における光加入者アクセス系の構築方法

SG7(デ ー タ通信網及び開放型 システ ム間通信)

勧告番号

X.31

X,211

X。212

X.213

X。214

X.215

X。215bis

(X.sfbs)

X.216bis

(X.pfbs>

X.224

X.225

X.225bis

(X.sfbp)

X.226bis

(X.pfbp)

X.233

X.234

X.248

X.249

X.263

X.281

X.284

X.296

X.402

X.411

X.419

X.440

勧 告 名

ISDNに よるパケ ッ ト端末装置のサポー ト

技術情報:OSI、 フ ィジカルサー ビス定義

技術情報:OSI、 デ ー タリンクサー ビス定義

技術情報:OSIサ ー ビス定義(マ ルチ キャス ト対応)

技 術情報:OSI、 トランスポー トサービス定義

技術情報:OSI、 セ ッシ ョンサー ビス定義

OSI、 セ ッションレイアの効率高速化のためのサービス定義

OSI、 プ レゼ ンテー ションレイアの効率高速化のためのサー ビス定義

OSI

OSI

OSI

コ ネ クション型 トランスポー トサー ビスプロ トコル仕様

コネクション型セ ッシ ョンプロ トコル プロ トコル仕様

セ ッシ ョンレイアの効率高速化 のためのプロ トコル仕様

OSI、 プ レゼ ンテー ションレイアの効率高速化のためのプ ロ トコル仕様

技術情報:OSIコ ネ クシ ョンレス ・プロ トコル(マ ルチ キャス ト)

技 術情報:コ ネクションレス型 トランスポー トサービスプロ トコル

技術情報:OSI、RTSE、PICSプ ロ フォルマ

技術情報:OSI、 遠 隔操作サー ビスPICSプ ロ フォルマ

技術情報:ネ ッ トワー クレイヤ プロ トコル識別

技術情報:OSI物 理 レイヤ 管理情報要素

OSIト ラ ンスポー トリンク レイヤに関する管理情報要素

OSIコ ン フォーマ ンステス ト プロ トコルフレームワー クテ ス ト仕様

MHS:全 体 構成

技術情報:MHS:抽 象サ ービス定義慣習

技術情報:MHS:プ ロ トコル仕様

MHS:ボ イ スメ ノセージシステム
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SG7(デ ー タ通信網 及び開放型 システム間通信)

勧告番号

X.581

X.582

X.666

X.680

X.690

X.702

X.720

X.722

X.725

X,737

X.751

X.790

X.810

X.812

X.814

X.815

X.816

X.853

X。880

X.881

X.882

X.902

X.903

X.403

X,407

勧 告 名

技術情報:OSIデ ィ レク トリア クセスプロ トコルPICSプ ロ フォルマ

技術情報:OSIデ ィ レク トリシステムプロ トコルPICSプ ロ フォルマ

国際組織 および多国籍組織 名の登録手順
・1青報才支林テ

情報技術

情報技術

情報技術

情幸財支術

情報技術

情報技術

情報技術

ASN.!、 基 本表記法仕様

ASN.lBER、CER、DER

トラ ンザ クション処理 に よるシステム管理

OSI管 理情報モデル

OSI管 理オブジェクト規定指針

OSI管 理一般関係モデル

OSIシ ステム管理信頼性診断試験

OSIシ ステム管理切替機能

アプリケーシ ョンのための故障管理機能

情報技術

情報技術
情報技術

情報技術

情報技術
情報技術

技術情報

技術情報

技術情報
技術情報

技術情報
MHS:

OSI

OSI

OSI

OSI

OSI

OSI

セ キ ュリテ ィー

セ キュリテ ィー

セ キュリテ ィー

セ キュリテ ィー

セ キュ リテ ィー

同期復 旧:

MHS:抽 象 サ ービス定義慣 習

概要

アクセス制御

秘密性

統合性

機密監査

PICSプ ロ フォルマ

遠 隔操作、概念、モデル と表記法

遠隔操作、ROSEサ ー ビス定義

遠隔操作、ROSEプ ロ トコル仕様

分散処理、基礎

分散処理、 アーキテ クチ ャ

コンフ ォーマ ンステス ト(削 除)

(削除)

SG8(テ レマテ ィークサ ービスのための端末装置 とプロ トコル)

勧告番号
T.4

T.30

T.31

T.32

T.51

T.61

T.85

T.107

T.124

T.126

T.ユ27

T.190

T.419

T.422

T,432

T.433

T.434

T,435

T.436

T,503

T.521

勧 告 名

文書伝送用G3フ ァ クシミリの標準化
一般交換電話網における文書 フ ァクシ ミリ伝送のための手順

非 同期DCE(FAXの サ ービスクラス1コ ン トロー ル)

非 同期DCE(FAXの サ ー ビスクラス2コ ン トロー ル)

テ レマテ ィー クサー ビスのための符号化 キャラクタセ ッ ト

国際 テ レテ ックサー ビスのための文字 レパ トリ及 び符号化文字セ ッ ト

2値G3FAXへ のJBIGの 適 用

ビデオテ ックスの拡張 マ ンマ シンインタフェー スサー ビス

汎用的 な会議 システム

多地点間での静止 画及び脚注伝送

多地点双方向の ファイル トランスファ

CDHの た めの一般 的なモ デル

音声 コンテ ン トのアーキテクチ ャ

外部参照

文書転送お よび操作(DTAM):サ ー ビス及び プロ トコル:サ ー ビス定義

文書転送お よび操作(DTAM):サ ー ビス及び プロ トコル:プ ロ トコル定 義

テ レマテ ィー クサ ー ビスにおけ るバ イナ リ トランスフ ァ

文書操作 のための理論的サー ビス及び手順

文書操作 のための プロ トコル規定

G4フ ァ クシ ミリ文書の交換のための文書 アプリケー シ ョンプロ トコル

G4フ ァ クシ ミリ装置の コ ミュニケー シ ョンアプ リケー シ ョン概要

SG9(番 組 伝送)

勧告番号

J,81

J.83

L84

勧 告 名

ITU-T勧 告G702の 第3階 層 における番組素材伝送用 コンポー ネン トデ ジタル符号化信号の

伝送

ケーブル分配の ためのテ レビジョン、音声及びデー タサー ビスのデ ジタルマルチ プログラムシステ

ム

SMATVネ ノトワー一クを通 したテ レビジョン、音声及びデー タサー ビスのためデ ジタルマルチ プ

ログラム信号の 分配
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SG10(ソ フ トウ ェア言 語)

勧告番号

Z.105

Z.120

AnnexB

勧 告 名

SDLとASN.1と の 結合

メッセー ジシーケ ンスの意味

SGll(交 換 と信号方式)

勧告番号

Q.84.2

Q.86.2

Q.86.7

Q.768

Q.736.1

Q.736.3

Q.933

Q.933bis

Q.953.4

Q.954.2

Q.956.2

Q.956.3

Q.2961

Q.2971

Q.780

Q.2144

Q.1210

Q.1213

Q.1214

Q.1215

Q.1218

Q.1290

Q,1300

Q.1301

Q.1302

Q.1303

Q.751

Q.824.O

Q.824.1

Q.824.2

Q.824.3

Q.824。4

勧 告 名
マ ルチ ・パーテ ィ付加サー ビスステー ジ2記 述 三者通話(3PTY)

料 金 付加サ ービスステージ2記 述 料金通 知(AOC)

料 金 付加サー ビスステー ジ2記 述 国際チ ャージカー ド(工TCC)

国際 関門局(ISC>とISDN衛 星 サブ ネッ トワーク間の信号 インタフェース

NQ7信 号 方式料金付加サー ビスステージ3記 述 国際チ ャー ジカー ド(ITCC)

Nα7信 号 方式料金付加サー ビスステー ジ3記 述 着信課金(REV)

ISDNDSS1フ レームモー ドSVC,PVC制 御 ・状 態 監視 の信号仕様

DSS1の 抽 象試験 フ レームモー ド基本呼制御 の信号仕様(PVCS)(Q.933ANNEXA)

ISDN

ISDN

ISDN

ISDN

B-ISDN

B-ISDN

Nα7信 号 方式

B-ISDN

Q.121Xシ リーズIN勧 告 構成

IN

IN

IN

IN

DSS1呼 完 了付加サービススデー ジ3記 述 ター ミナルポータビリテ ィ(TP)

DSS1マ ルチパーテ ィ付加サー ビスステー ジ3記 述 三者通話(3PTY)

DSS1料 金 付加サー ビスステー ジ3記 述 料金通知(AOC)

DSS1料 金 付加サー ビスステージ3記 述 着信 課金(REV)

DSS2f寸 加 トラフ イックパ ラメー タ

DSS2ポ イ ン トーマルチ ポイン ト呼/コ ネクション制御のUNIレ イヤ3仕 様

試験仕様の一般概 要

SAALNHI上 で のSAALレ イ ヤ管理

CS-1の グローバ ル機能プ レーン

CS-1の 分散機能 プ レー ン(DFP)

CS-1の 物 理 プ レーン

CS-1の イ ンタフェースプロ トコル勧告

INの 定 義で用い られる用語集

交換機 ・コンピュー タの通信 アプリケーシ ョン(TASC)一 般概 要

交換機 ・コンピュー タの通信 アプリケーシ ョン(TASC)

交 換 機 ・コンピュー タの通信 アプリケーシ ョン(TASC)TASC機 能 サ ービス

交換機 ・コンピュー タの通信 アプリケーシ ョン(TASC)TASC管 理 ・アー キテ クチ ャ ・メ

ソ トロジ ・要求条件

MTPネ ッ トワー クエ レメン ト管理情報 モデル

Q3イ ン タフェー スの ステージ2,3記 述 顧客管理共通情報

Q3イ ン タフェースのステージ2,3記 述 顧客管理

Q3イ ン タフェースのステージ2,3記 述 顧客管理

Q3イ ン タフェースの ステージ2,3記 述 顧客管理

Q3イ ン タフェースのステージ2,3記 述 顧客管理

ISDN基 本 及び一次群 アクセス

ISDN付 加 サー ビス

ISDNオ プ ショナルフ ァシリテ ィ

ISDNテ レサー ビス

SG12(電 話網と端末の伝送品質)

勧告番号

P.311

P.341

P,78

G.113

G.ll4

P.115

G.117

P.310

P,561

P。8ユO

P.830

勧 告 名

広帯域ハ ン ドセ ッ ト電話機の伝送特性

広帯域ハ ンヅフリー電話機の伝送特性

勧告P.76に 従 ったラウ ドネス定格を定め る評価項 目

伝送劣化(Transmissionimpairments)

一方 向伝送時間

アナウンスメン ト及び音声合成 システムのための平均 アクテ ィブス ピーチ レベ ル

アースについての不平衡の伝送アスペ ク ト

電話帯域(300-3400Hz)デ ジ タル電話のための伝送特性

現用サ ービスを妨害 しない測定バ イス ー音声サービス測定 一

変調雑音 を発生するための参照装置(MNRU)

電 話 帯域及び広帯域 デジタルコーデ ックの性能評価項 目
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SG!3(ネ ッ トワ ー ク ー 全 般)

勧告番号

1.150

1.36ユ

1.364

1.430

L580

1.610

1.365.2

1.365.3

G.805

1.326

G.902

G.832

勧 告 名

ATMレ イア 機能

ATMレ イア 仕様

B-ISDNに お ける広帯域 コネクシ ョン レス ・サ ービス(BCDBS)の サ ポー ト

ISDN基 本 インタフェースUNI

B-ISDNと64kb/sベ ー スISDNと の インターワーキ ング

B-ISDNOAM基 本 原則

コネクシ ョン依存形 ネッ トワークサー ビス(CONS)を 提 供す るためのサー ビス特定用 コーデ ィ

ネシ ョン機i能(SSCF)

コ ネ クシ ョン依存形 トラ ンスポー トサ ービス(COTS)を 提 供す るためのサ ービス特定用 コーデ

ィネシ ョン機i能(SSCF)

伝 送 網 のアーキテ クチ ャ

ATM伝 送 網 アーキテ クチ ャ

アクセスネッ トワー ク機 能のフ レームワー ク

PHDネ ッ トワー クによるSDHエ レメン トの伝送(フ レーム及び多重構造)

SG14(デ ー タ、電信及 びテ レマテ イー クサー ビスのためのモ デム及 び伝送技 術)

勧告番号

V.12

V.25ter

V.56bis

V.ユ30

R.106

勧 告 名

52Mb/s以 上 の信号 レー トでのバ ラス トニ重電流交換 回路 インタフェースの電気 的特性

連続 的な非 同期 自動 ダイア リング及び制御

2線 式音声 レベ ル接 続に関す る評価モ デム性能の ための ネッ トワー ク伝送モデル

ISDNタ ー ミナル アダプ ター概要

テ レグラフ及び伝送 レー ト4800b/s上 のTDMビ ッ トインター リーブを使用す る低速度 でのデー タ

伝送のためのMULDXユ ニ ッ ト

SG15(伝 送 システム と装置)

勧告番号

H.222.O

H.262

H.221

H.230

H.233

H.244

G.720

G,841

G.704

G.957

G.662

G.774.04

G,774.05

G.707

G.797

H.231

H.242

H243

H.320

G.192

G.723

G.729

H.222.1

勧 告 名

広帯域AV通 信 の メデ ィア多重 ・同期

動 画符号化統括

64-1920kb/sAVテ レサー ビスの フレーム構造

AVシ ス テムにおけるC&I

AVシ ス テムのための機密保持 システ ム

チ ャンネルアグリゲー ション

非音声信号の音声 コーデ ィック特性

SDH網 プ ロテ クションアーキテ クチ ャの型 と特徴

1554,6312,2048,8440,44736kb/sを 使 用 した同期 フレーム構造

SDH装 置 及び システムの光 イン タフェー ス

光 フ ァイバ アンプの一般 的特性

SDHのSNCプ ロ テ クシ ョンの管理情報モ デル

SDHのHCS,LCSの 管 理情報モ デル

SDHネ ッ トワー クノー ドイ ンタフェー ス

PDH環 境 における フレキシブル多重化装置の特徴

1920kb/s以 下 のデ ィジタルチ ャン ネルを使用 したオーデ ィオビジュアルシステ ムの多地点 会議制御

ユ ニ ノト

2Mb/s以 下 のデ ィジタルチャ ンネルを使用 した オーデ ィオビジュアル端末間の通信 を設定す る方式

1920kb/s以 下 のデ ィジタルチ ャン ネルを使用 した3箇 所以上の オーデ ィオビジュアル端末 間の通信

確立手順

狭帯域 テ レビ電話 ・会議 システム とその端末装置

音声標準化活動 のための 共通 デ ィシタルパ ラ レルインタフェー ス

5.3ま た は6.3kb/Sで 伝送す るマルチ メデ ィア通信の ためのデ ュアル レー トス ピーチ コー ダ

CS-ACELPを 用 いた8kb/sス ピーチの コーデ ィング

ATM環 境 におけるオーデ ィオビシュ アル通信用マ ルチ メデ ィア多重 と同期
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SG15(伝 送 システムと装置)

勧告番号

H.223

H.245

H.263

H.321

H.322

H.324

1.731

1.732

1.751

勧 告 名

低 ビ ッ トレー トマルチメデ ィア通信のための多重化

マルチ メディア システム制御

低 ビッ トレー ト通信 のための ビデオコーデ ィング

B-ISDN環 境 へのH.320映 像 端末の適用

帯域保証型LAN用 テ レビ電話 システム と端末

低 ビッ トレー トマルチ メデ ィア通信のための端末

ATM装 置 の型 と一般 的特性

ATM装 置 の機能的特性

ネッ トワークエ レメン トビューのATM管 理

資 料7-111TU-T勧 告 の概 要

勧告 シリーズ名

Aシ リー ズ勧告

Bシ リー ズ勧告

Cシ リー ズ勧告

Dシ リー ズ勧告

Eシ リー ズ勧告

Fシ リーズ勧告

Gシ リーズ勧告

Hシ リーズ勧告

1シ リーズ勧告

Jシ リーズ勧告

Kシ リーズ勧告

Lシ リーズ勧告

Mシ リーズ勧告

Nシ リーズ勧告

Oシ リーズ勧告

Pシ リーズ勧告

Qシ リーズ勧告

Rシ リーズ勧告

Sシ リーズ勧告

Tシ リーズ勧告

Uシ リーズ勧告

Vシ リーズ勧告

Xシ リー ズ勧告

Zシ リーズ勧告

勧 告 内 容

ITU-Tの 組織や研究体制等をまとめた勧告。寄書の提出や他の国際機関との協力につ

いて規定。

表現の方法をまとめた勧告。記号の意味、国際単位システムの仕様等 を規定。

世界の電気通信に関する統計をまとめた勧告。
一般 的な料金原則 を定 めた勧告

。専用線 、データ網、国際 回線の各種サー ビス等の料金原

則 を規定。

国際電話サー ビスの運用 、ネ ッ トワー ク管理 及び トラフィック技術、

ターに関す る一般 原則 を規定 した勧告。

ヒ ュ ー マ ン ・ フ ァ ク

電信 やテ レマテ ィー ク ・サ ービス、 メッセージ通信、

一 ビス品質及 びサー ビス定義 を規定 した勧告。

デ ィ レ ク トリ ・サ ー ビ ス の 運 用 、 サ

アナ ログ、デジタル両伝送方式、

及び伝送媒体等に関する勧告。

アナログからデジタルへの移行期に必要 となる伝送装置

電話以外の信号の伝送に関する勧告。

ISDNに 関 す る 勧 告 。

1.100シ リ ー ズ:一 般 共 通 事 項

1.300シ リ ー ズ:ネ ッ トワ ー ク と ル ー テ ィ ン グ

1.400シ リ ー ス:イ ン タ フ ェ ー ス

1.200シ リ ー ズ サ ー ビ ス 関 係

1.600シ リーズ 保守関係

放送プログラムとテ レビジ ョン伝送に関す る勧告。

電磁気的妨害に対する電気通信施設の防御についての勧告。

ケーブルなどの屋外電気通信施設の建設、設置、保護に関する勧告。

国際伝送路及び回線等の保守に関する勧告。

国際音声 プログラム とテ レビジ ョンの伝送 回路 に関する勧告。

測定装置 に関する勧告。 アナログ、デ ジタルの測定装置の仕様 を定義。

電話伝送品質の評価法、評価値、及び加入者系等の伝送特性に関する勧告。

ISDNと 電話網の交換方式及び信号方式に関する勧告。

電信 伝送 に関する勧告。伝送特性、保守条件 、TDM等 について規定。

アルファベット電信端末の端末特性や国際電信符号等に関する勧告。

テ レマテ ィーク ・サー ビスのためのプロ トコルや端末特性 を規定 した勧告。

電信の交換に関する勧告,一 般原則、異なる信号方式間の相互接続等を規定.

電話網及び電話型専用回線等において、データ通信に使用される諸装置や伝送方式を規定

した勧告。

デ ー タ通 信 網 に 関 す る 勧 告 、

X.200シ リ ー ズ:OSI参 照 モ デ ル

X.500シ リ ー ズ:テ ィ レ ク ト リ

X.400シ リ ー ズMHS

X.700シ リ ー ズOS工 管

通信 ソフ トウェアに関す る勧告。
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資料7-121TU-R各 研究委員会の勧告作成等の状況(7年 度分)

SG1(ス ペ ク トル管理技術)

勧告番号

SM.378-6

SM.443-2

SM.1049-!

SM.105Ll

SM.ll31

SM.1132

SM.ll33

SM,1134

SM.1135

SM.1136

SM.1137

SM.1138

SM.1139

勧 告 名

監視局における電界強度の測定

監視局における帯域幅の測定

境界エリアにおける地上業務の周波数割当てを支援するための周波数管理方法

406-406.1MHz帯 における電波干渉の識別及び排除の優先度

世界的基礎で周波数を分配する上で考慮すべ き要素

無線業務間で共用するための一般原則及び方法

広範に定義 された業務の周波数利用

陸上移動業務における相互変調干渉の計算方法

SINPO及 びSINPFEMOコ ー ド

スプリアス発射の許容 し得る最大電力レベル

送信機の周波数許容偏差

必要周波数帯幅の決定(必 要周波数帯幅の計算例及び関連する発射の表示例を含む)

国際監視組織

SG2(業 務間共用および両立性)

勧告番号

IS.850一 ユ

IS.1009-l

IS.1140

IS.1ユ41

1S.1142

1S.1!43

勧 告 名

調整距離を用いた調整エリアの決定(一 部修正)

87～108MHz帯 の音声放送業務と108～137MHz帯 の航空業務間の両立(一 部修正)

87～108MHz帯 の音声放送業務と108～118MHz帯 の航空業務間の両立を決定するために使用さ

れる航空受信特性を測定するための試験方法(新 規)

1～3GHz帯 の周波数における移動衛星業務の非静止宇宙局と固定業務との共用(新 規)

1～3GHz帯 の周波数における移動衛星業務の静止宇宙局と固定業務との共用(新 規)

移動衛星業務の非静止宇宙局(宇 宙から地球)と 固定業務との調整のためのシステム特有の方法

(新規)

SG3(電 波伝搬)

勧告番号

Rec.313-8

Rec.341-4

Rec.370-7

Rec.371-7

Rec.373-7

Rec.434-6

Rec。452-7

Rec,453-5

Rec.526-1

Rec.529-2

Rec.530-6

Rec.533-5

Rec.618-4

Rec.620_2

Rec.676_2

Rec.681-2

Rec,845-2

Rec.846-l

Doc.3/13

Doc.3/14

Doc.3/15

Doc.3/16

Doc.3/22

勧 告 名

短波予報のための情報の交換と電離層じょう乱警報の伝達

無線回線による伝送損失の概念

30～1000MHzの 周波数帯のVHF/UFH伝 搬曲線(放 送業務)

長期電離層予報のための指数選択

最大 ・最小伝送周波数の定義

CCIR標 準電離層特性 と基本MUF運 用MUF、 レイパス予測法

0.7GHz以 上の地表局間干渉評価に必要な推定法

電波屈折率:そ の表式と屈折指数データ

回析による伝搬

VHF/UHF帯 における陸上移動業務のための推定法

地上見通し内無線中継方式設計に必要な伝搬データと推定法

HF伝 搬予測法

衛星通信方式に必要な伝搬データと推定法

1～40GHzの 周波数帯における調整距離評価に必要な伝搬データ

大気ガスによる減衰

陸上移動衛星通信方式設計に必要な伝搬データ

HF電 界強度測定

電離層 と関連諸特性の測定

SG3の 伝搬推定法適用の手引き

約150-1700KHzの 周波数帯における空間波電界強度の推定

1-3GHzの 周波数帯における陸上移動および地上放送業務のための電界強度の推定

VHF/UHF帯 における陸上移動業務のための伝搬データ

短波空間電界強度の予測値と観測値の標準的比較法 と比較結果

一442



7-3標 準化活動

SG4(固 定業務専門委員会)

勧告番号

S.ll51

S.1150

S.672-3

S。728-l

S.736-2

S.1064-1

S.ll49

S.1062-l

SNG.1007-1

SNG.1152

SF。358-5

SF.ユ008-1

SF.ll93

勧 告 名

33GHzに おける固定衛星業務の静止衛星を用いる衛星間業務と無線航行業務 との間の共用

無線通信規則第ユ506号により必要とされる固定衛星業務の周波数割当て相互間の有害な混信の確

率に関する審査において用いられる技術的基準

静止衛星を用いる固定衛星業務における設計目標として用いられる衛星アンテナの放射パターン

超小口径端末(VSAT)か らの軸外e.i.r,p.密 度の最大許容レベル

固定衛星業務の静止衛星通信網相互間の干渉計算における偏波識別の見積もり

FSSの 静止衛星に搭載する地球方向のアンテナの設計 目標としての指向精度

SDHト ランスポー ト通信網の一部を構成するFSSデ ジタル衛星システムのネットワークアー

キテクチ ャと機器の機能的状況
一次群以上で運用 される仮想標準デジタルパスのための許容可能な誤 り性能

サテライトニュースギャザリング(SNG)の ための統一技術標準(デ ジタル)の 作成

サテライトニュースギャザリング(音 声)に おけるデジタル伝送技術の利用

LINE-OF-SIGHT無 線中継システムとlGHz以 上の同じ周波数帯を用いる固定衛星

業務の衛星による地球表面における電力束密度の最大許容値

固定業務 との共用周波数帯における静止衛星軌道に関 しわずかに傾いた軌道の固定衛星業務の宇

宙局による可能な使用

固定衛星業務の地球局 と無線中継システムとの問の搬送波対干渉計算

SG7(科 学 業務)

勧告番号

RA.479-4

RA.769-l

RA.1031-1

SA.577-4

SA.ユ025-1

SA.1026一 ユ

SA.1027-1

SA.1154

SA.ll55

SA.1156

SA.1157

SA.ll58

SA.1159

SA.ll60

SA.1161

SA。1162

SA.1163

SA.1164

SA.1165

SA.ll66

TF.538-2

TF.768-2

写1F.ユ153

勧 告 名

月の遮蔽領域における電波天文測定用周波数の保護

電波天文観測に使用される保護基準

他の業務と共用している周波数帯における電波天文業務の保護

衛星搭載能動リモー トセンシングに適 した周波数と必要帯域幅

低軌道を使用する地球探査衛星及び気象衛星の宇宙から地球のへのデータ伝送システムのための

性能基準

低軌道を使用する地球探査衛星及び気象衛星の宇宙から地球のへのデータ伝送システムのための

干渉基準

低軌道を使用する地球探査衛星及び気象衛星の宇宙から地球のへのデータ伝送システムのための

共用及び調整基準

宇宙研究、宇宙運用及び地球探査衛星業務の保護並びに2025-2!ユOMHz及 び2200-2290MHzに お

ける移動業務との共用を安易にするための規定

データ中継衛星の運用に関連 した保護基準

低軌道衛星の可視統計の算出法

深宇宙研究の保護基準

気象衛星業務(宇 宙から地球)と 移動衛星業務(地 球から宇宙)の1675-1710MHz帯 の共用

静止軌道衛星を使用した気象衛星業務のデータ配信及び直接データ読みだ しシステムに対する性

能基準

静止軌道衛星を使用した気象衛星業務のデータ配信及び直接データ読みだ しシステムに対する干

渉基準

静止軌道衛星を使用した気象衛星業務のデータ配信及び直接データ読みだ しシステムに対する共

用と調整基準

地球探査及び気象衛星業務におけるデータ収集及びプラットフォーム位置決定システムサービス

リンクの回線要求と性能基準

地球探査及び気象衛星業務におけるテータ収集システムのサービスリンクの干渉基準

地球探査及び気象衛星業務におけるデータ収集 システムのサービスリンクの共用及び調整基準

気象援助業務のラシオゾンデシステムのための技術特性及び性能基準

宇宙機搭載能動センサの性能及ひ干渉基準

タイムコー ド

標準周波数及び報時信号

PNコ ー ドを用いた双方向衛星時刻/周 波数比較の実運用
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SG8(移 動 、無線測位、アマチュア及 びこれ らの衛星業務)

勧告番号

M.257-3

M.476-5

M.478-5

M.489-2

M.492-6

M.493-7

M.541-6

M.625-3

M.627-1

M.690-l

M.823-1

M,824-2

M.825-1

MlO84-l

M.1167

M.ユ168

M.ll69

M,1170

M.1ユ71

M.!ユ72

M.1173

M.ll74

M.1175

M.1176

M.1177

M.ユ178

M.1179

M.1180

M.1181

M.1182

M.ll83

M.ll84

M。 ユ185

M.ll86

M.1187

M.1188

勧 告 名

海上移動業務 において使用す る連続単一周波数選択呼 出 しシス テム

海上移動業務 における直接 印刷電信装置

25-3000MHzを 用 いるFM陸 上 移動業務 のための機器 の技術特性及 びチ ャネル割 当のための原則

25kHzチ ャ ンネル間隔 で使用す る海上移動業務 におけるVHF無 線 電話装置の技術特性

海上移動業務 における直接 印刷電信装置の運用手続

海上移動業務で使 用す るためのDSCシ ステ ム

海上移動業務 におけるDSCの 使 用のための運用手続

海上移動業務 における自動識別 を用い る直接印刷電信装置

狭帯域PSK技 術 を使用す るHF海 上 無線装置の技術特性

ユ21.5及 び243MHzで 運 用するEPIRBの 技 術特性

285-325kHzの 周 波数帯における無線 ビー コンか らのGNSSの た めの デ ィフ ァレンシャル伝 送

の技術特性

レーダビー コンの技術パ ラメー タ

VTS及 び船 間識 別 として使用するためのDSC技 術 を使用 した トランスポンダシステムの特性

海上移動業務の局による156-174MHzの 周 波数帯の使用効率 の改 善

FPLMTSの 衛 星系 コンポー ネン トの フレームワー ク

FPLMTSマ ネ ージメン トの フレーム ワー ク

船舶局の運用時間

海上移動 業務 にお けるモールス電信手続

海上移動 業務 にお ける無線電話の運用手順

海上移動 業務 において使用する略号 及び信号

1606.5kHz(第2地 域1605kHz)-4000kHzの 間 及び4000kHz-27500kHzの 間 におけ る無線電話

のために海上移動業務で使用するSSB伝 送 の技術特性

450MHz-470MHzの 問 における船上通信の ため に使用する装 置の特性

無線電話 及び無線電信警 急信号 のための自動受信装置

レー ダターゲ ッ トエ ンハ ンサの技術特性

レー ダー システムのスプ リアス発射測定技術

海上無線航行用周波数帯285-325kHz(第1地 域 については283.5-3ユ5kHz)の 使 用

無線 標定 局に隣接及び高調波 関係 のバ ン ドで運用す るシステムへ の妨害結合 メカニズムの確 定方

法 と緩和策

航空移動衛星(R)業 務 における通信 回線の稼働率

ISDNの 一 部 とはな らない1-3GHz帯 に おける可搬型 ・車載型地球局 に供す るGSOを 用

いた狭帯域デ ジタルチ ャンネルの性能 目標

地上系 及び衛星系移動通信 システ ムの統合

1-3GHz帯 に おけ る他のMSS及 び 固定衛星業務 からのGSO/MSSの デ ジタルチ ャンネ

ルへ の干渉の許容 レベル

同一周波数 を使用 したMSSシ ス テム と他業務 との共用基準 を作成す るため に、使用す る1-3

GHz帯 のMSSの 技 術的特性

ユ48-149.9MHzで の移動地球局 と地上局 との調整距離の決定方 法

CDMA及 び 他のスペ ク トラム拡散技 術 を用いたMSSネ ッ トワーク間の調整 のための技術 的考

察

1-3GHzに 於 いて円軌道 を用いる、移動 衛星業務(MSS)の ための影響 を与 える可能性 の

ある区域の計算 のための一方法

携帯端 末にサービスを供する衛星 ダイバ シチを使用 しないNon-GSOMSSシ ス テムの設計

に与える伝搬の影響

SG9(固 定 業務)

勧告番号

F.1189

F.1094-l

F.1190

F.746-2

勧 告 名
27500kmの 標準擬似回線の国内部分の一部を形成するデ ィジタル無線中継方式により伝送される1

次群以上の定ビッ トレー トディジタルパスに関するエラー品質目標

他業務からの発射及び放射による無線中継方式の最大許容品質及び稼働率の劣化

無線測位業務のレーダーシステムとの共存を確保するためのデ ィジタル無線中継方式の保護基準

無線中継方式の無線周波数チャネル配置
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SG9(固 定 業務)

勧告番号
F.1098-1

F.635-3

F.IO99-l

F.384-6

F.387-7

F.497-5

F.595-4

F.784-2

F。750-2

F.699-3

F.llgl

F.1108-1

F.1110-1

F.1192

F.762-2

F.!!1-1

F.112-l

F.436-4

F.763-2

SF.358-5

SF.1008-1

SF.1ユ93

勧 告 名

1900-2300MHz帯 無線中継方式の無線周波数チャネル配置

4GHz帯 デ ィジタル無線中継方式の無線周波数チャネル配置

5GHz(4400-5000MHz)帯 大容量ディジタル無線中継方式の無線周波数チャネル配置

Upper6GHz帯 中容、大容量アナログあるいはディジタル無線中継方式の無線周波数チャネル

配置

llGHz帯 無線中継方式の無線周波数チャネル配置

13GHz帯 無線中継方式の無線周波数チャネル配置

18GHz帯 無線中継方式の無線周波数チャネル配置

25,26,28GHz帯 無線中継方式の無線周波数チャネル配置

SDH対 応無線中継方式のアーキテクチャと機能的側面

周波数範囲1-40GHzの 調整研究及び干渉評価に用いる見通 し内無線中継方式アンテナの標準放

射パターン

ディジタル無線中継方式における帯域幅と不要放射波

共用周波数帯における非静止衛星軌道上で運用される宇宙局の放射から固定業務の受信機を保護

する基準の決定

30MHz以 下の周波数における適応型無線システム

HF固 定サービスにおける自動制御無線システム ・ネットワークの通信容量

HF送 ・受信局用遠隔 ・制御 ・監視システムの主要特性

HF無 線電話回線用改善型リンコンペクスシステム

30MHz以 下でのディジタル音声システム

HF無 線回線でのFS電 信チャネルの音声周波数配列

PSK使 用のHF回 線データ伝送

lGHz以 上の同一周波数帯を使用する見通し内無線中継方式に対する固定衛星業務の衛星によ

る地表面の最大許容電力束密度

固定業務との共用周波数帯の静止衛星軌道に対 し傾斜軌道を適用 した固定衛星業務用衛星の可能

性

固定衛星業務の地球局と無線中継方式 とのC/1の 計算

SGユ0(放 送業務(音 声))

勧告番号

BR,777-2

BR.1215

BR.1214

BS.ll95

BS.705-l

BS.450-2

BS.1194

BS.412-7

BS.1114-1

BS.774-2

BS.707-2

BS.643-2

BS.l!96

勧 告 名

デジ タル音声記録の国際交換

磁気 テー プ上 に記録 されたTVお よび音声の取扱い と保管

デジ タルチ ャンネル上の複数の音声番 組の磁気 テープ上へ のス タジオ記録

VHF、UHF帯 で の送信 アンテナ特性

HF送 信 ・受信ア ンテナ特性

VHF帯 におけるFM音 声放送の伝送規格

固定及び移動受信用FM多 重 放送 システム

VHF帯 におけるFM音 声放送のチ ャンネルプラン

30-3000MHz帯 に おける車載 、携帯お よび固定受信 される地上 デジ タル音声放送 システム

VHF、UHF帯 に おいて地上用送信機で送信 し、車載 、携帯お よび固定受信 をするDSBに 対

す るユーザ要求

地上 テ レビシステムPALB.G.H.1お よびSECAMLに お ける 音声 多重伝送

パ イロ ッ トトー ンシステムのFMラ シ オにおけるオー トチューニ ングおよび他の応用 システム

デジ タル地上テ レヒション放送の音声符号 化

SG1ユ(放 送 業 務(テ レ ビ ジ ョ ン))

勧告番号

BT.1128-1

BT.1ユ29_l

BT.500-7

BT.1210

BT.601-5

BT.800-2

勧 告 名

CDTV方 式 の}三観評価

SDTV方 式 の1三観評価

テ レビ画質の主観評 価の方法

主観評価用テ ス ト画像

標準4:3と ワ イドスクリーン16:9ア スペ ク ト比 のデジ タルTVの ス タジオ符号化パ ラメー タ

勧告601の4:2:2で 定義 されるデジ タルTV信 号 の素材 、一次分配伝送についてのユーザ要求
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SG11(放 送 業務(テ レビジ ョン〉)

勧告番号

BT。801-1

BT.1121-1

BT.U22-1

BT.1203

BT.ユ204

BT.1205

BT。1117-!

BT.1119-1

BT.470-4

BT.1197

BT.1198

BO.789-2

BO.1130-1

BT.709-2

BT.1199

BT.1200

BT.656-3

BT.799-2

BT.1206

BT.1207

BT.1208

BS.1196

BT.1209

BT.655-4

BR.1215

BR.1216

BR.1217

BR.1218

BR.1219

BT,1201

BT.1202

BO.1212

BO.1213

BR.1220

BO.1211

勧 告 名

勧告601と 勧 告656の カ ラーテ レビ信号形式 のデ ジタル符号化 のテス ト信号

デジ タルHDTV信 号 の素材、一次分配伝送 におけるユ ーザ要求

SDTV、HDTVと 階層 符号化 のエ ミッシ ョンと2次 分配 システムのユ ーザ 要求

テ レビシステム全体 におけるデジ タルテ レビ信号 のジュネ リック ・ビッ トレー ト低 減符号化のユ

ーザ要求

アナログ入出力 を備 えたデジ タル映像機器 の測定法

デジ タルSNGで 伝 送 されるベー スハ ン ドSDTV、HDTVの ユ ーザ要求

16:9625本 エ ンハ ンス トテ レビジョンシステム用ス タジオフォーマ ッ ト

放送用 ワイ ドス クリー ン識別信号

テ レビジョン方式

エ ンハ ンス トワ イ ドPAL方 式(PALプ ラス)

二 眼式立体 テ レビ

DSB要 求 条件 に関す る勧告

DSBシ ス テム勧告

HDTVス タジオ規格

HDTVス タジオにお けるビッ ト圧縮の利用

ス タジオ と国際番組交換のためのデジ タル ビデオシステムの ターゲ ッ ト規格

4:2:2デ ジ タルイ ンターフェース

4:4:4デ ジ タル インターフェー ス

DTTB送 信 機の スペ ク トラム整形 リミッ ド

デ ジタル地上 テ レビジョン放送 のデー タア クセス方式

デ ジタル地上テ レビジョン放送 の映像符号化方式

デ ジタル地上テ レビジョン放送 の音声符号化方式

デ ジタル地上テ レビジョン放送 のサ ー ビス多重方式

地上 テ レビジョン放送 システムのRF混 信 保護比

磁気 テープに記録 されたTVお よ び音声 の取扱 い と保管

デ ジタルチ ャンネル上の複数 のTV番 組 の磁気 テープ上へ のスタジオ録画

LTCの ユ ーザーズ ビッ トへ の16:9パ ン スキ ャンデー タの記録

将来の民生用デ ジタル レコーダーへのテ レテキス トの記録

記録済 シネマ フィルム記録 の取扱い と保管

超高精細画像

TVシ ス テム用表 示装置

BSSで の 静止衛 星間の干 渉計算

WARC-77プ ラ ンの改訂 に使用 される基準受信 アンテナパ ター ン

「エ レク トロニ ックシネマ」での公 開 を目的 と したHDTV番 組 の生成、記 録お よび上映のため

の要求条件

11/12GHz帯 で の衛星 マルチ プログラム放送
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資 料7-131TU-R勧 告 の 概 要

関係SG

1

2

3

3

4

7

7

7

8

9

4-9

10

11

10-11

10-1ユ

CCV

ITURシ リ ズ

SMシ リ ー ズ

ISシ リ ー ズ

PNシ リー ズ

PIシ リ ー ズ

Sシ リ ー ズ

SNGシ リ ー ズ

TFシ リ ー ズ

SAシ リ ー ズ

RAシ リ ー ズ

Mシ リ ー ズ

Fシ リ ー ズ

SFシ リ ー ズ

BSシ リ ー ズ

BTシ リ ー ズ

BOシ リ ー ズ

BRシ リー ズ

Vシ リ ー ズ

スペ ク トラム利用技 術

業務間共用及び両立性

非電離媒質内電波伝搬

電離媒質内電波伝搬

固定衛星業務

サ テ ラ イ ト ・ニ ュ ー ス ・ギ ャ ザ リ ン グ(SNG)

報時信号と標準周波数の放射

宇宙研究

電波天文

移動、無線測位、アマチ ュア及びこれらの衛星業務

固定業務

固定業務と固定衛星業務問の周波数共用

放送業務(音 声)

放送業務(テ レビジ ョン)

衛星放送業務(音 声 及びテ レビジョン)

放送用録音録画

無線通信研究委員会における用語

(SG2は 旧SGI2。SG3は 旧SG5及 びSG6を 統 合 したSG、)

資料7-14JUST委 員会の審議の結果、作成 された推奨通信方式

推奨通信方式の対象とする電気通信システム

ファクシミリグループ2型 装置

コ ン ピ ュ ー タ ・コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ・ネ ッ トワ ー ク

(リ ン ク レベ ル 通 信 規 約 及 び パ ケ ッ ト レベ ル通 信 規 約)

ファクシ ミリグループ3型 装置

日本語 テ レックス装置

パ ー ソ ナ ル ・コ ン ピ ュ ー タ通 信 装 置

ファクシ ミリグルー プ4型 装 置

ミクス トモー ド通信

電子 メール通信網間接続

電子 メール通信端末 アクセス

オブ ジェ ク ト識 別子

制定時期
日召54.10月

改 昭58.10月

昭55.11月

己父 昭59.3月

昭56,12月

改 昭63.12月

改

改

改

昭58,12月

昭59.10月

昭60.3月

昭63.12月

昭59.12月

改 昭60。3月

昭60.3月

昭60.3月

昭62.11月

昭62.ll月

平2.12月

告示番号

第645号

第794号

第844号

第218号

第1013号

第865号

第889号

第749号

第196号

第866号

第971号

第199号

第197号

第198号

第886号

第887号

第729号
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資料7-15相 互接続推進体制

(事務 局:郵 政省) 高度通信システム相互接続推進会議

(HATS推 進会議)

幹事互

基本接続

分科会

ファ乃 ミリ

分 科 会

PBX

分科会

LAN間

接続

分科会

コンヒ。ユータ ・

ターミナル

分 科 会

テレビ電話

会議

分科会

相互接続推進の具体的検討

活

動

支

援

⑪ 愈 ⑪藷紛 ⑪ ⑪
相互接続試験実施連絡会(事 務局:通 信機械工業会)

電話TA

相互接続

試験

実施連絡会

ファクンミリ

相互接続

試験

実 施連絡 会

PBX

相互接続

試験

実施連絡会

LAN間

相互接続

試験

実施連絡会

コ/ヒ。ユータ

ターミナル相 互

接 続 試 験

実 施 連 絡 会

テレヒ電話

会議相互

接続試験

実施連絡会

相互接続試験の実施

活

動
支

援
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資料7-16相 互接続試験実施状況

対 象システム

G4フ ァ ク シ ミ リ

(フ ァ ク シ ミ リ分 科 会 〉

MHS

(コ ン ピ ュ ー タ ・ ター

ミナ ル 分 科 会)

デジタル電話 ・ター ミ

ナルアダプタ

(基本接 続分科会)

PBX

(PBX分 科 会)

ア ナログテ レビ電話

(テ レビ電話 ・会議

分科会)

デ ジタルテ レビ電話 ・

会議

(テ レビ電話 ・会議分

科 会)

LAN間 接 続装置

(ル ー タ)

(LAN間 接 続分科会)

コ ン ピ ュ ー タ ・タ ー ミ

ナ ル

(コ ン ピ ュ ー タ ・タ ー

ミナ ル 分 科 会)

相互接続試験実施状況
3年 度以前

口
ステ ップ1

口
ステ ップ2

口
ステ ップ1

口
ステ ップ2

口 ・一□

・ ・ 一一 一 □

一 一・・□

口 ・一一

ス テ ッ プ3

口

口
ステ ップ1

口
OSl系

ス テ ップ!

口
TCP/IP系

ス テ ソプ1

4年 度

口
(注)

・ ・一 □ ・・ 一

一一・□

・・一□

一・□

口

口
ス テ ッ プ1

5年 度

口

口

口

口

(静止画口

口
CS!系

ス テ ップ2

ロ ー一

(グ ル ー プ2)

6年 度

口

口 …

ステ ップ2

(多地点口

ス テ ッ プ1、

2、3

7年 度

・一□ ・一

備 考

ステ ップ1に 回線交換

モー ド

ステ ップ2に パ ケ ッ ト

交換 モー ド

ステ ップ1は84年 度 版

X.400

ステ ップ2は84年 度 版

X.400を 用 いたEDI

必要に応 じ、引き続き

相互接続実験を実施。

ステ ップ1は 回線交換

モー ド

ステ ップ2は パ ケ ット

交換 モー ド

ステ ップ3は 共通チ ャ

ネル形信号方式

JJ-40.10(第1版)

端末はJT-H320準 拠 、

ステ ップ1は 通信モー

ド固定、 タイプX(基

本 インタフェース)及

びタイプY(一 次 群 イ

ンタフェース)

ステ ップ2は 伝送中に

ビデ オ伝送 モー ドを変

更

静止画はJJ4ユ.10準

拠 多地点はJT-H231

、JT-H243準 拠 の装

置 を対象

OSI系 、TCP/I

P系 と もにステ ップl

PSPDN(DDX-P)

を用 い、 ステ ップ2は

ISDNパ ケ ッ ト(IN

S-P)を 用 いたLAN-

WAN-LAN接 続

ステ ップ2は 専用 回線

を介 した ルー タ接続

ステ ッフ3はISDN

を 介 した ルー タ接続

ステ ップ(グ ループ2)

はCSl活 用 モデ ルの

下位3層 まで を対 象 と

し、回線交換 又はバケ ッ

ト交換 にて実施

(注)日 ・EC国 際相互接続実験
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資料7-17相 互接続試験 を行 うまでの手順

ISO

(国際 標 ・隼化機構)

ITU

〔国際標準 の作成)

郵 政 省

電気通信技術審議会

メ カ

製 品 開 発

フ。ロトコル試 験

コ刀 か マンス試 験 等

端末審査

網～端末接続試験

相 互接続試.験

への参加

標準準拠の表示

力知 ゲ 等 へ の 表

,戸ノ,はマーク貼f寸

TTC

〔社)電信電話技術委員会

国内標準の作成

相互接続試験実施

カイ ドライン

の発行

標準準拠確認制度

TTC標 ・阜

補 遺 等/＼ の 反 日央

電気通信事業者

仕様アナ ウンス

」

網 ～端末接続試験 用

ネッ トワー クの提供

情報通信機器

の販売

HATS推 進会議

甑TS推 進会議

試験対象
の決定

試験体制の検討

基本1日レの作成

相互接続試験実施

連絡会

試験手順

の作成

相互接続試験
の実施

試験結 果の

とりまとめ

HATS才佳ま壬皇

会議への報告

HへTS推 進 会議

1糸 吉果0)ゴ 承1

標 準 へ の

フィート"ハ ノケ
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7-4宇 宙通信技術

資料7-18 技術開発及び実用の分野の人工衛星(運 用中)

区 別

衛 星

目 的

打 上 げ 時 期

打上げ ロケ ット

軌 道 位 置

(東 経)

軌 道 上 重 量

姿勢 制御方 式

設 計 寿 命

搭 載 中 継 器

国の宇宙開発計画に基づいて開発された衛星/宇宙開発事業団1

技術試験衛星V型

(ETS-V)

[き く5号]

静止三軸衛星バスの

基盤技術の確立、次

期実用衛星開発に必

要な自主技術の蓄積

航空機の洋上管 制、

船舶の通信、航行援

助、捜索救難等のた

めの移動体通信実験

62.8.27

H-1

150度

約550kg

三軸姿勢制御方式

1.5年

Lバ ン ド

Cバ ン ド

技術試験衛星VI型

(ETS-VD

H-Hロ ケ ノト試験

機の性能確認、大型

静止三軸衛星パス技

術の確立、固定通信

及び移動体通信並び

に衛星間通信に関す

る高度の衛星通信の

ための技術開発及び

その実験

6.8.28

H-n

糸勺2,000kg

三軸姿勢制御方式

約10年

Kaバ ン ド

Cバ ン ド

Sバ ン ド

Oバ ン ド

光

通 信 衛 星3号 一a,b

ぐCS-3a,b)

[さ く ら3号 一a,b]

CS-2に よる通信

サ ービスの継続 、増

大す る通信需要に対

処 、通信衛星に関す

る技術開発

63.2.19(3a)

63.9.16(3b)

H-1

ユ32度(3a)

136度(3b)

約550kg

スピン安定方式

約7年

Kaバ ン ド(10)

Cノ{ン ド(2)

放 送 衛 星3号 一a,b

(BS-3a,b)

[ゆ り3号 一a,b]

BS-2に よる放送

サー ビスの継続 、増

大 かつ 多様化す る放

送需要 に対処、放送

衛星 に関す る技術開

発

2.8.28(3a)

3.8.25(3b)

H-1

110度

約550kg

三軸姿勢制御方式

約7年

Kuパ ン ド{3)

区 別

衛 星

目 的

打 上 げ 時 期

打上 げロケ ッ ト

軌 道 位 置

(東 経)

車九i萱 ヒ 重 量;

姿 勢 制 御 方式

設 計 寿 命

搭 載 中 継 器

民間の衛星

BS-3N

BS-3a,bに よ る

放 送 サ ー ビ ス の バ ン

ク ア ノブ

6.7.9

ア リ ア ン4(ESA)

llo度

糸勺630kg

=軸姿勢制御方式

7年 以1

Ku・ ・ン ト'31

アマチ ュア衛星

(JAS-lb)

[ふ じ2号]

JAS-1の 後 継機

としてアマチ ュア無

線技術の向一ヒ及ぴ ア

マチュア無線 を通 じ

た国際親善

2.2.7

H-1

近 地 占高 度 約!川km、

速 地 げ・高 度 約1,7〔}〔l

km、 傾 斜 角 約99-・ ノ〉

楕 円 軌 道

50kg

約3年

1・15MHzl35MHzノ ・ン

ド

JCSAT-!,2

第 一種電気通信事業

(衛 星通信サー ビス〕

'受言モ放送 事業 〔2の

み;

ノじ.3.71!〕

2.1.ユ 〔2)

　バ リ 『ア ン1〔ESA}{D

々 イ ケ ンii口 米 匡P(2}

15(瞳D

l5け 皇ン2・

約L310k9

スピン安定 方式

約1瞬 ・

Kuハ ン ド621

ス ー パ ー パ ー ド

ーA
,B

第一種電気通信事業

1衛 星通信サー ヒス}

受 託放送事業 〔Bの

み1

4.12.2{A〕

4.2.271B1

ア リ ア ン いESA}

158度IA

l62度 〔B、

約L660kglA)

約L550kg(B}

三軸姿勢制御方式

約13年 〔Ai

約10年IB)

Kuパ ン ド{231

Kaパ ン ド 〔21
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一7技 術開発

区 別

衛 星

目 的

打 上 げ 時 期

打 上げロケ ッ ト

軌 道 位 置

(東 経)

軌 道 上 重 量

姿勢制御方 式

設 計 寿 命

搭 載 中 継 器

民間の衛星

N-STARa,b

第一種電気通信事業

(衛星通信サービス)

7.8.29(a)

8。2.5(b)

アリアン4(ESA)

132度(a)

136度(b)

約2,000kg

三軸姿勢制御方式

10年 以 上

Kaバ ン ド(11)

Kuバ ン ド(8)

Cバ ン ド(6)

Sバ ン ド(1)

JCSAT-3

第一種電気通信事業

(衛星通信サービス)

7.8,29

ア ト ラ スH-AS

(米 国)

ユ28度予 定

約1,800kg

三軸姿勢制御方式

約12年

Kuバ ン ド(28)

Cバ ン ド(12)

資料7-19技 術開発及 び実用の分野の人工衛星(計 画 中)

区 別

衛 星

目 的

打 上 げ 時 期

打 上げ ロケ ッ ト

軌 道 位 置

(東 経)

軌 道 上 重 量

姿勢制御 方式

設 計 寿 命

搭 載 中 継 器

国の宇宙開発計画に基づいて開発される衛星(宇宙開発事業団)

通 言敗送 術衛星
(COMETS)

高度移動体衛星通
信技術、衛星間通

信及び高度衛星放
送の新技術、多周
波数帯インテグレ
ーション技術並ひ

に大型静止衛星の

高性能化技術の開
発及びその実験 ・
実証

9年度

H-n

121度 予 定

約2,000kg

三軸姿勢制御方式

約3年

Kaハ ン ド

Sバ ン ド

ミ リ 波

熱冊降雨 見測衛星
(TRMM)

全地球的規模のエネ
ルギー収支のメカニ
ズム解明等に不可欠

な熱帯降雨の観測等

9年度

H-n

高 度約350km、 傾 斜角

約35。 の 円軌道

糸勺3,500kg

三軸姿勢制御方式

約3年

降雨 レー ダー

可 視 ・赤外観測装置

、TRMMマ イ クロ

波 観測装置 、雲 及ひ

地球放射 エ ネルギー

観 測装 置、雷観測装

置

術試 衛星VII型

(ETS-VII)

ラ ンデ ブ ・ドッキ ング

技術、遠隔操 作技 術等

の軌道上実等 、宇 宙用

ロボ ッ トに関する先行

的実験

9年度

H-H

高 度 約550km、 傾 斜角

約35。 の 円軌道

糸勺2,600kg

三軸姿勢制御方式

約1.5年

Sバ ン ド

民間の衛星

BSAT一 工a,b

BS-3に よる

放送サー ビスの

継続、新たな放

送サー ビスの開

始

9年 度(la)

ユ0年度(1b)

未定
110度 予 定

未定
未定

10年 以 上

未定

アマチ ュア衛星

(JAS-2)

「ふ じ3号 」

JAS一 ユbの
後継機 としてア
マチュア無線技

術の向上及びア
マチュア無線を

通 じた国際親善

8年度

H-n

低高度極軌道

50kg

磁 気 トルカーに

よるス ピン軸 の

制御

3年

144MHz/430

MHzバ ン ド

(2)
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7-6基 準認証制度等一

7-5放 送の技術動向

資料7-20放 送の技術動向

項 目

第2世 代EDTV

デジタル放送

衛星デー タ放送

地上デー タ放送

概 要

第2世 代EDTVに よる放送が可能 となる よう関係省令等 の改 ⊥Eを7年7月 に行い、放送

が開始 されている、,

電 気通信技 術審議 会デジ タル放送 システム委 員会において、6年6月 よ り、地上放送、ケ
ーブルテ レビの各 メデ ィアについて通信等 他のメデ ィアとの整合性 を考慮 しつつ

、デ ジタル

放送方式 に係 る技術的条件 を横断的、総合的に審議 中、、

7年7月 には、CS衛 星 デジ タル放送方式について一一部答申を受 け、8年6月 実 用化予定

BS放 送 については、6年7月 に関係省 令が改正 され、7年4月 に放送が開始 されている・

CS放 送 につ いては、7年3月 に関係省令が、改正 され 、同年12月 よ り放送開始予定 となっ

ている、、

電 気通信技術審議会地上デー タ放送委員会において、7年9月 よりテ レビション放送 によ

る地上デー タ放送の技 術的条件 について審議中,

垂 直帰線消去期 間を利用 した伝送路 による地上デー タ放送の技 術的条件 について電気通信

技術審議 会か ら7年ll月 一部 答申を受け、8年4月 に関係省令の改正 を行 った,

7-6基 準認証制度等

資料7-21用 途別高周波利用設備許可件数(累 計)の 推移

区別

年度末

通信用

設 備

電力線搬送設備

誘導式通信設備

小 計

医療用設備

工業用加熱設備

各種設備

合 計

2

17,831

758

18,589

14,426

40,950

108,920

182,885

3

17,763

781

18,544

ユ4,700

41,470

110,066

184,780

4

17,756

845

18,601

14,979

41,970

111,377

186,927

5

16,552

856

17,408

ユ5,352

42,H1

102,286

177,157

6

16,634

900

17,534

15,667

42,464

104,020

179,685

(注)許 可 の対象 となる高周波利 用設備は、10kHz以 上 の周波数 を使用する通信設備(郵 政省令で定める もの を

除 く)及 び、ISM設 備(産 業用、科学用、医療 用、家庭用その他これと類似の用途 に利用する通信設備以

外 の設備で、高周波出力が50Wを 越 えるもの)で ある。

資 料7-22高 周波利用設備の機種別型式指定 ・確 認件数

(累計)

区別

年度末

搬 送式 インターホ ン

電子 レンジ

電磁誘導加熱式調理器

超音波洗浄 会、超音波ウェルダー

及び超音波加工機
一般搬送式デジタル伝送装置

特別搬送式デジタル伝送装置

合 計

2

84

6ユ2`692)

180

253

108

38

ユ,275(692)

3

85

713(692)

221

28ユ

117

44

1,461(692)

4

86

807(692}

255

320

119

44

1、631(692)

5

87

887〔6921

307

373

151

44

1,849(692)

6

87

990(692)

403

428

154

50

2,112(692)

(注)()内 の 数字 は旧制度における電rレ ンシの型式指定の件数'
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一7技 術開発

資料7-23端 末機器技術基準等適合認定状況
(累計)

区別

年度末

技術基準適合認定

電話機

構内交換機
ボタン電話機

その他の機器

技術的条件適合認定

専用回線端末
フアクシ ミリ通信端末

回線交換端末 ※

加入電信端末
テレビ会議端末

自動車電話端末

船舶電話端末
空港無線電話端末
ISDN

その他

総計

3

8,552

2,285

551

1,232

4,484

3,607

L438

2

1,119

89

7

116

11

10

720

95

12,159

4

9,708

2,470

636

1,463

5,139

4,144

1,613

2

1,138

89

7

124

ユ1

10

1,051

99

13β52

5

10,926

2,674

737

!,695

5,820

4,805

1,816

2

1,157

89

7

ユ56

11

10

1,445

112

15,731

6

!2,328

2,908

821

1,904

6,615

5,325

1,984

2

1,162

90

7

159

11

12

1,768

130

17,653

7

13,862

3,ユ61

915

2,178

7,484

5,996

2,123

2

1,167

94

7

161

12

ユ2

2,251

167

19.858

〔注)※ はパケ ソト交換端末を含む。

資料7-24技 術基準適合証明の証明数

(累計)

区 別

年 度 末

沿岸無線電話

航空機電話

800MHz帯 携帯 ・自動車電話

MCA

地域防災無線

港湾無糸泉電言舌

簡易陸上移動

テ レ タ ー ミ ナ ル

空港無線電話

SSB無 線電話

デジタル無線

F3E等

特定 ラジオマイク

無線標定

市民ラジオ

パ ーソナル無線

50GHz帯 簡 易無線

構内無線
コー ドレス電話

特定小電力

VSAT

アマ チ ュア無線

800MHz帯 テ"ジタル携帯 ・自動車電話

ユ,500MHz帯 携 帯 ・自動車電話

テ レメー タ用等 の固定局

非常警報固定局用

小電力 デー タ通信 システム

小電力 セキュ リテ ィシステム

陸 ヒ移動地球局

移動通信基地局エ ン トランス

試験申請合格台数

3

8,623

190

401,675

221,205

201

4,777

8,805

2,523

1,991

162

2,728

126,838

1,443

4,241

639,987

1,788,961

2,958

43,374

315,508

1,205,079

1,778

0

4

8,623

2ユ0

460,253

242,520

273

5,377

9,3ユ5

3,588

2,291

162

3,345

143,735

2,088

5,635

658.667

ユ,802,766

3,396

47,289

329,088

1,687,098

2,821

1,000

2,085

0

198

2

0

0

0

0

5

8,623

249

531,055

260,502

382

5,577

12,815

5,655

4,432

162

3,965

159,277

3,011

6,929

663,816

1,817,054

3,743

50,700

340,577

2,049,089

3,417

1,140

31,158

8,158

2,095

100

3,436

139

99

32

6

8,623

249

704,590

272,287

382

5,577

ユ3,345

16,068

5,392

162

5,559

177,103

4,636

8,079

668,726

ユ,831,929

4,137

53,686

349,348

2,581,606

3,939

1,190

145,749

14ユ,416

4,226

ユ62

ll,253

9,693

462

60

7

8,623

249

750,458

281,236

399

5,577

16,495

19,394

5,640

162

9,439

203,096

7,688

9,438

672,363

1,841,734

4,770

56,683

373,574

3,061,866

4,783

1,589

259,387

258,165

6,760

245

38,824

48,842

862

10Q

書面申請

合格件数

7

2

0

ユ7ユ

64

0

2

9

0

0

1

22

7

0

0

10

10

0

1

1,567

179

0

202

60

72

0

0

3

1

0

0

一454



7-6基 準認証制度等一

/累 計/

区 別

年 度 末

デジ タルコー ドレス電話

簡易型携帯電話陸上移動局(PHS)

デジタルMCA

車両感知用無線標定陸上局

合 計

試験申請合格台数

3

4,783,047

4

5,421,825

5

893

3,170

365

10

5,981,825

6

15,833

15,703

2,854

10

7,064,034

7

114,093

261,548

10,738

10

8,334,830

書面申請

合格件数

7

48

78

5

1

2,515

資料7-25無 線機器の型式検定合格機器の件数
(累 計)

区 分

義務検定機器

任意検定機器

年 度

周波数測定装置

警急自動受信機
船舶救命用無線機器
DSC送 受信機 ※

DSC装 置 ※

狭帯域直接印刷電信 ※

DSC専 用受信機 ※

ナブテ ックス ※

インマルサ ット高機能グループ

呼出受信機の機器

船舶地球局

航空機用無線機器

無線方位測定器
レ ー ダ ー

気象援助用無線機器
ミニサテ用送受信装置

海上DSB

公共用 トラ ンシーバー

航空機無線電話
800MHz帯 自動車電話

1,500MHz帯 自動車電話

MCA

デジタルMCA

地域防災用無線機器

港湾無線電話
簡易陸上移動無線電話

テ レ タ ー ミナ ル

空港無線電話

沿岸無線電話

簡易無線

非常用位置指示無線標識

ラ ジ オ ・ブ イ

SSB

F3E等

高周波利用機器

合 計

3

256

48

51

25

9

4

13

4

28

ユ33

616

174

5

9

2

104

157

12

8

7

3

2

4

1,372

60

205

517

2,690

0

6,518

4

256

48

53

26

9

4

13

4

O

0

28

ユ33

649

177

7

1

9

2

123

0

169

0

17

8

ユ1

5

2

4

i,398

60

205

517

2,778

O

6.716

5

256

48

58

33

12

5

17

5

0

0

28

133

688

178

8

5

9

2

168

20

192

3

21

8

ユ1

5

5

4

1,493

60

206

5ユ9

2,850

0

7,050

6

256

48

77

37

15

5

22

8

0

O

28

134

738

179

9

9

9

2

236

43

213

6

24

8

12

7

5

4

ユ,530

60

2ユ3

519

2,947

0

7,403

7

256

48

83

46

ユ7

7

25

8

0

0

30

134

8ユ0

180

9

9

9

2

244

47

219

12

25

9

ユ2

7

5

4

1,548

61

215

520

3,037

0

7,638

(注)1レ ー ダーには、

2※ の機器 は、4年2/JIE」 よ り義務検定機器 に移行 した

義務検定 に該当する もの と任意検定に該当する ものがあ る.
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資料7-26 GATT・TBT通 報件数及びWTO・ TBT通 報件数

(7年 度末現在)

年 度

強 制 規 格

適 合 性 評 価 手
(認 証 制 度

け祝

)

3

4

3

4

4

4

5

6

3

6

6

2

7

9

2

(注)1

2

我が国は55年4月 にス タンダー ド協 定 を受諾 し、6年12月 にWTO協 定(TBT協 定 を含む)

を受諾 した、.

「適合性評価 手続」 は、

ある.

旧 ス タンダー ド協 定の下では、 「認証制度」 と言われていたもので
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都道府県
名

北1道
目秣県

石 県
呂城県
秋田県
山形県
福 具
次城県
県
馬 具
埼 、県

千某県

宇申宗 月1!黒

山 梨,目 、

親.、,ノ 目、

長野県
畠 山 県、

石 川,目 、

福 県
[ 県、

静 缶県

憂 知.目 、

三 重,目 、

滋賀県
京都 寸
＼阪 付

兵 璽,目、

奈 く県
・口歌 山

.目、

,,≡、 叉 目、

卯 根,目 、

岡 山 県、

広 謬 目、

1]口 県

徳 吾」県、

否川県
愛媛県
「¥石・・口し目ぐ

福 剛 目、

佐 賀,目 、

長崎県
熊本県
{分 県

釜7f山奇L[甚

屋琶括三ユし早ぐ

1【糸篭し目ぐ

合 計

発信情報

量(ワード)

2.09E+14

4.91E+13

4.71E+13

7.72E+13
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4.41E+13

1,11E+14

3.71E+ユ4
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4.10El13

5.12E}15
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2.55E+15
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1.07E+15
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量(ワード)

6.37E+14

1.57E+14

1.47E+14
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ユ.43E+13
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1。18E+13
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1.17E+13
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1.05E+13
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地
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ユ2

77

74

7

4

一1

ユ0

15

42

59

o

1一

D

llO

11

25

32

17

一7

3,260

電話発

信回数
(百万
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o
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ア 一 タ
臣僧見

郵便
局数
(局〉

1,

4

44

4

402
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4

7

,4
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276

707

683

1

4

4

4DD
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926
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1,1ユ4
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,4

4

246

379

534
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4〕

沼41

4
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4}
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7Z〔}

]81

12L574

郵便引愛物
数(通)
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1巳,4

1,
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107,252
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1-」
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142,629

180,925

1晒424

つ,7
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]},445
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民 間 テ

レヒ"チャ

ン袖 数

(チャンネ
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4

3
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2

4

4

4

4

5

5

5
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D

3

3

5

4

1

5

4

5

1

4

4

4

3

テレビ聴取

時間(時

間.分)

.1

3.20

3.15

3.16

3.23

.1

3.04

3,09

3.20

3,08
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。7
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3.06

3.!0

3,04

3。02

3.01

一.D

3.10

2.59

2.54

3.13
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.一 ∂

1一

3.10

2.54

3.21

3,07

、14

4

3.

と.-7

民 間 ラ

ジ オチャン

初 数

(チャンネ

ル)

4

2

2

2

4

4

4

4

5

2

2

2

2

4

3

4

5

Q

4

2

2

1

2

4

2

2

2

2
ウ

「》
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ラシ"オ聴i耳叉

時 間

(分)

]7.71

o.7

71

23。29

29.29

24.14

26.OO

4.

、4.4

一.4

一〇.D7

27.43

27.43

25.00

28,43

目7

D.4

.Q7

24.71

28.43

18.0)

15.14

25。43

〕7.57

日0

24.57

23.29

ユ9.14

26.29

一1.-9

一4..)7

17.6

_2.11

2〔}.57

19.86

/9.57

2・1.86

19.-!

〕_.,)1

20.4,

一71

ハ。ソコン通

信 主 要 初

ト局 アクセス

ホ.イント数

(箇 所)

D

1

4

7

9

ユ7

ユ9

22

1

7

4日

こ)

51

9

20

25

ユー

ユ

14

〕1

34

49

25

15

14

4

ユ副

8

6

18

25

7

lQ

1

7

31

lo

14

11

1〕

n

957

パ ソコン

通 信 才・ツ

ト局 数

(局)

7

巳o

1

4

16

14

36

43

4

1

1ロ

4

196

1ユ

31

36

冒o

68

ユ33

43

25

64

17

6

9

25

30

ユ7

1、

一D

1

70

11

17

25

〕5

4

一ユ

2,617

インター初 ト

主 要 フ.ロ

バ"イ タ"一ア

クセスポ イン

ト数

(箇 所)

1

4

D

3

5

6

7

4

4

17

3

6

7

4

4

4

ユ2

17

8

5

5

1

4

2

2

7

9

11

3

4

3

4

314

インターネノ

トホーム

ヘ ージ

数

4

4

ユ8

15

44

4

144

19

27

23

7

14

35

8

16

17

96

17

7日

Q

1

12

6

21

39

5

14

1

59

15

ユ2

15

14

ユ1

1

2.306

都道府県
名

北1道
目林県

石 県
呂城県
秋田県
山形県
福 県
次 城 目、

県
馬県
埼玉県
千某県
、月モ)

宗川県

山梨県
～.、、 県 、

長野県
畠山県
石川県
畠 県

ノ目、

静 並.目、

夏知県
三 重.目 、

滋賀県
京都府
阪
兵.県

宗.県

口歌山県

鶏 目、

島 艮県
岡山県
広 県、

山口県
,。,一 県

川県

愛媛県
高 県、

福岡県
佐賀県
長 崎,目 、

熊 本.目 、

分県
呂崎県
鹿児 県
γ縄県

合 言
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